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はじめに 

 

昨今の熾烈な競争の中で、ビジネス推進におけるＩＴの有効活用は、各企業の命題とな

っている。したがって、それを支えるＩＴサービス企業は、高度なＩＴスキルをもつ人材

の必要性を強く認識している。しかし、ＩＴ技術の高度化、およびビジネスのグローバル

化によるビジネスモデルの変化で、ＩＴ人材に求められるスキルは多様化、高度化の一途

をたどっており、高度なＩＴスキルをもつ人材の不足が顕著である。 

一方で、海外企業の進出は目覚しく、国際的な分業や競争の中で、わが国のＩＴ産業が

競争力を高め、優位なポジションを確立するためには、高度なＩＴ人材の育成が喫緊の課

題となっている。 

 

こうした状況の中、独立行政法人 情報処理推進機構（ＩＰＡ）は、情報サービスの提供

に必要な実務能力を体系化した「ＩＴスキル標準」を共通指標として公開し、情報サービ

ス産業の人材育成に対する投資を効率的に行えるように推進している。 

 

ＩＴスキル標準は２００２年に初版が公開されて以降、利用者であるＩＴサービス企業、

および組織が有効活用できるように改善を行い、現在は「ＩＴスキル標準Ｖ３ ２００８」

が最新バージョンである。 

また、ＩＴスキル標準の導入、活用の支援を目的として、様々な付属書を発行している。

主なものとしては、ＩＴスキル標準を分かりやすく解説した「ＩＴスキル標準 概説書」、

経営者向けに有効性を示した「ＩＴスキル標準 経営者向け概説書」、および導入や活用の

手順について、具体的に示した「ＩＴスキル標準 活用の手引き」がある。 

 

「ＩＴ人材白書２０１０」の調査結果によれば、ＩＴスキル標準の普及度合いは、回

答のあったＩＴサービス企業のうち、ＩＴスキル標準を「現在活用している」または「現

在活用を検討している」と回答した企業は、社員数１００１名以上では約９１％、３０１

名以上では約６０％にのぼる。それに対して、３００名以下では約４８％、１００名以下

では約３２％、３０名以下においては２４％であり、中小ＩＴサービス企業の人材育成に

おけるＩＴスキル標準の普及については、まだまだ過渡期と言わざるをえない。 

 

また、ＩＴスキル標準の導入、活用を「必要性は感じているが、検討には至っていな

い」と回答した企業は３００名以下で約３０％、１００名以下で３０％、３０名以下で約

２７％という状況であり、さらなる啓発活動が必要であることを表している。 
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一方、ＩＴスキル標準の普及・啓発セミナーでは、先行企業の導入活用事例の紹介を望

む声が多く聞かれている。これは、中小ＩＴサービス企業では、ＩＴスキル標準を導入活

用したくともその手順、目標の設定、課題解決の方法、活用の効果等が分かりにくいこと

で、一歩踏み出せない状況にあることが窺える。 

 

そこで、できるだけ多くの企業の導入活用事例を公開する事で、ＩＴスキル標準の

認知度を高めるとともに、導入活用推進者に対する経営課題解決の一助とすべく、本事

例集を作成した。 

 

本事例集は、ＩＴスキル標準を参照モデルとして活用し、ＩＴ人材育成を更に強化さ

せるために、先行してＩＴスキル標準の導入活用を進めている企業の事例を調査・分析

し、まとめたものであり、次の目的で利用されることを想定している。 

 

（１） 未導入企業に対する導入の普及・啓発 

未だＩＴスキル標準を活用できていない企業に対して、先行する実践企業の導

入事例を紹介することにより、導入方法、活用の効果などを提示する。ＩＴス

キル標準に対する理解を深め、企業導入を促すことを狙いとしている。また、

さまざまな業種、業態や企業規模の事例を選定することにより、導入に対する

具体的なイメージを意識できるよう配慮している。 

 

（２）導入済み企業に対する有効な活用モデルの提示 

既にＩＴスキル標準を導入したが上手く活用できていない企業に対して、活用

事例を紹介することにより、活用方法、活用にあたって企業が抱えている問題

や課題の解決、有効な利活用のモデルを提示する。これにより、導入はしたも

のの、活用に苦慮している企業に対して、課題解決のための有益な情報を提供

する。 

 

本事例集は、先行してＩＴスキル標準の導入活用を実践されている企業のノウハウや

推進上で発生する様々な事柄を、わかりやすくまとめたものである。これから本格的に

ＩＴスキル標準を活用しようとお考えの企業の皆様にとって、必ず役立つと確信してい

る。  

また、この場をかりて導入活用事例として情報公開を快諾いただいた企業の皆様に、

心からお礼を申し上げたい。  
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第１章 本事例集の活用方法 

 

この章では事例を読み進めていただく上で必要となる基礎知識を紹介するとともに

「事例集の読み方」について解説する。 

まず、本事例集ではＩＴスキル標準を使って、企業で人材育成を推進する仕組みを構

築することを「導入」、その仕組みを使って具体的に人材育成のＰＤＣＡを回すことを「活

用」と定義している。なお、導入から活用における基本的な流れは次のとおりである。

（図１．１） 

 

導入の実施導入の実施
目的に沿った目的に沿った

導入プロセスの実施導入プロセスの実施

運用の準備運用の準備
運用プランの策定、運用プランの策定、

運用体制の構築運用体制の構築

運用の実施運用の実施
人材育成の人材育成の
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仕組みの改善活動の実施仕組みの改善活動の実施

 

図１．１ ＩＴスキル標準 導入から活用における基本的な流れ 

 

本事例集で紹介する企業は１４社である。それぞれに事業規模や、導入目的、導入プ

ロセス、活用期間、効果などが異なっているため、特徴が把握できるようにインデック

スを作成した。様々な視点から事例を参照できるようにしているので活用いただきたい。 

インデックスの種類は次のとおりである。 

 

（１）企業情報別の分類 

 ・企業形態や規模による視点 

 

（２）ＩＴスキル標準の「活用目的別」の分類 

 ・何を目的に導入、活用したのかという視点 
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（３）ＩＴスキル標準導入～運用に関する各社の「実施状況別」の分類 

 ・導入後、現在はどの状況まで進んでいるのかという視点 

 

 また、第２章には「各社事例の要約」を掲載している。事例を掲載どおりに読み進め

ていただいてもよいが、この要約を参照し、興味のある事例から読んでいただくことも

可能である。 

 

なお、本事例集で紹介している企業の多くは、ＩＰＡ発行の冊子「ＩＴスキル標準 活

用の手引き」に記載されている導入ステップに従っている。本事例の理解を深めるため

に、事前にご一読されることをお勧めする。 
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【活用インデックス】 （※２０１０年３月現在の情報を基に掲載） 

 

（１） 企業情報別の分類 

 

No 会社名  企業形態  業種  従業員数  導入  
対象者数  

本社  
所在地  

01 株式会社 

イ ン フ ォ セ ン

ス 

情報システム会社  情 報 処 理 サ

ービス業  
410 名  約 310 名  福岡県  

02 株 式 会 社 エ イ

チ・アイ・ディ 

情報システム会社  情 報 処 理 サ

ービス業  
約 240 名  約 240 名  北海道  

03 ＮＥＣソフト 

株式会社 

Ｎ Ｅ Ｃ グ ル ー プ

システムインテグ

レータ  

情 報 処 理 サ

ービス業  
約 5,000 名  約 5,000

名  
東京都  

04 株式会社 

オージス総研 

ユーザー系 情報

システム会社  
情 報 処 理 サ

ービス業  
約 1,300 名  
 

約 1,300
名  

大阪府  

05 株式会社 

柏 崎 情 報 開 発

センター 

第三セクター 情

報システム会社  
情 報 処 理 サ

ービス業  
53 名  38 名  新潟県  

06 キ ー ウ ェ ア ソ

リ ュ ー シ ョ ン

ズ株式会社 

独立系システムイ

ンテグレータ  
受 託 開 発 ソ

フ ト ウ ェ ア

業  

約 1,350 名  約 1000 名  東京都  

07 キ ム ラ ユ ニ テ

ィー株式会社 

ユーザー企業 外

販部門  
倉庫・運輸関

連業  
約 1660 名  108 名  愛知県  

08 株 式 会 社 サ ン

モアテック 

ユーザー系 情報

システム会社  
情 報 処 理 サ

ービス業  
164 名  約 140 名  大阪府  

09 株式会社 

シアンス 

独立系システムイ

ンテグレータ  
受 託 開 発 ソ

フ ト ウ ェ ア

業  

約 60 名  45 名  新潟県  

10 株式会社 

CMC Solutions 

ユーザー系 情報

システム会社  
情 報 処 理 サ

ービス業  
約 120 名  112 名  愛知県  

11 株 式 会 社 日 本

コ ン ピ ュ ー タ

コ ン サ ル タ ン

ト 

独立系システムイ

ンテグレータ  
受 託 開 発 ソ

フ ト ウ ェ ア

業  

約 280 名  242 名  
 

神奈川県

12 株 式 会 社 日 立

シ ス テ ム ア ン

ドサービス 

日立グループ シ

ステムインテグレ

ータ  

受 託 開 発 ソ

フ ト ウ ェ ア

業  

4663 名  約 4500 名  
 

東京都  

13 株式会社 

フ ジ ミ ッ ク 新

潟 

ユーザー系 情報

システム会社  
受 託 開 発 ソ

フ ト ウ ェ ア

業  

約 90 名  78 名  新潟県  

14 株式会社 

ユニテック 

ユーザー系 情報

システム会社  
情 報 処 理 サ

ービス業  
約 70 名  65 名  新潟県  
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（２）ＩＴスキル標準の「活用目的別」の分類  

 

人材育成  人事制度  組織分析  人員配置・採用No 会社名  
人 材 像 の 明 確

化、育成 PDCA
の構築など  

人 事 評 価 指 標

と の 紐 付 け な

ど  

スキルをベース

にした強み・弱

みの分析など  

異 動 や 採 用 活

動、調達など  

01 株式会社 

インフォセンス 

 
○  

 

  
○  

 

02 株式会社 

エイチ・アイ・ディ 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

03 ＮＥＣソフト 

株式会社 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

04 株式会社 

オージス総研 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

05 株式会社 

柏崎情報開発センター 

 
○  

 

  
○  

 

06 キ ー ウ ェ ア ソ リ ュ ー シ

ョンズ株式会社 

 
○  

 
○  

  

07 キムラユニティー 

株式会社 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

08 株式会社 

サンモアテック 

 
○  

 

   

09 株式会社 

シアンス 

 
○  

 

   
○  

10 株式会社 

CMC Solutions 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

11 株 式 会 社 日 本 コ ン ピ ュ

ータコンサルタント 

 
○  

   

12 株 式 会 社 日 立 シ ス テ ム

アンドサービス 

 
○  

  
○  

 
○  

13 株式会社 

フジミック新潟 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

14 株式会社ユニテック  
○  

 

 
○  
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（３）ＩＴスキル標準導入～運用に関する各社の「実施状況別」の分類 

 

導入の実施

 
運用の準備 運用の実施  改善活動の  

実施  
 
 
 
No 

 
 
 

会社名  
スキルセッ

トの構築、

人材モデル

策定など  

人材育成計

画策定、運

用モデル策

定など  

人 材 育 成 計

画の実施、ス

キ ル 分 析 な

ど  

運 用 モ デ

ル 、 人 材 モ

デ ル の 見 直

しなど  

 
 
 
運用期間  

01 株式会社 

インフォセンス 

 
○  

 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｂ  

02 株式会社 

エイチ・アイ・ディ 

 
○  

 

 
○  

     
Ａ  

03 Ｎ Ｅ Ｃ ソ フ ト 株 式 会

社 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｄ  

04 株 式 会 社 オ ー ジ ス 総

研 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｄ  

05 株式会社 

柏 崎 情 報 開 発 セ ン タ

ー 

 
○  
 

 
○  

    
Ａ  

06 キ ー ウ ェ ア ソ リ ュ ー

ションズ株式会社 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｂ  

07 キムラユニティー 

株式会社 

 
○  
 

 
○  

 
○  

  
B 

08 株式会社 

サンモアテック 

 
○  
 

 
○  

  
○  

  
Ｂ  

09 株式会社シアンス  
○  
 

     
Ａ  

10 株式会社 

CMC Solutions 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｂ  

11 株 式 会 社 日 本 コ ン ピ

ュ ー タ コ ン サ ル タ ン

ト 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

 
Ｂ  

12 株 式 会 社 日 立 シ ス テ

ムアンドサービス 

 
○  
 

 
○  

 
○  

 
○  

   
Ｄ  

13 株式会社 

フジミック新潟 

 
○  
 

     
Ａ  

14 株式会社ユニテック  
○  
 

 
○  

    
Ａ  

※運用期間について  

Ａ：      未運用  

Ｂ：     ３年未満  

Ｃ：３年以上～５年未満  

Ｄ：     ５年以上  
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第２章 各社の事例の要約 

 

１．株式会社インフォセンス 

物流システムのソリューション提供を中心に、金融、医療、ＥＲＰで独自のチャネル

を持ち、幅広い事業を行っている。そのため、ユニークで多岐に渡る人材モデルを設定

しているのが特徴である。２００７年から運用を開始し、スキル評価とトレーニングの

サイクルを着実に継続している。また、現場の社員を中心に「改善委員会」を設置し、

積極的な改善活動を行い、人材モデルの見直しやレベル定義の修正なども経験している。 

 

２．株式会社エイチ・アイ・ディ 

ＩＰＡが実施した「ＩＴスキル標準の導入プロセス実証実験」に参加した企業である。

策定後１０年が経過した既存の「人材育成スキル制度」の見直しを契機としてＩＴスキ

ル標準を導入した。経営戦略の策定から、システムの運用保守まで、幅広い人材モデル

を策定し、「ストラテジックオフィサー」や「ラインマネージャ」などユニークな人材モ

デルを含めたキャリアフレームワークを構築した。現在は本格運用に向けての準備を進

めている。 

 

３．ＮＥＣソフト株式会社 

１９９９年に、ＩＴサービスに関わる幅広い事業領域と顧客に対応した人事制度を導

入したが、制度の徹底や人材育成風土の醸成のためには、将来を担える高付加価値人材

を育成する中長期的な視点や市場価値を意識した客観性が求められた｡そこで、ＩＴスキ

ル標準導入による、評価、育成、処遇の施策を刷新する取り組みを推進し、２００５年

から、新たな人事制度の運用を開始した。 

 

４．株式会社オージス総研 

２年の構想期間を経て、２００５年にＩＴスキル標準を参照し、経営戦略やビジネス

モデルを基に人材モデルの構築を行い、運用を開始している。その後、全社運用の実績

を積み、２００７年には中期計画に対応した要員計画・育成計画の立案と実施、認定制

度の導入、プロフェッショナルコミュニティによる活性化、及び人事制度への対応など

を主体に、大きく仕組みを刷新し、より本格的な取り組みを進めている。 
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５．株式会社柏崎情報開発センター 

ＩＰＡが実施した「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参加した企業である。市か

らのアウトソーシングにより安定的に企業活動を継続していたが、新しい顧客を開拓す

る事が必須となってきた。外部展開するためのスキルを向上させるため、ＩＴスキル標

準を活用し人材育成の仕組みを構築することを決定した。ＩＴ系の人材の他に、人材育

成事業を担う人材モデル（キャリアトレーナー）も策定するなど、全社的な導入を行っ

たことが特徴である。現在は本格運用に向けての準備を進めている。 

 

６．キーウェアソリューションズ株式会社 

２００３年にＩＴスキル標準を導入し、人事制度と連携させて全社に展開した。しか

し、理解不足からＩＴスキル標準をそのままの形で導入したため、自社のビジネスモデ

ルに合わないことや企業戦略を表現できないことが判明し、現場だけではなく管理層か

らも不満が噴出し、対処する必要に迫られた。その状況を乗り越え、２００７年に自社

の考えを反映できる導入アプローチを採用し、現場の理解と協力を得て仕組みの再構築

を終え、本格的な運用を開始した。 

 

７．キムラユニティー株式会社 

 ２００４年に「人財育成委員会」を設置し、「自ら成長する自立成長型人財」の育成を

目指して２００５年にＩＴスキル標準を導入した。この際、ＩＴスキル標準に定義され

ている４職種を参照し、自社の目標人材モデルとしたが、事業戦略と人材モデルがフィ

ットせず、見直しが必要になった。ＩＴスキル標準の導入ワークショップに参加し、企

業導入のプロセスを学んだあと、ＩＴスキル標準の再導入を行った。情報システムユー

ザースキル標準（ＵＩＳＳ）の考え方も取り入れ、事業戦略を反映した人材モデルの構

築に成功した。 

 

８．株式会社サンモアテック 

 「技術力と提案力を兼ね備えた人材」を育成するために、２００８年にＩＴスキル標

準導入の検討を始めた。セミナー参加や先行企業の訪問などから情報を収集し、２００

９年にＩＴスキル標準を導入した。「ソリューションセールス」など独自の人材モデルを

策定し、約半年で導入フェーズを終えた。２０１０年の本格運用開始に向けて運用ガイ

ドラインの整備、数多くの説明会を実施し取り組みの浸透を図ってきた。社員が参画で

きる議論の場を作ることなどで、社員主体の運用を目指している。 
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９．株式会社シアンス 

 ＩＰＡが実施した「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参加した企業である。新入

社員研修、階層別研修、ＯＪＴによる教育等を実施していたが、体系立てた人材育成に

は至らず、キャリア形成の仕組みづくりが課題であった。その課題を解決すべく、ＩＴ

スキル標準を導入し、７種類の人材モデルを構築した。人事考課にスキル評価を取り入

れることを前提に、現在は本格運用に入るための準備を行っている。 

 

１０．株式会社 CMC Solutions 

ＩＴスキル標準Ｖ２の公表を契機として導入プロジェクトを発足させ、半年足らずで

運用開始に至っている。経営者自らがプロジェクトに参加したのは、導入を決めるキー

ワードとなった「経営とのリンク」を重要視したからである。導入作業では、経営層の

考えをどのように反映するかを深く議論した。また、仕組みの運用では、管理者に対し

て、部下個人のスキル把握だけでなく組織力の向上を目指すよう伝えるなど、計画的な

人材育成のＰＤＣＡの実現に向けて活動している。 

 

１１．株式会社日本コンピュータコンサルタント 

大手ＩＴベンダのパートナーという位置づけから、一次請け企業となることを目指す

ためには、効果的に人材育成を進める必要があった。その具体的施策として、２００６

年に経営層主導でＩＴスキル標準を導入した。運用に関しては、社員の活動拠点が分散

しているが、全員の正しい理解を得るために推進メンバーが丁寧な説明を行ってきた。

また、自宅からでもスキルチェックができるソフトウェアを用意するなど、活用面のサ

ポートも行いながら継続運用を進めている。 

 

１２．株式会社日立システムアンドサービス 

３社の合併（２０００年４月）に伴い、全社統合の視点、日立グループ外への事業拡

大を中心とする経営戦略に対応した、新たな人材戦略と人材育成の仕組みが求められた。

そこで「市場価値と自律性」という人材開発方針に基づき、ＨＣＭ（Ｈｕｍａｎ Ｃａ

ｐｉｔａｌ Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）と名づけた全体の枠組みの中にＩＴスキル標準を

導入し、日立システムアンドサービス版の「ＳＡＳスキルスタンダード」を構築した。 
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１３．株式会社フジミック新潟 

ＩＰＡが実施した「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参加した企業である。人材

育成の仕組みの構築だけではなく、要求分析による事業方針の明確化、機能分析による

業務機能の整理、および人材モデルの整理による業務分掌の区分けなど、今まで不明確

であった事柄についての見える化も実現し、組織力強化策として経営陣からも評価され

ている。現在、試行運用を終え、全社展開に入るための準備を行っている。  

 

１４．株式会社ユニテック 

ＩＰＡが実施した「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参加した企業である。情報

システム子会社であるが、実績とノウハウを活かし外販にも力を入れている。組み込み

エンジニアからＥＲＰパッケージのコンサルタントまでの人材を抱え、ビジネス展開も

広範囲にわたる。ＩＰＡ推奨の活用手順に沿って導入を進めたこともあり、全ての事業

領域を網羅でき、整合性のとれた仕組みが出来上がっている。現在、本格運用に入るた

めの準備を行っている。  
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第３章 各社事例 

 

ＩＴスキル標準導入事例：株式会社インフォセンス 

導入推進者：管理本部 品質保証部 マネージャ 荒木哲氏  

 

 

 

１．会社概要 

■社名   株式会社インフォセンス 

（ｉｎｆｏ Ｓｅｎｓｅ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ） 

■設立   １９８９年４月 

■代表者  代表取締役社長 久保 満  

■社員数  ３８１名（２００９年１２月現在） 

■資本金  １億円 

■所在地  本社：福岡市博多区冷泉町２－１ 博多祇園Ｍ－ＳＱＵＡＲＥ 

      東京本社：東京都中央区勝どき６－５－２３ 山九ビル 

■出資会社 山九株式会社 

■事業内容 

・業務システムの設計・開発・保守 

・インフラ設計・構築・保守運用 

・物流コンサルティングサービス 

 

株式会社インフォセンス（以下、インフォセンス）は、総合物流企業である山九株式

会社（以下、山九）の情報系関連会社として、１９８９年４月に設立し、山九の事業領

域である物流・ロジスティクスの広範囲な業務ノウハウと、高度なＩＴ技術を武器に、

山九のみならず、幅広くオープンな顧客の物流・ＩＴニーズに対するソリューションを

ワンストップサービスで提供している。 

 

 また物流・ロジスティクスだけでなく、これまでに培ったＩＴ技術を礎に、金融や

医療、ＥＲＰ（Ｅｎｔｅｒｐｒｉｓｅ Ｒｅｓｏｕｒｃｅ Ｐｌａｎｎｉｎｇ）などへも
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事業の枠を拡大し、更なる顧客の企業価値を創造することで、競争の激しいＩＴ業界の

中で着実な成長を続けている。 

 

２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

 インフォセンスは「Ｈｉｇｈ－Ｓｅｎｓｅ ～信頼を育む高（好）感度企業～」とい

う経営理念を掲げ、先端ＩＴ技術を駆使するデジタル的感性と、人とのつながりや信頼

を大切にするアナログ的感性を磨き、社会に貢献することを指針としている。 

 

２．２ インフォセンスの特徴 

 山九グループの物流システムを担うとともに、金融、医療、ＥＲＰで独自のチャネル

を持ち事業を拡大するという視野の広さ、技術力の懐の深さがインフォセンスの特徴で

ある。「システム開発担当」ではなく、顧客の問題を解決することに主眼を置いた「ソリ

ューション提供企業」であり続けることを重視し、コンサルティングからシステムの保

守・運用まで、顧客をワンストップでバックアップしている。 

 

 「グループの枠にとらわれずやりたいことをやる」という企業の方針もあり、社風は

自由闊達で、社長から新入社員まで風通しの良いコミュニケーションをとることを重視

している。例えば「ＳＴＥＰ２１」という社内横断的な組織をつくり、トップも交えて

様々な意見交換ができる場を設けるなど、数多くのコミュニケーションを促進する施策

がある。 

 

２．３ 人材戦略 

 多岐に渡る事業を展開するインフォセンスが、最も重要視している取り組みは「人材

育成」である。事業展開と人材育成との関わりについて、久保社長は次のように語って

いる。 

 

 『業界や環境は変化を繰り返している。親会社である山九が総合物流企業である為、

現在は当社もロジスティクス（物流）にフォーカスしているが、将来的にはこれも変わ

ることは十分ありうる。このとき、変われる土壌、つまり変化に耐えうる力を持ってい

ることが最も重要であり、これを備えることで変われる企業になりたい。親会社に依存

する企業にはなりたくない。その為には、サービスレベルの向上と適正なコスト配分を

心がけ、強い企業・良い企業としてのベースを作っていく。結果として、環境の変化に

関わらず発展を継続できる企業にしていきたいと考えている。 

 良い企業というのは、社員が達成感を感じながら仕事ができている企業だと考えてい
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る。そうなる為に、良い意味で楽しみながら仕事ができる環境が必要で、企業として社

員が楽しみを感じられるような場を提供していきたい。もちろん、これは育成について

も同様だ。強引に押し付けるのではなく、社員が楽しみながら成長できるよう本人が気

づく「きっかけ作り」をしていくべきだと考えている』。 

 

 このような方針のもと、インフォセンスでは必要な人材を次のように定義している。 

 

（１）専門性に裏付けされた論理的な思考ができる人財（※） 

（２）顧客が求める価値を提供できる人財 

（３）高度な感性でマーケットトレンドと技術進化に敏感かつ瞬時に対応できる人財 

（４）自律した、協調性豊かな人財 

（５）自己革新に努め、業績に結びつく成果を生み出せる人財 

 

（※インフォセンスでは人材を「人財」と表記するため、ここではその文字のまま掲載） 

 

２．４ 人材育成に対する課題 

 育成を活性化するため、インフォセンスでは増加するプロジェクトを全社横断的に支

えるべく「ＰＭＯ推進部」を設置し、同部で継続的なプロジェクトの監視や、全社標準

化の推進とともに、最大資産である"人財 "の価値を最大限に高める為の活動を行なって

きた。 

 しかしながら、事業ドメインの広さゆえに、適切なローテーション、個々のキャリア

設定を実現するのは困難であり、「目標を実現させるためのノウハウ」を求めていた。そ

こでインフォセンスが注目したのがＩＴスキル標準であった。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ ＩＴスキル標準の導入を検討 

 インフォセンスでは、２００５年よりＩＴスキル標準を活用するための調査検討と、

部分的な試行を実施した。まず、「標準」であるという認識からＩＴスキル標準の枠組み

を重視し、キャリアフレームワークの中から「自社に合う職種・専門分野、レベルはな

いか？」という視点での導入を検討した。 

しかし、国から公開されたＩＴスキル標準に、自社にとっての考え方や尺度を合わせ

ると、国が求める人材を育成する仕組みのようで釈然としなかった。自社の思いを実現

するためにはＩＴスキル標準をそのままの形では使えないと判断した。 

 ２００５年の検討結果を基に、インフォセンスは「ＩＴスキル標準をそのまま使うの

ではなく、ＩＴスキル標準を参考にして、自社独自の人材育成のインフラを作る」こと
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を決め、２００６年に本格的な導入プロジェクトを立ち上げた。 

 ２００５年の反省を踏まえ、導入プロジェクトで設定した「導入に関する要求」は以

下のとおりとした。 

（１）プロジェクトを進める上で、最適な判断を可能とするため外部コンサルタントを

活用 

（２）必要とされるＩＴスキルを掘り下げるため、人材や組織に求められる要件を明確

化（要求モデリングの実施） 

（３）自社の特色、文化を埋め込むため「物流」「フィールドエンジニアリング」に関す

るスキルの検討を実施 

（４）人材育成に絞った導入とし、処遇や調達との連携はスコープ外と定義 

（５）求める人材像は、社員が理解しやすい形で策定 

 

また、「人材育成のインフラ作り」を進める上で、次のポイントを目標として設定し

た。 

 

（１）人材戦略・育成計画の立案 

現状の人材ポートフォリオ、およびビジョン・事業とのギャップを把握し、適切

な人材戦略・育成計画を立案し、ＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ Ｄｏ Ｃｈｅｃｋ Ａｃｔ

ｉｏｎ）サイクルを確実に実行する基盤とする。 

（２）人材育成のインフラの確立 

スキルアップ、キャリアアップに対する具体的要件の明確化により、体系的な人

材育成基盤を実現する。 

（３）現状の可視化と目標設定 

社員自身が中長期的な目標設定と目指すキャリアを設定することにより、現状と

のギャップが明らかにできることで、高いモチベーションを持ちスキルアップに

挑戦する環境を実現する。 

（４）コミュニケーションツールとしての活用 

上司・社員間での闊達なコミュニケーションを促進し、共通の目標達成により組

織と個人の目指すベクトルを一致できている状態を実現する。 

 

３．２ 導入にあたっての方針 

 インフォセンスの久保社長は、ＩＴスキル標準の導入を進める前、次のように語って

いる。  

 『スキル標準を使って「見える化」を進めるのは、声の大きくない社員にもチャンス

を与えたいという思いがあるからだ。プロジェクトの進捗や成果を確認していると、「普
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段そんなに目立つ人ではないのに、こんなに出来るのか」と思える人が当社にはたくさ

んいる。そういう人に光を当てたい。  

 実際のスキルにおいては、当社はいわゆる「上流工程」だけを実施する企業となるこ

とは考えておらず、基本であり最も重要な「ものづくり」の部分を外すつもりはない。

従って、新人にはまず開発プロジェクトという世界の中でものづくりを経験させたい。

その経験が無いと、その先にある「全体統括」「コントロール」といったマネジメントの

領域に到達することが出来ないからだ。  

 今回のスキル標準導入プロジェクトについては、構築段階で１００点満点を目指して

はいない。６０点で構わないから、運用・運営に耐えうる環境をつくりたい。重要なの

は継続的に運用すること、その為に構築後は、導入に関わった社員が伝道師となり、人

材配置、活用方法、育成の重要さを伝えていかなければならない。何よりも「スキル標

準はインフォセンスの将来の為に必要不可欠」であることを、自ら先頭に立って全社に

向けて伝え続けていきたいと考えている』。  

 

 このような明確なトップダウンの効果は非常に大きく、目的や方針が明確になったこ

とで導入プロジェクトは迷いを持たずに導入に集中できたのである。  

 

３．３ 人材育成のインフラ構築のためのロードマップ 

 当初から「導入時点での仕組みは満点でなくとも構わないし、完全を期しても不完全

なものになる可能性が高い。それよりも継続運用を目指し、安定稼動できるインフラ作

りを目指す。」と決めたことで、おのずと導入プロジェクトは運用を見据えた中期的なロ

ードマップ作りから入ることになった。インフォセンスが作成したロードマップは以下

のとおりである。  

 
図３．３ ＩＴスキル標準導入～運用までのロードマップ 出典：インフォセンス  
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３．４ 導入のステップ 

 ２００６年９月に、ＩＴスキル標準の導入プロジェクトを立ち上げた。プロジェクト

メンバーが多くなりすぎると意見の集約が難しいため、プロジェクト事務局（ＰＭＯの

２名）と、現場のキーマン２名、外部コンサルタント２名という６名体制でスタートし

た。また、導入ステップの各フェーズで有効な情報を得られるよう、プロジェクト開始

前に現場の技術者への協力要請を徹底した。  

 なお、導入にかかる工数は約６ヶ月と見積もり、２００７年４月に運用を開始するこ

とを目標とした。  

 

図３．４ ＩＴスキル標準導入～運用までのスケジュール 出典：インフォセンス  

 

３．４．１ 要求モデル  

 すでに計画されていた３ヵ年の経営計画と、久保社長のインタビュー、部門マネージ

ャのインタビューで集約した情報を基に、図３．４．１のようにインフォセンスの要求

モデルをまとめた。  

 
図３．４．１ インフォセンス要求モデル（抜粋） 出典：インフォセンス  
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 当時は、どのように要求モデルをまとめるのが最適なのかを、決めきれない状態であ

ったが「社員が見て納得できるものを作る」ことを意識し、あまり形式にこだわらず「あ

りたい姿」をまとめていった。  

 

３．４．２ Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル作成と目標人材像 

 会社が求めていることや、今回の導入プロジェクトでフォーカスしていること、また

現場が感じている課題などを「要求モデル」に落とし込んだあと、「Ｔｏ  Ｂｅファンク

ションモデル」の作成に入った。物流のシステムを主体に、フィールドサポート系など

現行の業務が多岐に渡るだけでなく、今後強化し展開していく新規事業ドメインも含め

て「インフォセンスが目的を果たすために必要な機能」を明確にしていった。  

 

 さらに、それぞれの機能をどのような人材が受け持つのかを明確にしながら、インフ

ォセンスの目標人材像を固めていった。人材像は事業戦略、経営戦略をＩＴで支える「ス

トラテジスト」から、マーケティング、セールス、コンサルタントまで多種多様で、合

計８職種、１９専門分野となった。人材像を策定するにあたり、スキルを固めるまえに

人材像の要件を明確にする必要があった。要件を定義することでプロジェクトメンバー

が共通認識を持ちながら会話することができたのである。  

 

 
図３．４．２ インフォセンス目標人材像の定義 出典：インフォセンス  
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３．４．３ キャリアフレームワークの作成 

 キャリアフレームワークを策定するにあたり、ＩＴスキル標準のレベル感を参考にし

た。レベル１～２がエントリレベル、レベル３が「主体的にスキルを発揮し事業に貢献

できる」レベル、レベル４以上はリーダーシップの執れる高度ＩＴ人材を対象としてお

り、最上位のレベル７が「業界をリードできるだけのスキルと経験を持ち、社外からも

認知される」レベルと設定した。  

 キャリアフレームワークの策定は社内キャリアパスと密接に繋がるため、職種ごとの

レベル設定については、他職種とのバランスだけでなく、次のキャリアを想定できるよ

うに考えながら進めていった。  

例えば「セールス」はレベル１からスタートし、レベル５まで存在する。「セールス」

の上位職種は「マーケティング」であり、レベル３～レベル７が存在する。「セールス」

のレベル３～５を経験している中で、「マーケティング」の知識やスキルを身に付け、キ

ャリアパスを進めていくという意図を含んだキャリアフレームワークを策定したのであ

る。  

 
図３．４．３ インフォセンス キャリアフレームワーク 出典：インフォセンス  

 

３．４．４ キャリアフレームワークの特徴 

 物流システムの構築で培った技術を、グループ内だけではなく外に向けたビジネスに

も活用していくことが経営的にも大きなポイントである。  

 そのため「コンサルタント」職種内には「ロジスティクスコンサルタント」という専

門分野を設けた。グループ外の物流企業に対してＩＴシステムのコンサルティングを行

うことがこの専門分野の役割である。彼らのスキルはコンサルティングスキルやユーザ
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ー対応力、上流のシステム開発技術、物流の知識などで構成される。このような発想は

「スキル標準は参照モデルとし、あくまで自社オリジナルの人材像とスキルを構築する」

という意図から生まれたものである。スキル標準をそのまま使うことや、単なるレベル

診断ツールとして捉えるだけでは、このような発想はできず、「ロジスティクスをメイン

にしたＩＴコンサルタント」の育成も実現できないことが分かる。自社の戦略を明確に

し、それを基にしてスキル標準を導入することの重要性が、この１つの専門分野からも

読み取れる。  

 

３．４．５ スキル評価の実施から運用フェーズへ 

 インフォセンスは導入ステップで構築した自社オリジナルのキャリアフレームワーク

とスキルセットを、スキル標準ユーザー協会のスキル管理ツール「ＳＳＩ－ＩＴＳＳ」

（ＡＳＰ提供）に搭載した。  

当初の予定どおり６ヶ月で導入ステップを終え、２００７年４月から第一期の運用を

開始した。社内での報告会や説明会を地道に実施した効果から、導入から運用開始まで

はスムーズだったが、それでも定義したスキルの「読み方」やレベル感の把握の仕方に

ついては認識に多少のズレがあった。運用がスタートして初めて明らかになる課題は、

運用の中で改善していくしかないが、「何よりも人材育成のＰＤＣＡを運用できる基礎

を構築できたことが大きい」という認識が定着している。以降、スキルのブラッシュア

ップや現在のスキルポートフォリオの詳細な分析など、より実践的な活動を行い継続運

用に取り組んでいった。  

 

４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

４．１ 改善委員会の発足 

 ２００７年４月、「必要なスキルを定義し、その定義に対して社員のスキル保有度を計

ることができ、狙い通り社員の現状を“見える化”する」ことが実現し、人材育成のイ

ンフラを構築することができた。  

しかし、当初の予定どおり「６０％程度の完成度」であることを認識していたため、

さっそく精度を上げていくステップに入った。  

 具体的には、現場のキーマンや技術に長けた社員を中心に「改善委員会」を発足させ、

キャリアフレームワークの改善やデータ分析手法の確立に着手した。  

 

４．２ レベル設定の見直し 

 第一回目のスキル評価を行ったあと、改善委員会はマネージャへのヒアリングやスキ

ルの状況分析を行った。様々な課題が洗い出されたが、最も大きな課題となったのが「キ

ャリアフレームワークのレベル感」であった。策定した「７段階（７つのレベル）のフ
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レームワーク」では、下位レベルに滞留する社員が増え、努力してもレベルを１つ上げ

るのに多くの時間がかかってしまう。そのため、インフォンセンスではレベルを９段階

に変更し、「頑張れば短期間で階段を上れる」ことを可能とすることで、各社員のモチベ

ーションを保てるようにした。  

Level１ Level4 Level5 Level6 Level7

Level１ Level２．１ Level２．２ Level３．１ Level３．２ Level4 Level5 Level6 Level7

ストラテジスト ストラテジ-

マーケティング マーケティング

セールス セールス

ロジスティクスコンサルタント

ビジネスコンサルタント

EPM

PM

アーキテクト

プロセスデザイナー

デベロップメント

パッケージコーディネーター

オペレーション

アーキテクト

プラットフォームスペシャリスト

データベーススペシャリスト

ネットワークスペシャリスト

セキュリティスペシャリスト

オペレーション

バックサポート エデュケーション

インフラストラクチャ
プロフェッショナル

職種 専門分野

レ 　　　ベ 　　　ル

コンサルタント

プロジェクトマネージャー

アプリケーション
プロフェッショナル

Level２ Level3

 

図４．２ インフォセンス 改訂版キャリアフレームワーク 出典：インフォセンス  

 

 このようにＩＴスキル標準の「７レベル」にとらわれず、柔軟なレベル設定をするこ

とで、「２～３年に１レベルアップするキャリアフレームワーク」になった。「レベル」

は目標設定と直結するので、「３年を１クール」と考えるインフォセンスの方針と合致し

たレベル設定となった。  

 同時に「スキルの重要度」についても検討し改善した。具体的には職種・専門分野を

代表する社員から、エントリレベルに求められるスキルと、ハイレベルに求められるス

キルをヒアリングし、レベル判定条件に反映させたのである（レベル判定条件とは「○

○のスキルを持っていれば、レベル○とする」というレベルを判定する条件のこと）。こ

れらの改善により、キャリアフレームワークでのスキル分布の精度が上がり、人材育成

の基盤としての完成度を向上させることができた。  

 

４．３ スキルの分析と、育成目標の明確化 

 改善委員会が行ったマネージャへのヒアリングでは、「自部門のスキル保有状況が明

確になったことは大きな進歩だ。しかし、見えるようになったスキルのデータを使って、

具体的に何をどのように進めればいいのかが見えてこない」という意見が多く出た。  

 確かに、スキル分布やあるべき姿とのギャップが可視化できただけでは、「今年やるべ

きことは何なのか？中期的に取り組むものは何なのか？」を設定するのが難しい。その
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ため「専門分野ごとに優先して取り組むべきコアスキル」を決めるという取り組みを行

った。そうすることで、企業力の底上げが図りやすくなった。また、個人のスキルアッ

プ目標も「コアスキルに加えて個別の目標スキルを決める」というルールが設定でき、

マネージャとしても目標設定、管理がしやすくなった。  

 このような改善の取り組みを２００８年１月までに終え、２００８年４月からの第二

期の運用に備えた。  

 

４．４ 職種、専門分野の見直し 

 ２００９年には、事業環境の変化に合わせて職種・専門分野の見直しを行った。ソリ

ューション提案力を高めるという経営課題に対応し、上流を担う人材像の再定義を行っ

た。  

事業環境の変化に伴い、目標人材像も変化するのは当然のことであるが、このときに

注意すべきことは、事業環境の変化を基にして要求モデルやＴｏ  Ｂｅファンクションモ

デルの見直しから着手し、「いきなり職種・専門分野を変更しようとしない」ことである。

インフォセンスは、次のステップで人材像の見直しを行った。  

 

（１）要求の見直し  

事業環境の変化に伴い、人材に対してどのような要求があるのかを経営トップに

確認し要求事項をまとめる  

（２）ファンクションの見直し  

Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデルを見直す。事業環境の変化に伴い、どのファン

クションがどう変わったのかを検証する。  

（３）スキルセットの見直し  

変更を加えたファンクションに対し、どのようなスキルが必要かを紐付ける。  

（４）職種・専門分野の見直し  

ファンクションとスキルを、どの人材が担うのかを検討しながら、新しい職種・

専門分野を設定する  

 

つまり、導入ステップと同じ工程を繰り返したのである。事業目標が変わると、行う

べき業務（ファンクション）にも変化を及ぼす可能性が高い。あくまで職種・専門分野

は仕事に紐付いているという考えのもと、筋の通った「職種・専門分野の見直し」を行

うことができた。  

完成した新しいフレームワークは図４．４のとおりである。赤枠で囲んだ部分が、今

回見直した職種と専門分野である。  
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図４．４ インフォセンス 最新（2009 年度版）キャリアフレームワーク  

出典：インフォセンス  

 

５．ＩＴスキル標準に取組まれている方々へのメッセージ 

スキル管理、人材育成の統轄部門である管理本部の荒木氏に、これからＩＴスキル標

準を導入しようとする方、過去の取り組みを見直したいと考えている方へのメッセージ

をいただいた。 

「ＩＴスキル標準を有効に活用するためには、次の４つのポイントが重要だと考えま

す」。  

（１）企業の考えを組み込む  

ＩＴスキル標準は、そのままでは育成に使いにくい。  

自社の戦略、ビジョンを実現するために、何が必要かを人材像、スキルセットな

どに織り込まなければ意味がない。  

（２）経営トップの強い意志と現場の理解・協力が必要  

トップが強い意志で自らメッセージを発信し、全社協力体制を確立して推進する

ことが望ましい。  

（３）現場のキーマンの参加  

人材育成に対する意識が高く、かつ高スキルの現場のメンバーを参画させ、導入

時だけでなく導入後は伝道師として、構築した仕組みの有効性を伝播させる。ま
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た、この社員を核としたコミュニティ活動に発展させ、継続して仕組みを改善で

きる環境を整備する。  

（４）導入ステップの明確化と短期間での立ち上げ  

現場の社員が「使えて」「役に立つ」ことが重要であり、迅速に「効果が見える

環境」を提供し、使うことによるメリットを感じてもらうことで、当事者意識を

醸成させることが重要である。  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社エイチ・アイ・ディ 

導入推進者：業務改革推進部長 兼経営企画室長 風間孝啓氏 

 

 

 

１．会社概要 

■社名     株式会社エイチ・アイ・ディ  

■所在地    本社：札幌市中央区北１条西８丁目２番地１ＳＴＶ北１条ビル１号館  

■設立     昭和４８年（１９７３年）６月１３日  

■代表者    代表取締役社長 渡辺 憲治  

■資本金    １億円  

■社員数    ２４０名（２０１０年２月１日現在 男：１８５名 女：５５名）  

■グループ会社 札幌テレビ放送株式会社  

  

 株式会社エイチ・アイ・ディ（以下、ＨＩＤ）は、札幌テレビ放送株式会社グループ

に所属する情報サービス会社として、社会や顧客の要求に一歩先んじて製品やサービス

を提供していけるように、自らを積極的に変革する企業風土の醸成に取り組んでいる。

また、お客様のニーズや経営課題を解決するため、地方自治体、医療機関、民間企業を

対象にシステム設計・開発、導入・運用支援などライフサイクル全体をサポートする他、

組込み系ソフトウェアや携帯電話向けコンテンツ開発、ホームページやＣＧ制作等のマ

ルチメディアコンテンツ開発、さらには放送業務支援まで、幅広いサービスを提供して

いる。  



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 25 -

２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

『一歩先行くＨＩＤ』実現のため、新規事業領域の検討を進め、あわせて新製品及び

新サービスの開発に取り組む。また、収益拡大のため、道央圏及び首都圏市場の開拓を

進めることを方針とする。重点項目としては、次の通りである。  

 

（１）市場競争力の強化  

・「お客さま満足度」重視の商品、サービスの提供  

・  市場のニーズに適応した高スキル人材集団の実現  

 

（２）収益構造の改革  

 ・既存事業の販売体制、開発体制の見直し  

・新しいビジネスモデルの策定  

 

２．２ 人材育成の方針 

 ＨＩＤでは人材育成の方針として、「お客様のニーズを把握し、高い技術力と品質管理

を発揮させ、優れた２１世紀のＨＩＤを築く」を掲げ、以下の実現を目指している。  

 

・全社員のスキル向上の実現  

・能力・実力重視の処遇  

・自己目標管理の確立  

・公平かつ公正なスキル評価の実現  

 

２．３ 人材育成についての課題 

確固たる成長戦略を描き、他社との差別化を行うためにも、顧客ニーズの一歩先を考

えられるエンジニアを育成することが大きな課題であった。  

 また、既存の「人材育成スキル制度」は、策定してから１０年が経過しており、あら

ゆる面で見直しが必要であった。教育・研修体系の見直しだけではなく、ビジネスを支

える人材像を明確にし、育成の基盤を構築することが必要であった。  

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい 

人材像や、その人材が担うべき役割を明確にしたいと考えていたＨＩＤは、ＩＴスキ

ル標準を自社のあるべき姿を「見える化」するために活用できるのではないかと考え、

導入を検討していた。  
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３．２ 導入のきっかけと導入プロジェクトの開始 

２００８年度、株式会社北海道ソフトウェア技術開発機構で「ＩＴスキル標準の導入

プロセス実証実験」が開催されることを知った。実証実験によって得られるノウハウや

成果物は、自社が求めているものに近く、コンサルタントの支援も得られることから、

２００８年８月から実証実験に参加し、導入の推進を開始した。  

 

３．３ 導入手順の概要 

導入の流れについては、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記載されて

いる「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」に従っている。要求分析、活動領域分析、機能

分析、スキルセットの構築、人材モデルの策定という工程を実施した。  

また、工程の中でキーとなるスキルセットの構築作業は、現場の協力も得て、現場の

意見も反映する形とした。  

 

３．４ 要求分析 

 まず、自社の経営戦略を明確にするために要求分析を行った。ＨＩＤでは、中期経営

計画を策定しており、中期経営計画で策定した経営方針からキーワードを抽出し、ロジ

ックツリーを使って「目的－手段」に階層化し「要求モデル」としてまとめた。  

 重要項目として「市場競争力の強化」と「収益構造の改革」を設定し、その二つの視

点を基軸として要求モデルを展開し、具体的な施策へ落とし込んだ。（図３．４．１）  

 
図３．４．１ 要求モデル（一部抜粋）     出典：ＨＩＤ  
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３．５活動領域分析 

次に、自社のビジネス活動範囲を経営戦略からシステム運用保守まで広く洗い出した。

そして、それぞれの活動領域をどの人材が担当すべきなのかを「活動領域分析シート」

（図３．５．１）を使って検証した。  

システム開発に携わるＩＴエンジニアだけではなく、経営戦略の策定や評価に携わる

人材についてもモデル化した。「ストラテジックオフィサー」や「ラインマネージャ」が

それに当たる。  

 

 
図３．５．１ 活動領域分析シート             出典：ＨＩＤ  
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３．６ 機能分析 

次に、自社の機能をどの組織がカバーしているのかを「組織機能検証シート（図３．

６．１）」を使って検証した。実証実験で提供された「機能テンプレート」を縦軸に置き、

「組織」を横軸に置いて紐付きを検証する仕組みである。  

 

 
図３．６．１ 組織機能検証シート（一部抜粋）    出典：ＨＩＤ  

 

ここでは「要求モデルを実現するために必要な機能」が網羅されているかを強く意識

した。必要な機能が不足していると判断した場合は独自に追加した。機能と組織との紐

付きを明確にしたあと、機能をツリー状に詳細化し「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（図

３．６．２）」としてまとめた。  
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図３．６．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋）  出典：ＨＩＤ  

 この「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」は、単なる中間成果物ではなく、組織の役割

分担を検証する際にも活用できる。ＨＩＤでは社員がすべきコア機能と、協力会社にア

ウトソースするサブ機能を「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」を活用して明確にできる

と考えている。  

 

３．７ スキルセット構築 

次に、「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」に、スキルを紐付けていった。実証実験で

は完成度の高いスキルのテンプレートが提供されるため、営業及び開発工程に関わるス

キルは、ほぼそのまま活用することができた。自社の文化に馴染まない用語を使ってい

るスキルについては修正を加え、自社で独自に設定したいスキルは追加した。  

（図３．７．１）  

 
図表文字色の違いについて  

（黒字＝ファンクション、青字＝スキルのテンプレート、紫字＝自社用に修正したスキル）  

図３．７．１ スキルセット（一部抜粋）     出典：ＨＩＤ  
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３．８ キャリアフレームワーク 

次に、設定した９種類の人材モデルと、レベル基準を軸にした「キャリアフレームワ

ーク（図３．８．１）」を策定した。  

レベル基準は、社内で最も人材が集中するであろうＩＴスキル標準のレベル３を２つ

に分け、全６段階のレベルを設定した。そのレベル基準と社内の｢人材育成スキル制度」

が持つ基準を対応させた。  

 

 

図３．８．１ キャリアフレームワーク     出典：ＨＩＤ  

 

 ＨＩＤでは、システムの開発を行なう「ソフトウェアデベロッパー」もしくは、運用

サービスを行なう「システムアドミニストレータ」からキャリアをスタートするのが一

般的である。また今後は、新人から営業に配属されることもあるため、「ソリューション

セールス」を加えた３つの人材モデルを「スタート人材モデル」として設定した。  

 キャリアのゴールとなる人材モデルは５つ（ストラテジックオフィサー・ソリューシ

ョンセールス・システムコンサルタント・プロジェクトマネージャ・ＩＴアーキテクト）

設定し、あらゆる領域のプロフェショナルを目指すことができるキャリアフレームワー

クとなった。  

 将来的にこのキャリアフレームワークはＩＴエンジニア（システム開発）を中心とし

た現在の形から、Ｗｅｂデザイナー、ラインマネージャ、事務職（スタッフ系）の人材

モデルを追加して、全社員のキャリアパスを可視化し、会社の核になる社員を育成する

ための人員配置、ローテーション計画にも活用できるものにしたいと考えている。  

 

 

IT スキル標準に対応  

自社の制度に対応  

スキルアップを目指すスタート人材モデル  

目標とする人材モデル  
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３．９ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

 次に、人材モデルが担当する機能を明確にするために、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデ

ルを縦軸に、人材モデルを横軸に置き、マトリックス表を作成した。  

マトリックスのマスには、各人材モデルが主として責任を持つ担当領域（コア：１）

と、従たる担当領域（サブ：０）を設定した（図３．９．１）。  

 このマトリックスを作成することによって、人材モデルと機能が紐付く。それぞれの

機能にはスキルが紐付いているため、この時点で人材モデル毎に必要なスキルが明確に

なったのである。  

 

 

図３．９．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋）  

出典：ＨＩＤ  

 

４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の、経営や現場からの評価 

 社内では、当取り組みに対する経営層や現場社員からの強い期待感がうかがえる。経

営層は人材育成の活性化と、ビジネスの発展に寄与する施策として、この仕組みの継続

的運用に期待している。また、「現状のスキル評価制度とＩＴスキル標準との整合性を確

保し、より効果が高まる仕組みにせよ」という経営層の指示を受けて現在、検討を実施

している。  

一方、若手社員からは、ステップアップの実感がさらに持てるようになりたいという

希望から、現在のレベル基準をさらに細かく（現在の２１段階のレベルをさらに細分化）

して欲しい、などの具体的な要望があがってきている。  



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 32 -

４．２ 運用プラン 

 人材育成のＰＤＣＡを回すために、プロジェクトマネジメント実績なども含めた総合

的なスキル管理を実施することが重要だと考えている。単なるスキル管理ではなく、個

人の成長や組織の成長、またプロジェクト毎の成果などを分析し、プロジェクト計画や、

評価（実績）にも活かしていくための準備を進めている。  

 

４．３ 今後取り組むべき課題 

 人が財産であり、他社との差別化、高付加価値の確立、および顧客満足度の向上のた

めにも人材の育成は必須であると考えており、そのために次の活動計画を推進していく。 

 

（１）事業ドメインごとの戦略立案と、戦略の実現に必要となる人材ポートフォリオの

策定（いつまでに、どの様な人材を、何人育成するのか）  

（２）育成目標に対する組織的な教育計画の立案  

（３）ＩＴスキルだけでなく、ヒューマンスキルも加えた育成計画の立案  

 

また、将来的には育成の仕組みを人事制度と連携させ、能力に応じた適切な評価・人

材登用にも繋げようと考えている。能力や実績が公正に評価され、若手社員もベテラン

社員も、誇りを持って働ける企業であり続けることを目指している。  

 

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた風間氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。  

  

 「まだまだ多くの企業／担当者がＩＴスキル標準の考え方を誤解して、導入に踏み切

れていないのではないかと思う。１１職種３５専門分野の７レベルまで使う必要は無く、

「参照モデル」として使って、自社のビジネスモデルに必要な人材は自ら作るべきだ。  

 ＩＴスキル標準は、あくまでも経営の道具であるため、経営と切り離して考えてはい

けない。「経営上どのような課題があるか、自分の会社をどのようにしていくのか」とい

ったところから出発することが大切である。今回の取り組みでは「どんなスキルが必要

か」ではなく、我々は何をしたいのかという視点からスタートしたことで経営戦略を反

映した人材モデルやスキルセットを構築することができた。  

ＩＴスキル標準を導入、活用するためのステップは以前に比べて明確になってきてい

るが、ポイントとなるステップで正しい判断をすることが重要である。自分たちだけで

考えようとせず、ＩＰＡ発行の「ＩＴスキル標準 活用の手引き」を参照し、見識を持

った経験豊富なコンサルタントからアドバイスを受けることをお勧めしたい。」  
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ＩＴスキル標準導入事例：ＮＥＣソフト株式会社 

導入推進者：ＩＴトレーニングセンター センター長 福嶋義弘氏 

                             

 

 

 

１．会社概要 

■社名  ＮＥＣソフト株式会社（ＮＥＣ Ｓｏｆｔ， Ｌｔｄ．） 

■設立  １９７５年９月９日 

■代表者 代表取締役 執行役員社長  古道 義成 

■社員数 連結：６，３５５名 

単体：４，９３３名（２００９年３月末現在） 

■資本金 ８６億６８百万円   

■売上高 連結：１４０，９４６百万円 

単体：１３６，０４５百万円（２００９年３月期） 

■所在地 本社：東京都江東区新木場１－１８－７ 

■子会社 ＮＥＣソフト沖縄、ＶＡＬＷＡＹ１２１ネット、 

ＮＥＣ軟件（済南）有限公司 

■事業内容 

・情報システムの企画・開発（システムインテグレーション） 

・システムサービス 

・ソフトウェア開発 

・ソフトウェアパッケージ／情報処理機器販売 

 

ＩＴトレーニングセンターについて 

市場で評価される高度技術を持った技術者育成を目的に２００５年４月１日に新設さ

れた部門。ＩＴスキル標準の１１職種を中心に、設定した達成度指標やスキル熟達度に

基づく人材育成の体系や制度を整備し、適用範囲を拡大しながら運用を行っている。ま

た、社内だけではなく、社外の技術者を対象にした教育サービスも提供している。 
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２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

ＮＥＣソフト株式会社(以下、ＮＥＣソフト)は、ＮＥＣグループにおけるＩＴサービ

ス事業の中核を担う企業として、経営に貢献するＩＴ戦略の策定支援から、情報システ

ムの開発、導入、運用、さらにはアウトソーシングに至る、広範囲の領域でビジネスを

展開している。 

同社が目指すのは、幅広いお客様に対する最適なソリューションを提供し、「さすがＮ

ＥＣソフト」と認められるＩＴサービス事業のリーディングカンパニーである。最適な

ソリューション提供に向けては、品質第一という方針を掲げ、ソフトウェア生産方式の

改善・改革を継続的に推進しているほか、高度先進技術の研究開発などにも積極的に取

り組んでいる。 

 

２．２ 人材戦略 

２．２．１ 矢車型人事制度 

 ＮＥＣソフトでは、「元気な社員が高度技術者集団を作る！」という人材育成の方針

に基づき、１９９９年に「矢車型人事制度」を導入した。矢車とは、幅広い事業領域と顧

客に対応したソリューション提供で必要な専門的スキルを８つの職務要件として整理し

たベクトルを指す。同制度は、このベクトル単位での評価と育成、処遇の仕組みを関連付

けた、特徴的な人事制度である。（図２．２．１．１） 

 

 具体的には、経営管理型やＳＥ型、ＩＴコンサル型といったベクトル単位での評価と、

「２ＷＡＹ自己申告（２ＷＡＹ制度）」の評価に基づき、個人と組織の目標を明確化し、

キャリア体系や処遇の適正化を図る。“２ＷＡＹ”とは、次の２つの評価で構成したもの

である。 

 

・昇給昇格を対象とした人事考課のための評価 

・業績を対象とした目標管理による評価 
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営業型

業種・業務
ｺﾝｻﾙ型

経営管理型

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
ﾏﾈｰｼﾞｬ型

ｿﾌﾄ開発ｴﾝｼﾞﾆｱ型
（ﾍﾞｰｼｯｸｿﾌﾄ・ＡＰ）

ＩＴｺﾝｻﾙ型

ＳＥ型
（分野別・

ﾃｰﾏ別）

技術研究型

職務要件書職務要件書

評価評価
・２ＷＡＹ自己申告・２ＷＡＹ自己申告
・評価結果公開・評価結果公開

育成育成
・新キャリア体系・新キャリア体系

（パス、教育、ＯＪＤ）（パス、教育、ＯＪＤ）

処遇処遇
成果主義型の成果主義型の

・昇降格（抜擢と厳選）・昇降格（抜擢と厳選）
・報酬（成果反映部分・報酬（成果反映部分

拡大、裁量労働）拡大、裁量労働）

2.1 人事制度への活用事例

 

ＯＪＤ：Ｏｎ ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 

図２．２．１．１ 矢車型人事制度      出典：ＮＥＣソフト 

  

２．２．２ 人材育成上の課題 

矢車型人事制度は、専門性と成果を重視した「公正な処遇体系の確立」と「キャリア

プランの実践」に有効な仕組みであった。だが、一方では運用を通じて、制度を徹底し、

育成風土を醸成するための課題も顕在化した。ＮＥＣソフトが目指す、将来を担える高

付加価値人材の育成に向けた中長期的な視点、市場価値を意識した客観性が希薄だった

のである。 

たとえば、年齢などでキャリアパスを限定することなく専門能力を高め、従業員がさ

らに活躍できる場を広げることは困難な状況にあった。また、経営トップから求められ

る「ＲＯＩ（Ｒｅｔｕｒｎ Ｏｆ Ｉｎｖｅｓｔｍｅｎｔ）」の提示や従業員に対するオ

ピニオン・サーベイでは、業界標準（市場価値）に基づく具体的な指標が求められた。

ＮＥＣソフトでは、グローバルでの競争力向上に向け、これらの課題を解決できる、よ

り体系的・効果的な人材育成の推進が不可欠だと判断した。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 有効性に対する懸念材料 

 ＮＥＣソフトでは、人材育成上の課題を解決する手段として、２００２年１２月に経

済産業省から公開されたＩＴスキル標準に着目したが、自社に適用する有効性を議論す

る過程では、次のような懸念材料も明らかになった。 

・ＩＴスキル標準に定義されていないコンピテンシーを自社で補うことができるか 
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・ＩＴスキル標準が定義する職種と自社に必要な人材の役割を合致させることができる 

 か 

・広範囲の事業領域に伴う複雑さやサイズの違いに対応した、明確な達成度指標を設定

できるか 

ＮＥＣソフトでは、これら懸念材料も、深く論理的に議論することで打開策が見出せ

ると判断し、２００３年にＩＴスキル標準の導入を決定した。同社のＩＴスキル標準導

入は、人材育成上の課題解決と同時に、これらの懸念を払拭する取り組みでもあった。 

 

３．２ 導入の目的と狙い 

ＩＴスキル標準導入の目的は人事制度の改定・強化とし、次の方針を明確化した。 

・業界標準（市場価値）を意識した評価・処遇・キャリアアップ施策へ移行  

・組織全体の競争力向上という観点から各階層の役割を整理 

・評価・格付審査の運用面を中心に従来の人事施策を強化 

ＮＥＣソフトはこの方針に基づき、従来の評価・処遇・育成施策の刷新を目指したの

である。（図３．２．１） 

目標目標目標

処遇処遇処遇 育成育成育成

採用採用採用

配置配置配置
ＩＴスキル標準に

基づく職務要件書
○職務価値・成果

責任の規定

ＩＴＩＴスキル標準スキル標準にに
基づく職務要件書基づく職務要件書

○職務価値・成果○職務価値・成果
責任の規定責任の規定

○昇降格・報酬等○昇降格・報酬等○昇降格・報酬等

○人事考課など○人事考課など○人事考課など 評価評価評価

○教育体系○教育体系○教育体系

○ｷｬﾘｱﾊﾟｽ○ｷｬﾘｱﾊﾟｽ○ｷｬﾘｱﾊﾟｽ

○２ＷＡＹ制度○２ＷＡＹ制度○２ＷＡＹ制度

 

           図３．２．１ 人事制度との連携         出典：ＮＥＣソフト 

 

３．３ 推進体制とスケジュール 

ＩＴスキル標準の導入プロジェクトは、人事部主体のメンバーで構成し、次のスケジ

ュールで活動を推進した。 

・２００３年度：新制度の導入検討・決定 

・２００４年度：新制度への移行（諸環境の整備推進と改善） 
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・２００５年度：新制度の本格展開 

 

３．４ 導入方針 

 ＩＴスキル標準導入に関する基本方針は次の４点とした。 

・適正な評価・処遇施策およびキャリアアップの推進に向けた運用面の強化 

・部門の運用指針の明示ときめ細かな職種管理 

・自己認識とマネジメントの強化（２ＷＡＹプロセスの最大限の活用と評価責任の集

約、評価者研修の実施） 

・組織運営・事業運営の中核人材、高度専門家への格付・転換時の審査徹底 

 

３．５ ＩＴスキル標準導入の流れ 

 ＩＴスキル標準は、次の流れで導入を進めた。 

（１）経営戦略とのマッチング 

   ・トップの経営戦略の明確化 

・導入目的の明確化 

・人材ポートフォリオの検討 

（２）人材戦略の立案 

・人事制度の基本企画 

・インフラ計画 

・組合／ラインの調整 

・予算見直し 

（３）人事制度の立案 

・制度の具現化 

・規定の改定 

・導入準備 

・環境整備 

・育成制度の整備 

（４）導入 

・導入スケジュールの計画 

・導入説明の実施 

・評価者の育成 

・制度導入 

・マネジメント体制の確立 

（５）評価改善／継続 

・人材ポートフォリオの評価 
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・制度見直し 

・制度の評価 

・社員のサーベイ 

・アセスメント 

 

３．６ 要求モデルの策定 

 要求モデルは、経営トップと従業員の要望に基づき、あるべき姿（Ｔｏ－Ｂｅ）に向

けた現状（Ａｓ－Ｉｓ）とのギャップや課題を洗い出し、策定した（図３．６．１）。 

経営トップが求めたのは、グローバルに通用する技術的なスキルを身に付けた人材の

育成と確保である。一方で、従業員に対するオピニオン・サーベイでは、「やりがいのあ

る仕事」に対する欲求が強いことが明らかになった。ＮＥＣソフトが策定した要求モデ

ルは、この両方の要望に応え、「どのように考えて、推進することが適切か」というある

べき姿に対する共通認識を醸成する指標である。 

 

ＣＳ/ＥＳトップクラスの企業を目指す

地域社会に貢献
企業理念の充実

会社制度の充実
ＳＤ/ＯＪＴ・ＯｆｆＪＴの充実

人材育成制度
ＩＴスキル標準による

人事制度

人事制度/昇格要件

モチベーション向上

品質/生産性の向上

技術力の向上
福利厚生の充実

やりがいある仕事
経営方針

生産革新活動

ＮＥＣグループビジョン・バリュー

ＮＥＣグループ企業理念

ＮＥＣグループ
ビジョン２０１７

ＮＥＣグループ
バリュー

人と地域にやさしい情報社会をイノベーションで実現する
グローバルリーディングカンパニー

イノベーションへの情熱

自助 共創 ベタープロダクツ・ベターサービス

 

ＳＤ：Ｓｅｌｆ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ 

ＥＳ：Ｅｍｐｌｏｙｅｅ Ｓａｔｉｓｆａｃｔｉｏｎ 

               図３．６．１ 要求モデル         出典：ＮＥＣソフト 

 

３．７ 機能・役割の定義 

 機能・役割の定義では、まず、組織運営のための管理機能と、ビジネス遂行で必要に

なる技術的な専門職機能に大別し、処遇との関連づけを明確化した（図３．７．１）。机

上のあるべき論だけでは、制度を技術の現場に浸透させることはできない。常に変化す
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るビジネス環境で勝ち残っていくためには、求める要件と処遇の合致度を高め、現場が

受け入れやすい具体的な機能・役割を示すことが重要になるためである。 

部長

事業部長

担当

（専門職へ統合）ＰＭ、ｴｷｽﾊﾟｰﾄ等

リーダー

組織長
（正部門長）

・組織方針、戦略の立案・推進
・人材育成、マネジメント

ポストの大きさと重さ
↓

ポストにリンクし決定

主な
役割

処遇
（格付）

専門職

・自ら事業・プロジェクトを推進
・（現マネージャ以上

部下ありの場合人材育成、
マネジメント）

専門性と業績
↓

ＩＴスキル標準のレベルにリンクし決定

ＩＴスキル標準を
中心とした各職種に

全員を位置づけ

2.1 人事制度への活用事例

 

図３．７．１ 役割の整理と処遇へのリンク      出典：ＮＥＣソフト 

 

機能・役割は、これにＩＴスキル標準の考え方を適用し、定義した。（図３．７．２） 

人事制度上の資格とＩＴスキル標準のレベルを合わせることで、さらに現実感が増す

ことが可能になった。ＮＥＣソフトでは、ＩＴスキル標準の適用範囲外となるスタッフ

や研究職に対しても、同様の考えで人事施策を展開している。 
マ

ー
ケ

テ
ィ

ン
グ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

販
売

チ
ャ

ネ
ル

戦
略

マ
ー

ケ
ッ

ト
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

訪
問

型
コ

ン
サ

ル
テ

ィ
ン

グ
セ

ー
ル

ス

訪
問

型
製

品
セ

ー
ル

ス

メ
デ

ィ
ア

利
用

型
セ

ー
ル

ス

Ｂ
Ｔ IT

パ
ッ

ケ
ー

ジ
適

用

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

デ
ー

タ
サ

ー
ビ

ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

シ
ス

テ
ム

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

開
発

／
ア

プ
リ

ケ
ー

シ
ョ

ン
開

発
／

Ｓ
Ｉ

ア
ウ

ト
ソ

ー
シ

ン
グ

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

サ
ー

ビ
ス

ｅ
ビ

ジ
ネ

ス
ソ

リ
ュ

ー
シ

ョ
ン

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

開
発

プ
ラ

ッ
ト

フ
ォ

ー
ム

シ
ス

テ
ム

管
理

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

分
散

コ
ン

ピ
ュ

ー
テ

ィ
ン

グ

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

業
務

シ
ス

テ
ム

業
務

パ
ッ

ケ
ー

ジ

基
本

ソ
フ

ト

ミ
ド

ル
ソ

フ
ト

応
用

ソ
フ

ト

ハ
ー

ド
ウ

ェ
ア

ソ
フ

ト
ウ

ェ
ア

フ
ァ

シ
リ

テ
ィ

マ
ネ

ジ
メ

ン
ト

シ
ス

テ
ム

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

オ
ペ

レ
ー

シ
ョ

ン

カ
ス

タ
マ

サ
ポ

ー
ト

研
修

企
画

イ
ン

ス
ト

ラ
ク

シ
ョ

ン

レベル７ Ｊクラス

レベル６ Ｂクラス

レベル５ Ｍクラス

レベル４ 主任クラス

レベル３ ３級職

レベル２ ２級職

レベル１ １級職以下

職種

専門分野

カスタマ

サービス

マーケティ

ング
ＩＴアーキテクト

オペレー

ション

エデュ

ケー

ション

プロジェクトマネジ

メント
ＩＴスペシャリスト

ＡＰス

ペシャ

リスト

ソフトウェ

アデベロッ

プメント

セールス
コンサルタ

ント

旧
人
事
資
格

I
T
ス
キ
ル
標
準

2.1 人事制度への活用事例

       図３．７．２ ＩＴスキル標準との連携       出典：ＮＥＣソフト 
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 ＮＥＣソフトでは、さらに達成度指標で示されるプロジェクトの金額や規模感に関し

ても、現場を重視した方針を明確化した（図３．７．３）。ＩＴスキル標準では、ヒュー

マン系スキルや組織内の役割、業務・業界のノウハウなどについての定義がないため、

これらにも踏み込んで定義し適用していく必要があると考えた。その考え無しにあるべ

き姿だけを目指していくと、現場と乖離した内容となり、定着するどころかエンジニア

の反発を招くことになりかねない。現状を反映しながら、経営戦略を基に将来あるべき

姿を構築していくという姿勢を徹底したのである。 

項目 内容
責任性 ＰＪ内の役割
複雑性 難易度
サイズ 規模と金額（一部のみ）
タスク特性 その他固有の特性
職種共通スキル
専門分野固有スキル

レベル毎の熟達度と
職務共通の知識

スキル熟達度

達成度指標

職種

必要な
スキル

経験・実績
主体

ＩＴスキル標準を検証し一部カストマイズ

専門分野
専門分野

専門分野

項目 対応方針
ヒューマンスキル
組織内の役割

業種・業務ﾉｳﾊｳ
導入時は自社定義の内容を基に追加、

将来強化を検討

要検証部分サイズ（規模と金額） 当社環境・期待度に応じ改訂

深く言及さ
れていない

部分

現職務要件を基に追加

 

図３．７．３ 個々の要件の構成       出典：ＮＥＣソフト 

 

３．８ 人材像の定義 

人材像は、｢新しいモノ｣、｢新しい仕組み｣、｢新しい価値｣を作り、自分だけではなく｢チ

ームとして｣挑戦する人材が求められるという考え方に基づき、定義した。 

 

３．８．１ 人材像に必要とされるスキル 

 求められる人材像に必要とされるスキルは、職務エリアに応じて必要となるスキル、

ベースとなる必須スキルに大別した。 

 

（１）職務エリアに応じて必要となるスキル 

・セールスエンジニア系：業種や業務に応じたマーケティング、コンサルティング

のスキル 

・システムエンジニア系：金融・流通・官公庁といった業種固有のスキル 
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・テクニカルエンジニア系：データベース・ネットワーク・セキュリティなどの技

術スキル 

 

（２）ベースとなる必須スキル 

・コミュニケーションスキル 

・ドキュメント作成スキル 

・ヒアリングスキル 

・プレゼンテーションスキル 

・情報収集スキル 

・ 想像力や目標志向、論理思考 

・情報技術やソフトウェア開発技術 

 

３．８．２ 職務要件の定義 

 職務要件は、矢車型人事制度およびＩＴスキル標準を適用した達成度指標定義・スキ

ル熟達度定義で構成される人材像ごとに定義した。図３．８．２．１に担当及びリーダ

ー、図３．８．２．２にレベル５以上の職務要件を示す。 

 いずれもＩＴスキル標準を参照し、定義しているが、自社の実態に合わせた内容に変

更している。また 専門性発揮の前提条件は、独自の考えで追加しているが、これは既

存の人事制度で定義されていたコンピテンシーを反映したものである。 

ＩＴスキル標準
連携

スキル

変更・追加

･追加
･現要件
から移行

項目

責任性（ＰＪ内の役割）

複雑性（難易度）

サイズ（規模と金額）

タスク特性（その他固有の特性）

職種共通スキル

専門分野固有スキル

公的資格・語学力

顧客指向

収益指向

自律

挑戦

責任感・率先

協働

自分担外の支援

企業倫理

達成度指標

 スキル熟達度

行動基準

専門性発揮の
前提条件

追加

専門分野の
経験・実績

ＣＳ、原価意識、チャレンジ
企業倫理、責任感などの
コンピテンシーを設定

ＣＳ、原価意識、チャレンジ
企業倫理、責任感などの
コンピテンシーを設定

 

ＣＳ：Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｓａｔｉｓｆａｃｔｉｏｎ 

図３．８．２．１ 担当、リーダーの職務要件       出典：ＮＥＣソフト 
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ＩＴスキル標準
連携

スキル

変更・追加

･追加
･現要件
から移行

項目

責任性（ＰＪ内の役割）

複雑性（難易度）

サイズ（規模と金額）

タスク特性（その他固有の特性）

職種共通スキル

専門分野固有スキル

公的資格・語学力

予算達成

専門分野の中長期的な事業展開への取り組み

ＰＪ・グループ内の方針決定

ＰＪ・グループ内の戦略立案

ＰＪ・グループ内の方針浸透・目標管理

ＰＪ・グループ内の人材育成・人事評価

企業倫理

その他重要な要件

専門分野遂行上の
達成度指標

専門分野遂行の
スキル熟達度

基本的な
役割遂行

専門分野の
経験・実績

グループマネージメント、人材育成
企業倫理などの

コンピテンシーを設定

グループマネージメント、人材育成
企業倫理などの

コンピテンシーを設定

 

図３．８．２．２ レベル５以上の職務要件       出典：ＮＥＣソフト 

 

３．８．３ 活用対象 

 ＩＴスキル標準は、昇給昇格につながる人事考課と教育体系に活用するという方針を

明確化した（図３．８．３．１）。ＮＥＣソフトの人事評価では、業績を対象とした目標

管理と、昇格昇給を対象とした人事考課という２ＷＡＹ制度が導入されているが、ＩＴ

スキル標準は後者の人事考課を中心に活用する。また、ＩＴスキル標準の活用で強化す

べきスキルを明確にし、教育体系にも反映させる。評価と処遇、教育を連携させること

で、従業員の自己認識向上とマネジメントの強化を目指したということである。 

ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ・ﾀﾞｳﾝ
（格付）

個人別業績賞与

新教育体系新職務要件

業績目標管理
自己申告
人事考課

強化ポイントを
明確化

職種設定

ＩＴスキル標準を組み込み、対外意識を向上

自己の業績目標を
職場内に開示

人事考課の公開
（現状はﾒｯｾｰｼﾞ）

昇格立候補制度
の導入 自己認識の推進と

マネジメントの強化

ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟの前提条件
「人事考課」かつ「資格保
有等の要件」をクリア

月収

 

図３．８．３．１ 評価・処遇のイメージ        出典：ＮＥＣソフト 
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４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

４．１ 業績評価と人事考課 

 業績評価と人事考課の基本的な流れは、ＩＴスキル標準導入前の仕組みを踏襲してい

る。（図４．１．１） 

公的資格
（情処等）

業績評価
10月・４月

月収
５月（４月遡及）

格付等級決定
（昇降格）

４月

賞与
６月・12月

職
務
要
件
書

目標管理制度
（業績目標管理）

10月・４月

自己申告制度
（職務要件評価）

11月～12月

２ＷＡＹ制度

人事考課
１月

処遇の決定

 

図４．１．１ 職務要件～評価～処遇決定の流れ      出典：ＮＥＣソフト 

 

「自己申告制度」は、ＩＴスキル標準に基づくキャリアパス体系を共有し、年に１回、

従業員の一人ひとりが将来どうなりたいか、そのためにどのようなスキル・経験が必要

か、上司はどう期待しているかを確認し合う作業である。また、目標管理の一環として、

年に２回上司と短期的な業績目標と成果を話し合う機会も設けた（これを「マイ・コミ

ットメント制度」と呼ぶ）。同時に評価者の評価・育成スキル向上に向けた管理職研修も

開始した。 

 

４．２ ＩＴスキル標準を適用した人材育成施策 

ＮＥＣソフトではＩＴスキル標準の導入に伴い、「ＮＥＣソフトの社員がＮＥＣソフト

の社員を育てる」という風土醸成を目指した人材育成を推進している。たとえば、「豊か

な人間性」が多くの企業で重要視されている状況を認識し、技術スキル向上のみならず、

ヒューマンスキル向上の教育も開始し、勉強会や管理職も含めたコミュニケーションの場

も設置した。また、経営トップに対する具体的なＲＯＩの報告、従業員に対するオピニオ

ン・サーベイの実施やキャリア・ディベロップメント・アドバイザーの設置など、総合的

な取り組みや評価も進めている。 

また、それらの施策を進めていく上で、次のような明確な指針も打ち出した。 

・ＩＴスキル標準、組み込みスキル標準に準拠した技術者育成制度の整備と推進 
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・ＮＥＣグループ内の連携強化 

 

４．３ 社内外での評価 

 ＩＴスキル標準を適用した人事制度の運用を通じて、次のような社内評価を得ている。 

（１）経営・管理者の観点 

・企業の人材マップが明確になり、戦略立案に活用できる 

   ・キャリアパスの明示により人事育成の指標が明確になった 

・組織活性化につながる 

・人材が市場価値を意識するようになった 

・ＩＴスキル標準が共通言語になった 

（２）従業員の観点 

・モチベーション向上につながる 

・社員のキャリア目標が明確になる 

・市場価値で個人のスキルが判断できる 

・評価基準が明確になった 

 

ＩＴスキル標準を評価・処遇から育成まで一貫して活用している企業は少ない中、Ｎ

ＥＣソフトの取り組みは業界やマスコミからも大きな注目を集めている。その結果、Ｎ

ＥＣソフトは、２００４年に社団法人日本能率協会が制定する「能力開発優秀企業賞・

奨励賞」を受賞した。 

 

４．４ 現状の課題と今後の計画 

 人事制度と連携したことで、従業員の納得感と浸透度は非常に高い。だが、運用を推

進するＩＴトレーニングセンターでは、スキルや達成度についての公平性・均一性を高

めるために、日々研鑽を怠らないという方針で、次のような重点課題に対して改善を継

続していく計画である。 

・人事制度の徹底 

・評価の正当性の強化 

・人材マネジメントシステムの強化 

  －採用、育成、評価のサイクルの強化 

  －キャリアアップ、キャリアデザイン教育の推進 

  －人事ローテーションの推進など 

・品質管理者、組込み要員、ハードウェア開発要員への対応 

・ＩＴスキル標準の調達への活用（採用、パートナー派遣） 
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５．ＩＴスキル標準に取組まれている方々へのメッセージ 

 ＩＴスキル標準の導入自体が目的化している企業が多い中、ＮＥＣソフトは効果的に

参照モデルとしての活用を進めているモデルケースであり、人事制度適用のベストプラ

クティスと言える。最後に、ＩＴスキル標準導入の立役者であり、現在は推進の責任自

体は後進に譲りアドバイザーとして強力なバックアップをされている福嶋氏に、導入の

ポイントを列挙していただいた。 

 

・推進役の設定／強いリーダーシップ（トップマネジメントが重要） 

・ＩＴスキル標準の理解と浸透 

・自社の戦略と人材マネジメントの経営（方針の明確化と浸透） 

・成果主義の正しい理解と推進 

・全社の協力体制強化（ラインの意見吸い上げ） 

・人材のキャリアモデルの明確化（ローテーション、公募、フリーエージェント制など） 

・人事考課の評価者育成、ＰＤＣＡサイクルの徹底 

・絶対評価と相対評価の違い 

・職種の割り振り 

・技術だけでは評価不可（コンピテンシーの導入の検討） 

・労使の調整 

・職位、職能の明確化 

・降昇格の活性化  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社オージス総研 

導入推進者：人事部 ＩＴスキルセンター センター長 今井康雄氏 

      

 

 

１．会社概要 

■社名          株式会社オージス総研 

（Ｏｓａｋａ Ｇａｓ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ Ｒ

ｅｓｅａｒｃｈ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ Ｃｏ．，Ｌｔｄ.） 

■設立          １９８３年６月２９日 

■代表者        代表取締役社長 平山 輝 

■社員数     ２，８８５名（連結） １，２２９名（単独） ２００９年４月１日現

在 

■資本金        ４億円（大阪ガス株式会社１００％出資） 

■売上高       ５５７億円（連結） ２８１億円（単独） ２００８年度 

■グループ企業  株式会社宇部情報システム、さくら情報システム株式会社 

株式会社システムアンサー 

ＯＧＩＳ Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ， Ｉｎｃ．（米国） 

上海欧計斯軟件有限公司 （中国） 

■事業内容 

・オブジェクト指向開発や組み込み開発支援 

・ビジネス・プロセス・モデリング 

・ＳＯＡ導入支援 

・各種の業務ソリューション 

・ＩＴ基盤構築 

・システム運用 
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２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

 株式会社オージス総研(以下、オージス総研)は、次の３点を経営方針に掲げている。 

 

（１）お客様サイドに立った最良のソリューション提供 

「お客様の満足」、「お客様の信頼」を得ることを目標とし、お客様の問題をお客様

の立場で考え、最良のソリューションを提供する会社でありたいと考え、行動する。 

（２）百年アーキテクチャの実現 

激しく変化するビジネス環境、日々進化する情報技術に対応し、お客様のシステム

が長期間持続していくための「百年アーキテクチャ」の実現を目指す。強固な基盤

と柔軟な対応力を実現するために、モデリング、ＳＯＡ（Ｓｅｒｖｉｃｅ Ｏｒｉ

ｅｎｔｅｄ Ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ）、ＯＳＳ（Ｏｐｅｎ Ｓｏｕｒｃｅ Ｓ

ｏｆｔｗａｒｅ）などの技術を組み合わせ、持続可能、再生可能なシステムを提供

する。 

（３）Ｏｐｅｎ Ｇｌｏｂａｌ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ の提供 

特定のベンダや製品に偏らないＯｐｅｎな立場でビジネスを進める。ＯＳＳの採用

もその一環であり、国内だけではなく、最適な地域でのＧｌｏｂａｌな開発、顧客

ニーズに応じたＧｌｏｂａｌなデリバリーを目指す。また、システム開発だけでは

なく、教育、コンサルティング、維持管理、運用、ハウジング、ＥＣ／ＥＤＩ（Ｅ

ｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｃｏｍｍｅｒｃｅ／Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｄａｔａ Ｉｎｔ

ｅｒｃｈａｎｇｅ）、ヘルプデスクからＳａａＳ（Ｓｏｆｔｗａｒｅ ａｓ ａ Ｓｅ

ｒｖｉｃｅ）、ＰａａＳ（Ｐｌａｔｆｏｒｍ ａｓ ａ Ｓｅｒｖｉｃｅ）まで、多様

なＩｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｉｃｅｓを提供する。 

 

２．２ 人材育成の方針 

オージス総研は次の人材育成方針を掲げている。 

「市場価値と経営戦略にリンクした目指すべき人材像を明示し、ＯＪＴ（Ｏｎ ｔｈｅ 

Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎｇ）を中心にＯff-ＪＴ（Ｏｆｆ ｔｈｅ Ｊｏｂ Ｔｒａｉｎｉｎ

ｇ）やコミュニティ活動等も有機的に連携させ、全社一丸となって計画的な育成を推進

する」 

 

２．３ 人材育成上の課題 

人材育成の基本計画は、中期経営戦略や年度事業計画に基づき、策定すべきであるが、

オージス総研では、これらの関連性をＩＴスキル標準導入前には明確に説明できる状況

にはなかった。経営戦略や事業計画といった組織目標達成に必要な、スキルをベースと
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した中長期的な要員計画、職種あるいは能力ごとの要員計画にまで落とし込めていなか

ったためである。結果的に、組織としては人材育成における具体的な目標やターゲット

を設定できない、従業員自身は、経営戦略と整合をとったキャリアパスを考えにくいと

いう状況に直面していた。 

また同社は、キャリアパスを人事制度上での等級に応じて設定するという方式が、本

来の目的と異なるという課題も認識していた。これらの課題解決には、従業員のキャリ

アパスに応じた能力開発計画、全社教育部門の育成計画の明確化が不可欠となる。社内

のナレッジを整理・体系化し、人材育成に活用する仕組みが求められていたのである。 

さらに、市場および業界動向の変化は目まぐるしく、市場ニーズが多様化・深化して

おり、人材の優劣がＩＴベンダの企業格差に直結するようになった。人材流動化も進み、

たとえば、特に上流技術者の不足が、ビジネスに大きな影響を及ぼすことは明らかだっ

た。トータルソリューションを提供するオージス総研では、こうした背景からも従来の

人材育成の枠組みの見直しが必要となっていた。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 特徴 

オージス総研では、公開当時からＩＴスキル標準に着目し、試行錯誤を通して経営戦

略や事業計画に基づく人材育成施策に落とし込んだ導入を実現した。また、その後も改

善活動を怠っていない。 

ＩＴスキル標準を導入したものの、理解・検討が不十分なために、運用・改善のＰＤ

ＣＡ（Ｐｌａｎ－Ｄｏ－Ｃｈｅｃｋ－Ａｃｔｉｏｎ）を回せず、破綻している事例が多

い中、特筆すべきは、仕組み自体が円滑に運用されていることに加え、従業員が自主的

に推進するコミュニティ活動が軌道に乗っていることである。 

また、ＩＴスキル標準の導入に伴い、ＯＣＰ（ＯＧＩＳ－ＲＩ Ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ 

Ｐｒｏｆｅｓｓｉｏｎａｌ）と呼ばれる社内認定制度を整備したことも特徴の一つであ

る。ＯＣＰとは、「顧客に高付加価値のソリューションを継続的にご提供するため」の仕

組みとして、オージス総研が独自に導入しているプロフェッショナル認定の制度で、同

制度の認定レベルやオージス総研キャリアフレームワークは、ＩＴスキル標準をベース

に組み立てられている。 

プロフェッショナルの認定者は、従業員の具体的な目標となる「ロールモデル」とし

て定義しており、従業員は認定者から良い刺激を受けることで、キャリアアップへの意

識が高まる。一方、認定を取得した従業員も、プロフェッショナルの役割の一つとして

後進育成に注力することになり、組織全体のレベルアップを図る取り組みを可能にした。

（詳細は「４．２．１０ ＯＣＰ認定制度」参照） 
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３．２ 導入の目的とねらい 

オージス総研では、人材育成上の課題解決の手段としてＩＴスキル標準の採用を検討

し、導入を決断した。大きな目的は、客観的かつ具体的な人材像の策定にあった。ＩＴ

スキル標準に自社の戦略に合致したスキルを付加し、両方のスキルを高めることが、あ

るべき人材育成だと考えたのである。 

 導入のねらいは次の 6 つに整理した。 

（１）ＩＴスキル標準をベースにしたキャリアフレームワークの設定 

（２）会社戦略の実現をリードする戦略人材の明確化 

（３）新キャリアフレームワークを基にした中期的な要員育成計画の策定 

（４）全従業員が、新キャリアフレームワークに基づくキャリアデザインを実施 

（５）キャリアデザインを基に、従業員一人ひとりを意識した計画的な人材育成を推進 

（６）(1)～(5)の計画を毎年策定（見直し）・実施・評価・改善する仕組み・体制を確立し、 

継続的に実施 

 

これらを効率的に進めるために、人事部・ＩＴスキルセンターが、運用の仕組みづく

りと検討・実施体制づくりという役割を担った。 

 

３．３ ＩＴスキル標準導入の流れ 

３．３．１ 導入の経緯 

 導入作業は「構想策定」、「人材モデル構築」、「見直しと改善」に大別でき、次のスケ

ジュールで推進した。 

（１）構想策定 

・２００３年：情報収集／導入検討 

・２００４年６月：基本構想策定 

・２００４年８月：パイロットＩＴスキル診断を主要職種約２０名に実施 

・２００４年１０月：ＩＴスキル診断をシニア層、ＰＭ/ＥＡ関連技術者約２３０名 に 

実施 

（２）人材モデル構築 

・２００５年６月：独自スキル項目と評価基準を検討 

・２００５年８月：独自パイロットＩＴスキル診断を約１０名に実施 

・２００５年１０月：ＩＴスキル診断を全技術者約９００名に実施 

・２００６年１０月：第２回ＩＴスキル診断を約９６０名に実施   

（３）見直しと改善 

・２００７年４月～：大幅な見直しと改善を実施した人材育成を推進 
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３．３．２ 機能要求の考え方 

 オージス総研では、経営戦略や事業計画に基づく人材モデルを策定する上で、非常に

有効な「戦略プロセス」を明確化している。これはソリューションという視点から、オ

ージス総研の豊富な実績とノウハウを活かしてシステムを構築する、独自のプロセスを

まとめたものである。 

同社は、この戦略プロセスを基に機能要求を整理していくことで、自社に必要な人材

モデルを定義していった。（図３．３．２） 

 

 

図３．３．２ 戦略プロセスを基にした人材モデルの位置づけ 

出典：オージス総研 

 

３．３．３ 人材モデル、フレームワーク 

 オージス総研では、１２の主要な人材モデルを定義して、客観性と市場性を確保する

ために、ＩＴスキル標準の職種・レベルに対応させた。（図３．３．３．１） 

 

 

図３．３．３．１ オージス総研人材モデルとＩＴスキル標準の対応 

出典：オージス総研 
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 また、戦略的なスキルとして「オブジェクト指向開発スキル」、ＵＭＬモデリング推進

協議会（ＵＭＴＰ）のモデリング技能認定に対応したスキルも独自に追加し、オブジェ

クト指向開発レベルとして活用している。 

 

 定義した１２の人材モデルは、次のとおりである。 

 

（１）提案型コンサルティング営業 

新規および既存の顧客に対し、顧客サイドの経営戦略や事業計画を確認し、その

実現のための課題解決の提案、ビジネスプロセス改善支援、およびソリューショ

ン、製品、サービスの提案を実施し成約する。顧客との有効なリレーションを確

立し、維持、向上し、顧客満足度を高める。（ＩＴスキル標準・セールス、コン

サルタントのレベル５以上に対応） 

（２）統括コンサルタント（ＥＡ、ガバナンス） 

ＥＡノウハウやコンサルティングメソドロジを活用し、顧客の経営戦略や事業計

画に基づくＩＴ戦略策定へのカウンセリング、提言、助言の実施を通じて顧客の

戦略目標の達成、ビジョンの実現、課題解決に貢献する。（ＩＴスキル標準・コ

ンサルタントのレベル５以上、オブジェクト指向開発レベルの３以上に対応） 

（３）開発支援コンサルタント（組み込みシステム） 

組み込みシステムの開発技術や方法論、コンサルティングメソドロジなどを活用

し、ソフトウェアの開発現場における「実践的な」支援を通じて、顧客の課題解

決に貢献する。支援がもたらす価値や効果、顧客満足度、実現可能性などに責任

を持つ。（ＩＴスキル標準・コンサルタントのレベル４以上、オブジェクト指向

開発レベルの３以上に対応） 

（４）アーキテクト（ＡＰ／ＳＯＡ） 

ビジネスおよび情報システム構築における技術上の課題を分析し、ソリューショ

ンを構成する情報システム化要件として再構成する。ハードウェア／ソフトウェ

ア／ＳＯＡ／プロセス関連技術を活用し、顧客のビジネス戦略を実現するために

情報システム全体の品質を保ったＩＴアーキテクチャを設計する。 

（ＩＴスキル標準・ＩＴアーキテクトのレベル４以上、オブジェクト指向開発レ

ベルの３以上に対応） 

（５）アーキテクト（組み込みシステム） 

顧客の抱える課題を分析し、組込みシステム開発における機能要件・非機能要件

として再構成する。機能仕様に加え、派生開発の有無や性能要求、ハードウェア

制約などの非機能要件を明らかにし、それらのすべてを満たすアーキテクチャ

（システムレベル、ドメインレベル）を構築する。構築したアーキテクチャが顧
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客の課題に対するソリューションとして満足することを確認するとともに、後続

の開発、導入が可能であることを確認する。 

（ＩＴスキル標準・ＩＴアーキテクトのレベル４以上、オブジェクト指向開発レ

ベルの３以上に対応） 

（６）高度システムモデラー 

オブジェクト指向開発の専門技術を活用し、顧客の環境に最適なＵＭＬをベース

にしたシステムの要求・分析・設計モデリング、実装、テスト、導入を実施する。 

（ＩＴスキル標準・ＡＰスペシャリスト、ＳＷデベロップメントのレベル４以上、

オブジェクト指向開発レベルの３以上に対応） 

ただし、定義したスキルが市場およびオージス総研で一般化したため、２０１０

年度末での廃止を決定した。 

（７）業務スペシャリスト 

特定の業種、または業務を全般的に理解しており、当該顧客と対等に話ができる。

対象となる業種や業務に精通して、顧客の環境に最適なシステムの要求・分析・

設計モデリング、実装、テスト、導入を実施する。 

（ＩＴスキル標準・コンサルタント、ＡＰスペシャリストのレベル４以上、オブ

ジェクト指向開発レベルの３以上に対応） 

（８）運用コンサルタント 

コンサルティングメソドロジを活用し、顧客の経営戦略や事業計画に基づくＩＴ

戦略（特にインフラ）策定へのカウンセリング、提言、助言の実施を通じて、顧

客のビジネス戦略やビジョンの実現、課題解決に貢献する。 

（ＩＴスキル標準・コンサルタント、ＩＴアーキテクトのレベル５以上に対応） 

（９）アーキテクト（インフラ） 

ビジネスおよび情報システム構築における技術上の課題を分析し、システム基盤

要件として再構成する。システム属性、仕様を明らかにし、インフラストラクチ

ャアーキテクチャ（システムマネジメント、セキュリティ、ネットワーク、プラ

ットフォームなど）を設計する。 

（ＩＴスキル標準・ＩＴアーキテクトのレベル４以上に対応） 

（１０）高度ＩＴスペシャリスト 

ハードウェア、ソフトウェア関連の専門技術を活用し、顧客の環境に最適なシス

テム基盤の設計、構築、導入を実施する。構築したシステム基盤の非機能要件（性

能、回復性、可用性など）に責任を持つ。 

（ＩＴスキル標準・ＩＴスペシャリストのレベル４以上に対応） 

（１１）ＩＴサービスマネジメント 

システム全体の安定稼働を目指し、安全性と信頼性と効率性を追求する。また、
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サービスレベルの維持、向上を図り、システム基盤管理も含めた運用管理を行う。 

（ＩＴスキル標準・ＩＴサービスマネジメントのレベル４以上に対応） 

（１２）プロジェクトマネージャ 

プロジェクトマネジメントの関連技術、ビジネスマネジメント技術、プロセス構

築技術を活用し、プロジェクトの提案、立ち上げ、計画、実行、監視コントロー

ル、終結を実施し、計画された納入物、サービスと、その要求品質、コスト、納

期に責任を持つ。 

（ＩＴスキル標準・プロジェクトマネジメントのレベル４以上に対応） 

 

４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

４．１ 要員計画・育成計画策定のプロセス 

 オージス総研では、２００７年度から当初の仕組みに改善を加えた人材育成を開始し

たが、活用開始にあたっては、要員計画・育成計画策定のプロセスを明確化した。 

（図４．１．１） 
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図４．１．１ 要員計画・育成計画策定のプロセス    出典：オージス総研 

 

各プロセスの概要は次のとおりである。 

① 戦略職務群の抽出 

② 重点領域職種設定（戦略職務群に従い重点領域職種を選定） 

③ 要員計画の策定 

④ 要員育成施策（研修ロードマップの立案、コミュニティ活動の促進） 
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⑤ 個人別育成計画（キャリアプランの設定） 

⑥ 教育実施（教育部門ポータルを活用したメールマガジンの配信や研修スケジュール

の告知、メンター制の活用、ＯＪＴによるコンサルタントの育成） 

⑦ 現状要員の把握（重点領域職種人選結果やプロフェッショナル認定などの要員計画

立案のための情報提供） 

⑧ 人事制度との関連づけ（各職群・職責の定義、専門スキル、認定制度） 

 

これら一連のプロセスは、人材育成のＰＤＣＡを回す上で、大きな役割を果たしてお

り、次のような特徴がある。 

 

・ 中期計画に対応した要員計画・育成計画の立案と実施 

・ 認定制度の導入 

・ プロフェッショナルコミュニティによる活性化 

・ 人事制度への対応 

 

４．２ 要員計画策定のプロセス 

４．２．１ 戦略職務群の抽出 

要員計画策定は、中期計画（ＢＳＣ：Ｂａｌａｎｃｅｄ Ｓｃｏｒｅ ｃａｒｄ／戦略

マップ）から戦略職務群の抽出を行う作業から開始する。次のステップで、中期戦略で

必要となる重点領域、および職種を導き出すためである。定義した戦略職務群は、次の

項目で構成している。 

（１）戦略職務群の内容 

・定義・ミッション 

・戦略プロセス 

・対応する人事職群、レベル 

・ベースとなるＩＴスキル標準職種 

（２）必要スキル 

・ＩＴスキル標準レベル 

・当社戦略スキル 

（ＩＴスキル項目重点スキル、戦略基本スキル、戦略高度スキル） 

・戦略スキルレベル 

（３）教育体系・手段 

・社内・外研修 

・ＯＪＴ 

・コミュニティ 
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（４）要員計画 

・現状 

・将来計画 

・対象者（指導者／該当者／候補者） 

（５）認定・任命基準 

 

４．２．２ 重点領域職種の設定 

重点領域職種は、戦略職務群から今後のビジネスに必要な職種を抽出し設定する。こ

れは、オージス総研独自の戦略プロセスを基に策定した人材モデルから、さらにビジネ

ス目標に照らして重点領域職種を特定するという考え方に基づく。戦略プロセス、人材

モデル、重点領域職種の関係を図４．２．２．１に示す。 

 

図４．２．２．１ 戦略プロセスと人材モデルの位置づけ（抜粋） 

出典：オージス総研 

 

４．２．３ 要員数の設定 

 必要な要員数は、オージス総研全体のビジネス目標達成に必要な職種・スキルレベル

（ＩＴスキル標準レベル、戦略スキルレベル）ごとに設定する。（図４．２．３．１） 

設定手順は次のとおりである。 

（１）中期計画のシステム開発の目標売上をプロジェクトの規模別に分解 

（２）規模別プロジェクトの構成要員モデルを作成 

（３）中期計画のシステム開発の目標売上を達成する要員数を設定 
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（４）要員確保のための人材育成施策を（研修、コミュニティなど）職種別やスキルレ

ベル別に設定（図４．２．３．２） 

 

図４．２．３．１ 必要要員数     出典：オージス総研 

 

 

図４．２．３．２ 要員育成施策一覧    出典：オージス総研 

 

人材育成施策の設定後は、ＩＴスキル標準の研修ロードマップをベースに研修、コミ

ュニティなどの施策をマッピングし、オージス総研版の研修ロードマップとして、社内

掲示板で紹介する（図４．２．３．３）。また、最新情報の配信はメールマガジンなどを

活用する。 
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図４．２．３．３ アプリケーションスペシャリスト研修ロードマップ 

出典：オージス総研 

 

４．２．４ コミュニティ活動 

 コミュニティの運営自体は参加者の自主性に任されており、ＩＴスキルセンターは必

要な場合のフォローに徹している。現在７つのコミュニティが自主運営されており、人

材育成に対する現場意識の高さが表れている。たとえば、現場志向の強い、次のような

コミュニティがある。 

（１）コンサルタント・コミュニティ 

新年度開始時にキックオフミーティングを開催し、年間計画の確認とメンバーが

関心を持つテーマについて分科会を発足させる。２００９年度は、次の集約テー

マについて分科会を設定した。 

・システムアセスメントについて 

・経営層へのアプローチを考える 

・コンサルスキルのアップ（疑似体験） 

・コンサルサービス体系 
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これら分科会ごとに計画を策定して活動し、期中に中間報告会、期末に最終報告

会を開催している。 

（２）ＩＴアーキテクト／システムモデラー系コミュニティ 

事前にいくつかの分野を設定し、期初に開催した会合でメンバーが興味のある分

野ごとのグループに分かれて、具体的なテーマや取り組み方法などを議論してい

る。２００９年度は、次のテーマを中心にした分科会を設定し、活動を推進した。 

・無停止・安定稼動に向けたアーキテクチャの研究 

・事例研究（失敗事例の研究） 

・開発プロセスにおけるキータスクの手法・標準化の観点からの研究 

・モデリング手法の研究 

・ソフトウェア品質向上の観点からの開発プロセス・標準の研究 

・Ｗｅｂアプリケーションアーキテクチャ 

・プロセスモデリング技法 

・技術書籍の読書会 

 

４．２．５ 個人別育成計画 

従業員は、自身のキャリアプラン、中長期のキャリア目標を具体化した個人別の育成

計画を自ら策定する。ここで活用しているのが、「アイサポート」と呼ばれる人材育成シ

ステムである（図４．２．５．１）。アイサポートは、目標管理から教育受講までを一括

管理することで、自身のキャリアプランを見える化し、常にキャリアプランを意識した

業務遂行を可能にした。 

 

図４．２．５．１ アイサポート・キャリアプラン管理画面    

出典：オージス総研 
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また、個人別育成計画では、自身のキャリアプランに基づき、能力開発目標を年度ご

とに上司と相談して設定している（図４．２．５．２）。成果や達成度は、次年度面談時

に評価することになる。 

 

図４．２．５．２ アイサポート・能力開発目標の設定画面 

出典：オージス総研 

 

４．２．６ 教育実施 

教育部門では、重点領域職種を中心にスキルアップのための研修メニューを用意して

おり、従業員に対しては、ポータルやメールマガジンで、研修日程や各種人材育成関連

の情報を告知している。（図４．２．６．１） 
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図４．２．６．１ 教育部門ポータル画面   出典：オージス総研 

 

４．２．７ メンター制度 

 コミュニティ活動や研修でカバーできない育成施策として、経験・実績を積んだメン

バーのマンツーマン指導を中心としたメンター制度を用意している。この制度は、本人

の意思や上司の意見を尊重してＩＴスキルセンターが仲介し、メンターとの組み合わせ

を実現させる。（図４．２．７．１） 
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図４．２．７．１ メンター制度の仕組み    出典：オージス総研 
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４．２．８ 現状要員の把握  

現在、重点領域職種の要員数把握は、所属長に一任しているが、今後はＯＣＰの認定

数をベースにする予定である。また、すでに全技術者のＩＴスキルチェックを実施し、

現状の職種別・レベル別要員数を把握することが可能になっている。これらの情報が、

要員計画策定のためのインプット情報となる。（図４．２．８．１） 

 

図４．２．８．１ 現状の把握      出典：オージス総研 

 

４．２．９ 人材育成強化のための役割定義 

 ２００７年度から開始した人材育成では、ＰＤＣＡを効率よく回すために、関与者の

役割を定義した（図４．２．９．１）。各組織や各責任者、および個人は、この内容を十

分理解し自覚した上で、育成計画の立案や実施に当たっている。 
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・全体事務局

・所属間をまたがる懸案の調整

・各戦略分野ブレーンからの意見等の取りまとめ

ＱＡ統括部 ・ＰＭ職種における上記戦略分野ブレーンの役割

・ＰＭ育成計画の進捗管理

人事部／ＩＴスキルセンター ・ＩＴスキル面での育成施策の検討

・各戦略分野ブレーンからの意見等の取りまとめ

戦略分野ブレーン

（各職種コミュニティ統括／認定者）

・各職種の人材像、スキル要件の明確化

・コミュニティ運営方法の検討

・各職種の戦略人材候補者の育成・指導

・各職種の育成施策の検討

各所属マネジャー ・メンバー全員のキャリアパスおよび能力開発目標の確認、指導

・メンバー全員の研修受講およびＯＪＴ等の推進

各計画部 ・人選、育成計画作成の本部内調整

・育成計画進捗状況の確認

・育成目的での所属間ローテの調整

人材育成における役割

各所属部長 ・所属メンバーの育成責任

・所属メンバーにおける戦略人材候補者（重点育成対象者）の人選

・上記対象者の個別育成計画の作成

（育成目標の具体化、ＯＪＴ計画、研修受講計画等）

・育成目的でのアサインや所属をまたがるアサインについては計画部に相談

 

図４．２．９．１ 人材育成強化のための役割   出典：オージス総研 

 

４．２．１０ ＯＣＰ認定制度 

 ＯＣＰ認定制度では、現在次の職種において、それぞれ「レベル５」、「レベル４」、

「レベル６」を認定している。（２０１０年４月１日現在、今後他の職種へも拡張する

予定） 

・プロジェクトマネージャ 

・コンサルタント 

・ＩＴアーキテクト 

・業務システムスペシャリスト 

・ＩＴスペシャリスト 

（１）各レベルに要求される人材イメージ 

ＯＣＰレベル４：ＩＴスキル標準レベル４以上、かつ特定分野における社内第一

人者レベルの役割責任を担う人材 

ＯＣＰレベル５：ＩＴスキル標準レベル５以上、かつ業界第一人者レベルの役割

責任を担う人材 

ＯＣＰレベル６：ＩＴスキル標準レベル６以上、かつ当社の経営を担う当事者と

して、全社的視点に立ち、業界第一人者レベルの役割責任を担

う人材 
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（２）審査方法 

審査は、オージス総研認定基準を基に、社外審査員と社内審査員で実施する。社

外審査員は、他社でも審査実績のある業界第一人者が招聘されている。共通の審

査項目は①実績、②スキル、③コンピテンシー、④プロフェッショナル貢献、⑤

今後の活動計画である。これ以外に、職種固有の評価項目として、「顧客満足度」、

「方法論の適用」、「ビジネス貢献」などを定めている。 

 

（３）運営体制 

認定制度は、職種別のコミュニティをベースとして成り立っている。コミュニテ

ィの代表者を部会長とする社内外の審査員より構成される「審査部会」において、

 厳正なる審査を実施している。  

 

４．３ 取り組むべき課題 

 オージス総研では、現在の延長線で仕組みの改善を継続的に進めていく。たとえば、

今後コミュニティ活動、ＯＣＰ双方の範囲を拡張していくことで、さらに従業員のビジ

ネス感覚の意識付けや、能力向上の動機付けを行い、効率的な人材育成を促進していく

予定である。 

 また、ＩＴサービス業界に共通する今後の取組むべき課題として、上流工程に対応で

きるエンジニアをいかに増やしていくかということがある。今まで一番のボリュームゾ

ーンであった下流工程、つまりシステム開発の部分が、これからはアジアを中心とした

海外に流れていく可能性が大きい。いわゆるオフショア開発の担い手であるアジア勢の

台頭が、ここにきて本格化している。この状況から、日本のＩＴベンダは上流工程への

シフトやビジネスモデルの大幅な変更を余儀なくされる見通しである。 

オージス総研でも、これらの状況を十分認識しており、すでに上流工程対応を重点領

域として設定し、強化を狙った対策を講じている。 

 上流工程を成功裡に成し遂げられるエンジニア像を考えると、ＩＴという技術の専門

能力を持つだけでは必ずしも成果につながらないことが、業界全体の大きな課題として

表面化している。つまり、コンサルティング力、提案力や専門能力を駆使して成果を出

すことのできる能力－コンピテンシーの扱いが重要になってくるということである。 

オージス総研では現在、人事部主導でコンピテンシー評価を実施しているが、ＩＴス

キル標準をベースに定義した人材モデルとは別管理になっており、今後どのように一体

感を出していくかを取り組むべき課題の一つに位置づけている。 
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５．導入される方へのメッセージ 

 ＩＴスキル標準導入、活用の立役者である今井氏は、検討当初から運用が継続してい

る現在まで、変わらずサポート体制をリードしている。その経験を基に、これから本格

的に活用を検討される方々にメッセージをいただいた。 

 

「企業として人材育成の仕組みを立ち上げ維持していくためには、構想力と忍耐力が必

要です。ＩＴスキル標準は人材育成施策のベースとして信頼できる素晴しいスキル体系

であり、思わぬ気づきを得ることも多く、かなりの効率化を促してくれます。それを信

じて、ブレない構想で臨むこと。推進者の考えに一本筋が通っていれば、役職や立場に

関らず自ずと社内外で協力者が出てくるものです。同じ失敗を繰り返さないように、こ

うした事例集も充実してきており、導入のハードルは下がってきていると思います。導

入することが目的化しないように、経営や現場の考えを充分に入れ込み、また、継続す

るための手厚いサポートを考え、実施する。これが、仕組みを導入、維持していくポイ

ントです。」 
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社柏崎情報開発センター 

導入推進者：代表取締役社長 上野尚利氏 

       システム部 次長 南雲忍氏 

       システム部 システム 2 課 課長代理 神林昇氏 

 

                    （左から）上野氏、神林氏、南雲氏  

 

１．会社概要 

■社名  株式会社柏崎情報開発センター  

■所在地 本社：新潟県柏崎市若葉町２番２２号  

■設立  昭和６２年（１９８７年）４月２日  

■代表者 代表取締役社長 上野 尚利  

■資本金 ８千５百万円（柏崎市出資比率２９．４１％の第３セクター）  

■社員数 ５３名（２０１０年３月現在）  

  

 株式会社柏崎情報開発センター（以下、ＫＡＳＩＸ）は、民活法（※）第 1 号の第三

セクターとして発足し、柏崎市のＩＴ化を促進するシステムベンダとして自治体情報処

理をはじめとしたシステムをアウトソーサーとして企画、開発、運用するとともに、地

域の情報産業の担い手として幅広い活動を行っている。  

 

※民活法：民間事業者の能力の活用による特定施設の整備の促進に関する随時措置法  
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２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

 経営ビジョンに「自律」を掲げ、総合力を発揮した経営に取り組み、情報サービス企

業として競争に生き残ることを目的として、次の５点を定めている。（ＫＡＳＩＸ－Ｃ５） 

・ Ｃｕｓｔｏｍｅｒ Ｆｉｒｓｔ  顧客第一主義を優先  

・ Ｃｏｎｔｉｎｕｅ         事業の継続  

・ Ｃｏｎｔｅｎｔｓ         課題解決提供力の向上  

・ Ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ        法的責任の遵守  

・ Ｃｈａｎｇｅ         自己改革  

 

２．２ 人材育成の方針 

 人材育成のテーマとして、「自律の達成」を揚げ、自ら顧客を第一に考えた行動をとる

ことができる人材を育て、強い組織づくりを目指す。そのためには、「提案力の強化」、

「リーダーの育成」、「組織間の連携強化」、「アウトソーシングと開発の連携」が必要で

あると考えている。  

 

２．３ 人材育成についての課題 

これまでは市からのアウトソーシングにより安定的に企業活動を継続することができ

たが、その結果、柏崎市への業務比率が高くなり過ぎていた。  

昨今、自治体の財源が厳しい中、今後は市に頼った業務体質を改めて、自らの企業努

力により新しい顧客を開拓する事が必須となってきた。しかし、これまで自治体のアウ

トソーシングが中心であったため、外部展開するためのスキル（技術力・営業力など）

が不足していた。新たな顧客の拡大のため、これらのスキル向上が緊急課題となってい

た。  
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３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい 

「自律」をキーワードに、社員が計画的かつ自律的にスキルアップに取り組むための

ＰＤＣＡサイクルを廻せる仕組みを構築したいと考えていた。そのためには、必要なス

キルを体系化することにより、組織の強み・弱みを把握し、強化すべきポイントを見え

るようにする必要があった。  

 

３．２ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

２００９年７月より、財団法人にいがた産業創造機構の「ＩＴ人材育成強化ワークシ

ョップ」（新潟県内の４社が参加）に担当者２名で参加し、導入を推進した。  

スキル定義など主要な成果物をこの２名の担当者で作成し、作成したものを技術者や

関係者でチェックするという進め方を採用した。また、中期事業計画に基づき、ビジネ

ス目標の達成に必要な組織や人材に関する要件をまとめる（要求分析）際には、経営者

の協力を得て進めた。  

このようなボトムアップとトップダウンの活動を進められたのは、ＫＡＳＩＸの人材

育成のテーマとして「自律の達成」があり、ＩＴスキル標準の導入がこの｢自律の達成｣

に合致しているということを経営トップが理解し、支援したことが大きい。  

 

３．３ 導入手順の概要  

基本的な導入の流れについては、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記

載されている、「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」をそのまま踏襲した。  

ワークショップでは、コンサルタントによる適切なアドバイスにより、短期間でノウ

ハウを吸収しながら作業を進めることができた。中でも豊富な導入実績に裏づけられた

「テンプレート」は、ＩＴスキル標準の知識が不十分だった担当者には非常に大きな拠

り所となった。  

また、ワークショップでは、毎回課題が与えられ、その結果を次回に発表するという

ことを繰り返し実施していた。そのため他社の発表する内容（考え）を参考にすること

ができ、人材育成についても良い刺激を得る機会となった。
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３．４ 要求分析 

 はじめに自社の「要求モデル」を作成した。要求モデルは、５つの経営方針（「顧客第

一主義を優先」、「事業の継続」、「課題解決力の向上」、「法的責任の遵守」、「自己変革」）

を高いレベルで自律的に達成できる人材を育成することを最も重要な要求事項とし、ロ

ジックツリーを使って目的から手段をブレイクダウンした。要求モデルの作成において

は、中期事業計画や経営層の意見等からキーワードを抽出してまとめた。（図３．４．１） 

 当資料には自社の向かいたい方向がまとめられているため、ＩＴスキル標準の導入を

進めていく中で議論をする際のよりどころとなった。  

 
図３．４．１ 要求モデル（一部抜粋）   出典：ＫＡＳＩＸ  

 

３．５ 活動領域分析 

次に、作成した要求モデルや活動領域分析シートを使って自社のビジネス活動領域を

検証しながら、その中で事業を遂行するために必要な人材モデルの大枠を抜粋し、それ

ぞれがどの領域を担当するのかを定義した。（図３．５．１）  

特徴としては、ＩＴのエンジニアリングを行う人材の他に、独自業務である人材育成

事業（就職相談、面接指導、求人情報の提供、企業への求職者情報の提供などの就職支

援）を担う人材モデル（キャリアトレーナー）も策定したことである。ＩＴスキル標準

を参照モデルとして、自社の事業にあった人材育成を目指すというワークショップの目

的を正しく理解し、導入に取り組んだ表れといえる。  
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図３．５．１ 活動領域分析シート    出典：ＫＡＳＩＸ 

 

３．６ 機能分析 

ＫＡＳＩＸの組織は、業務部、営業部、システム部に分かれており、システム部内で

各事業の担当を分担している。また、システム部内には各事業に対して技術サポートや

問題管理をコントロールするＣＳ（カスタマサービス）課が存在し、品質の向上を図っ

ている。  

これらの組織と、機能との関連づけを行なった。組織機能検証は、社内の各担当者に

何度も意見を求めたことにより、精度の高いものができた。（図３．６．１）  

 この結果、後半のスキルセット構築時に、人材モデルと組織内の役割を具体的にイメ

ージしやすくなり、各人材モデルのコアスキルを設定する作業をスムーズに行うことが

できたのである。  
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№ 大項目 № 中項目
1 1-1 要求（構想）の確認 △ □

中期経営計画策定 1-2 新ビジネスモデルへの提言 △ □
1-3 事業戦略の実現シナリオへの提言 △ □

2 2-1 対象領域ビジネスおよび環境分析 ○ △ ○
部門事業計画策定 2-2 部門戦略の策定 ○ ○ ○

2-3 全体計画の策定（トップダウンアプローチ） ○ ○ ○
2-4 全体計画の策定（ボトムアップアプローチ） ○ △ ○
2-5 全体計画の策定（全体計画確定） ○ △ ○

3 標準の維持・管理 3-1 標準体系の策定 △ ▲ ○
3-5 標準作成 △ ▲ ○
3-6 品質統制（ガバナンス） △ ▲ △
3-7 標準の維持・管理 △ ▲ △

4 4-1 部門戦略の分析・把握 ○ ▲ ○
部門事業計画実行マネジメント 4-2 部門戦略実現のモニタリングとコントロール ○ ▲ ○

4-3 部門戦略実現上のリスクへの対応 ○ ▲ ○
5 営業活動 5-1 顧客要件調査分析 △ △

5-2 ソリューション提案 △ △
6 アカウントマネジメント 6-1 分析・評価 ○ ▲

6-2 改善案・再構築計画の起案 ○ ■
6-3 提案 ○ △
6-4 契約 ○ ○

7 プロジェクトマネジメント 7-1 プロジェクト立ち上げ △ △ △ ○ ○ ○
7-2 プロジェクト計画策定 △ △ △ △ △ ○
7-3 プロジェクト追跡と実行管理 △ △ △ △ △ ○
7-4 プロジェクト変更管理 △ ▲ △ △ △ ○
7-5 プロジェクト終結 △ ■ △ ○ ○ ○
7-6 プロジェクト完了評価 △ ■ △ ▲ ▲ △

8 システム分析 8-1 要求分析 △ △ △
8-2 機能分析 △ △ △
8-3 ギャップ分析 ▲ △ △
8-4 データ分析 ▲ △ ○
8-5 環境分析 △ △ △

9 システム設計 9-1 実現方式の確認・調整 △ ○
9-2 インフラ設計 △ △
9-3 ＤＢ設計 △ ○
9-4 ネットワーク設計 ▲ △
9-5 セキュリティ設計 △ △
9-6 アプリケーション設計 △ ○
9-7 運用設計 △ △
9-8 システムテスト計画 △ △

組
織

○：現在十分実施できているコア機能
△：現在実施できているが不十分なコア機能
□：現在実施している非コア機能(将来アウトソース対象など)
▲：現在実施できていないが早急に対処が必要なコア機能
■：現在実施できていないが少し先でよいコア機能

 

図３．６．１ 組織機能検証シート（一部抜粋）       出典：ＫＡＳＩＸ  

 

ワークショップで提供された「機能のテンプレート」には、現在は実施していないマ

ーケットリサーチなどの機能も含まれていたが、将来必要となる機能であることから削

除はせずに、そのまま使用することにした。テンプレートにはＩＴ企業が発展するため

に行うべき業務が提示され、外部展開を目指すＫＡＳＩＸにとって非常に重要な情報と

なった。  

また、機能をツリー化してまとめた「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」には、自社の

特徴的な業務である人材育成事業とデータ登録（ＧＩＳデータマッピング）業務に関連

する機能を追加した。（図３．６．２）  
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図３．６．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋） 出典：ＫＡＳＩＸ 

 

３．７ スキルセット構築 

スキルに関しては、作成したＴｏ  Ｂｅファンクションモデルに対して、そのファンク

ション（機能）を遂行するために必要なスキルを紐付けた。ワークショップで提供され

たスキルのテンプレートは、ＩＴスキル標準のスキル領域を基に作成されていたため、

標準的なスキル表現や社内になじみのない用語（ビジネスインテリジェンスやトポロジ

ー図など）がいくつか用いられていたが、「標準」を重視し、あえて簡易な用語に置き換

えることはしなかった。これは、外部展開の強化を目指していることから、業界内で使

われている用語を社内に浸透させたいという狙いがあったためである。１つ１つのスキ

ルを吟味しながら作成したスキルセットは、人材育成の方針を反映した充実した内容と

なった。（図３．７．１）  

 

図３．７．１ スキルセット（一部抜粋）       出典：ＫＡＳＩＸ  

← ＫＡＳＩＸ独自業務追加 
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３．８ キャリアフレームワークの策定 

次に自社のビジネスモデルにあった１０種類の人材モデルと７段階のレベルを設定し、

キャリアフレームワークを策定した。（図３．８．１）  
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（BE） （SS） （ITC） （PM） （AE） （AD） （ITSM） （ITSS） （CS） （CT）
プロフェッショナル

全社的な業務、関連組織が社内外で複数に渡る複雑な業務、
高い確実性を求められる業務を主体となって推進するレベル。

エキスパート

実績に裏打ちされた独自の専門スキルを活かし、担当業務を
リードするレベル。発見された業務上の課題解決を最適な解決
策をもってリードするレベル。

シニア

専門スキルを活かし、担当業務を主要スタッフとして独自です
るレベル。独力で業務上の課題を発見し、自らのスキルを活か
して解決をするレベル。

ミドル

限定的、部分的なタスクを独力で遂行するレベル。上位レベル
の指導下で、業務上の課題発見と解決をするレベル。

アシスタント

基本的な業務については一部を上位レベル者のサポートを受
けながら実施できるレベル。

ジュニアアシスタント

上位レベル者のサポートを受けながら限定された役割を遂行す
るレベル。

エントリー

必要最低限な基礎知識を有しているレベル。

Ⅴ

Ⅳ

Ⅰ

Ⅲ

Ⅱ

Ⅶ

Ⅵ

 

図３．８．１ キャリアフレームワーク       出典：ＫＡＳＩＸ 

 

キャリアパスは、  

・ ＩＴサービススタッフ  →  ＩＴサービスマネージャ  →  ＩＴコンサルタント  

・ アプリケーションデベロッパー  →  アプリケーションエンジニア  →  プロジェクト

マネージャ、ＩＴコンサルタント  

の２つのパスが中心となる。  

 

 また、レベル基準は、ＩＴスキル標準のレベルを参照し、エントリーからプロフェッ

ショナルまでの７段階とした。  
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３．９ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

 次に、人材モデルが担当する機能を明確にするために、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデ

ルを縦軸に、人材モデルを横軸に置き、マトリックス表を作成した。  

マトリックスのマスには、各人材モデルが主として責任を持つ担当領域（コア：１）と、

従たる担当領域（サブ：０）を設定した。（図３．９．１）  

 このマトリックスを作成することによって、人材モデルと機能が紐付いた。それぞれ

の機能にはスキルが紐付いているため、この時点で人材モデル毎に必要なスキルが明確

になったのである。  

 

図３．９．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋） 

出典：ＫＡＳＩＸ 

 

３．１０ 現状の分析 

こうして完成したスキルセットを使い、社員のスキル評価を実施した。スキル保有状

況の分析結果では、自社のキーマンとなる人材は、コンサルタントやプロジェクトマネ

ージャのスキル、及び、ＩＴサービスマネージャのスキルを有していて、彼らが中心と

なることで円滑にプロジェクトを運営できていることが把握できた。  

これは、市の仕事を一次請けで実施してきたことにより、提案力やマネジメント力を

つけることができたことと、キャリア採用によりスキルが押し上げられたためであると

考えた。但し、これらは数名の人材に偏っており、人材の層が厚いとはいえない状況で

あった。一方、経験年数が多いが保有スキルが少ない人材が見られた。その理由は、長

年柏崎市中心の業務を行ってきたため、幅広いスキルを身につけることができなかった

ためであると推測される。  
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また、営業スキルが他のスキルと比べて低いのは、民間企業への営業の機会が無かっ

たためであると考えた。（図３．１０．１）  

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．１ キャリアフレームワーク上のレベル分布図（スキル保有状況）  

 出典：ＫＡＳＩＸ 

 

 次に、キャリアフレームワークとは別に組織力を把握するために機能単位のフレーム

ワークを作成した（図３．１０．２）。このフレームワークを参照することで、マネージ

ャは組織の技術力を機能単位で確認することができる。例えば「重要であるにもかかわ

らず、スキルが不足している機能」は、緊急に強化すべきポイントであることが即時に

把握できるのである。マネージャには、「人材像」を軸にしたキャリアフレームワークと、

この「機能」を軸にした機能単位のフレームワークの２つを参照し、組織力全体の強化

を図るだけでなく、個人のキャリアパスを意識した育成を行うことが求められる。  

 今後、人材育成のＰＤＣＡを運用するにあたって、どのように２つのフレームワーク

を活用するのかを具体的に示すことが重要だと考えている。マネージャが部下の指導を

効果的に実施できるよう、運用マニュアルの整備を進めている。  
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※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．２ 機能単位フレームワーク上のレベル分布図（一部抜粋）  

出典：ＫＡＳＩＸ 

４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の、経営や現場からの評価 

社員一人ひとりのスキルレベルが見える化されたことで、会社にとっても社員にとっ

ても良い効果が現れている。主な効果として次の３つが上げられる。  

 

・ 社員に芽生えたスキルアップの意欲  

・ 社員と組織の育成ポイントの明確化  

・ 経営判断に活用できる情報（組織の強み・弱みなど）の取得  

 

今後はこれらを有効に活用して自律した人材を育成し、組織力を高め、顧客に喜ばれ

厳しい競争に生き残る強い企業にしていきたいと考えている。  
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４．２ 運用プラン 

 現在、社内で人材育成委員会を立ち上げ、２０１０年４月からの本番運用に向けて準

備を進めている。  

この人材育成委員会では、ワークショップでまとめた要求分析の結果に沿った教育計

画を立案し、組織で人材育成に取り組むようにする予定である。  

 育成のＰＤＣＡは、社員がスキル目標を設定し、半期毎の実績評価の際に上司と面談

を行い、今後のキャリアやスキル向上に関する目標設定を実施するという流れを想定し

ている。  

 

４．３ メリットを感じられたこと 

 経営者、役員がＩＴスキル標準の導入、啓発活動に積極的に関与したこともあり、社

員は自身のスキルに対する意識が高まった。社員は自分のスキルレベルが確認でき、レ

ベルアップするには何をすれば良いかが分かり、スキル向上意欲が上がっているように

感じられる。  

 

４．４ 今後取り組むべき課題 

顧客満足を実現するためにも、社員一人ひとりのスキル向上は必須であり、ＩＴスキ

ル標準を有効に活用し続けることが重要である。そのために、次の活動計画を推進する。  

・ ＩＴスキル標準の定着化  

目標管理をＩＴスキル標準と関連付けて展開し、今後のキャリアマップをイメージ

して目標設定する。また、上司によるスキル向上のアドバイスも実施する。  

・ 定期的な見直し  

人材育成のＰＤＣＡを運用するうえで必要な構成物（要求分析、Ｔｏ  Ｂｅファンク

ションモデル、人材モデル定義、スキルセット（コンピテンシーも含めて検討）な

ど）を、人材育成委員会が定期的に見直し、改善する。  

・ 全社教育計画の策定  

ＩＴスキル標準を基盤に、企業としての強みを伸ばし、弱みをカバーするための全

社的な教育プログラムを策定する。  
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５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた南雲氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。 

 

「人材を育成するためにＩＴスキル標準は非常に便利なツールである。その良さは自

分たちで試してみないと分からない。担当者の方は尻込みせずに是非試してほしい。  

また、今回我々はワークショップという形を利用して導入したが、コンサルタントに

よる適切なコンサルティングによるところが大きいと感じている。中でも豊富な導入事

例に基づいたテンプレートはＩＴスキル標準の知識が不十分な我々には非常に大きな拠

り所となった。 

ノウハウを持ったコンサルタント、実績のあるテンプレート、先行して導入している

企業の事例などを有効活用することが成功のポイントと考える。今回の我々の事例もそ

の一つになれば幸いである。」  
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ＩＴスキル標準導入事例：キーウェアソリューションズ株式会社 

導入推進者：人材開発室 山村富教氏 

 

 

 

 

 

１．会社概要 

■社名 キーウェアソリューションズ株式会社 

■設立 １９６５年５月１１日（２００１年１月１日社名変更） 

■代表者 代表取締役会長 八反田 博 

  代表取締役社長 中島 哲二 

■従業員数 １，３５４名（２００９年３月３１日現在・連結） 

■資本金 １７億３７百万円（２００９年３月末現在） 

■売上高 ２３２億３８百万円（２００９年３月期・連結） 

■所在地 東京都新宿区新宿三丁目１－１３ 京王新宿追分ビル８Ｆ 

■主要法人株主  

日本電気株式会社 

株式会社ジェイアール東日本情報システム 

日本ヒューレット・パッカード株式会社 

株式会社三井住友銀行 

住友生命保険相互会社 

 

■連結子会社 キーウェアサービス株式会社、キーウェアマネジメント株式会社 

  キーウェア北海道株式会社、キーウェア西日本株式会社 

  キーウェア九州株式会社、株式会社クレヴァシステムズ 

■事業内容  

・システム開発事業（アプリケーションシステムの構築に関する業務お

よびインフラ関連のシステム開発に関する業務） 

・総合サービス事業（システムインテグレーション業務／サポート・サ

ービス業務／販売業務／パッケージ業務） 
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２．企業戦略 

２．１ 経営戦略 

キーウェアソリューションズ株式会社（以下、キーウェアソリューションズ）では、

これまで培ってきた技術力、業種・業務ノウハウを核として、経営とＩＴの統合コンサ

ルティングからシステムの開発、運用・保守まで、事業間の連携を重視した幅広い事業

展開で、顧客満足度の向上を目指している。以前は受託開発が大きな比重を占めていた

が、現在は高収益の確保に向け、総合サービスへの転換、ソリューション・ビジネスの

強化を経営戦略の重要テーマに位置づけている。 

 

２．２ 人材戦略 

キーウェアソリューションズとグループ企業（以下、キーウェアグループ）の人材戦

略は次の点に集約される。これはＩＴスキル標準にいち早く着目した理由でもある。 

『「強い現場」作りを通じて３Ｓ＋Ｓ（Ｓｐｅｃｉａｌｉｔｙ，Ｓｉｍｐｌｅ，Ｓａｆ

ｅｔｙ＋Ｓｐｅｅｄ）を追及』 

・明確なキャリアプランを描ける職場 

・従業員と会社がお互いに成長できる職場 

・働きやすく人に勧められる職場 

・顧客満足度、従業員満足度の向上 

・事業改革のスピード向上 

・従業員の「技術力」をビジネスの核に、これを強化する育成施策と人事制度を推進 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の経緯 

キーウェアソリューションズは、２００２年にリリースされたＩＴスキル標準の導入

を２００３年から推進し、ＩＴスキルの把握を目的とした評価の仕組みとして活用する

と同時に、スキルのレベルに準じて報酬額を決定する給与体系も一部で導入した。同社

の取り組みの大きな特徴は、この初回導入に失敗したものの、再挑戦によって自社に適

した人事制度を整備し、社内への定着を実現したことにある。全体の経緯は次のとおり

である。 

 

２００２年：ＩＴスキル標準リリース 

２００３年：ＩＴスキル標準によるＩＴスキル評価導入を準備 

２００４年：管理職へＩＴスキル評価を導入 

２００５年：評価対象を全社員に拡大 

２００６年：社員満足度調査実施により課題が顕在化 
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２００７年：外部コンサルタントを招き「ＩＴスキル標準 Ｖ２．０」をベースとした

人事制度改定に着手 

２００９年：改訂版人事制度の施行 

 

３．２ 初期導入 

３．２．１ 目的と背景 

キーウェアソリューションズが、ＩＴスキル標準のキーウェアグループへの導入を決

断した背景には、ビジネスの核となる従業員の技術力強化と育成に対する企業の強い意

志に加え、次のような経営判断があった。 

 

（１）政府が提唱するＩＴスキル標準への準拠 

政府が公開したＩＴスキル標準が、将来的に官公庁の入札要件になると予測した。

いち早く導入することで、ＩＴスキル標準に準拠した高度ＩＴ人材の確保とビジ

ネスチャンスの拡大を目指したということである。また、キーウェアグループで

は、高い技術力を確保するために、さまざまな技術資格の取得を推奨し、実績を

残してきた。その前向きな取り組みの姿勢が現れた結果でもある。 

（２）職能資格制度（人事制度）の浸透 

キーウェアグループは人事制度に職能資格制度を採用しているため、昇格なしに

は報酬（給与）が上がらない。そこで各従業員の技術力アップの意欲を高めるた

めに、保有技術に応じた報酬制度の導入を検討しており、ＩＴスキル標準がこの

ニーズに合致した。 

 

ここでキーウェアソリューションズでは、これらの目的達成のために、ＩＴスキル標

準を変更せずそのままで導入する必要があると判断し、次の方針を明確化した。 

・ＩＴスキル標準のフレームワークをそのまま採用し、業務スタッフ用の職種を独自に

追加 

・スキル項目はＩＴスキル標準のスキル熟達度定義を原文のまま採用 

・各従業員は、職種／専門分野を１つ選択してスキルレベルを評価 

・判定結果を上長が評価・確定し、その結果に基づいてスキル給を決定し支給 

 

３．２．２ 予測できなかった重要課題 

ＩＴスキル標準のフレームワークやスキル熟達度の定義をそのまま採用した理由は、

広範囲にわたるキーウェアグループの事業領域で求められる職種・専門分野をほぼ網羅

していたことにある。そのため、各職種・専門分野の分け方について違和感を持つこと

もなかった。また、そのまま採用したことで、報酬制度の移行も含めて約１年と比較的
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短期間での導入を実現した。 

新たに制定した報酬制度により、「従業員の報酬は保有スキル（技術）に応じて支払わ

れる。会社は従業員の技術を評価する」という方針が浸透したが、運用を通じて次のよ

うな課題が表面化してきた。 

 

・スキル項目の表現が汎用的なために、解釈に個人差が発生 

・プロジェクト規模など、現在のビジネス環境では達成できない指標があり、正確な診

断が困難 

・実際の業務で要求される複数の職種・専門分野にまたがるスキル評価が不可能 

・保有スキル評価が主体となり、各従業員のスキルアップ活動への活用が困難 

 

これらの課題に共通するのは、自社の実態との乖離である。キーウェアソリューショ

ンズでは、これらの失敗を教訓に、２００７年から「ＩＴスキル標準 Ｖ２．０」をベー

スとした人事制度改定に着手した。 

 

３．３ ＩＴスキル標準の再導入 

３．３．１ ＩＴスキル標準の捉え方 

山村氏をはじめキーウェアグループの導入推進メンバーは、まずＩＴスキル標準の内

容と、その活用方法を徹底的に理解することからスタートした。メンバーは、関連資料

の調査、ＩＰＡやＩＴスキル標準に詳しい団体（スキル標準ユーザ協会など）が主催す

るセミナーへの参加などにかなりの時間をかけた。ＩＴスキル標準のコンセプトの理解

と、自社への導入方法を確実なものにし、自信を持って社内のコンセンサスを得ること

が必要だったからである。これらの活動を通じて、その後の指針となったのは、２００

７年にリリースされたＩＴスキル標準 Ｖｅｒ．２．０の概要編「ＩＴスキル標準適用上

の留意点」にある次の記述である。 

「ＩＴスキル標準は、基準や仕様ではなく、参照モデルである。（中略）ＩＴスキル標

準は、人材の育成に関わる様々な立場の人が、共通の認識を持つために参照する指標

である。『標準』といっても、自社のビジネス戦略の実現に必要な部分だけを参照すれ

ばよい。」 

メンバーは「この考え方を徹底すれば、自社のビジネスに合わせて使いやすいものに

改善し、抱えている課題を解決できる」と判断し、ＩＴスキル標準Ｖｅｒ．２．０を活

用した再導入計画（改訂計画）の検討に着手した。 
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３．３．２ 基本方針 

導入推進メンバーは再導入計画の策定にあたり、次の４つの基本方針を明確化した。 

 

（１） 事業目標を達成するために必要な人材像を具現化 

（２） 当社の事業遂行に必要なスキルを従業員に理解しやすい言葉で再定義 

（ＩＴスキル標準を活用し各セクション責任者を中心にスキルセットを再構

築） 

（３） 育成活動の骨格作り（報酬制度の検討に先立ち、従業員の育成活動に活かす視

点で制度を再構築） 

（４）「ビジネスに貢献する人材」を公正に評価する「評価システム」を再構築 

 

３．３．３ 改定委員会の構成と活動内容 

再導入を進めるにあたっては、改定委員会を組織した。委員長には人事担当役員が就

任し、各事業の部門長または代行２４名のメンバーが参画することで、委員会の総意が

全社の上位管理者の総意となるような構成とした。これは、人事制度に連結することが

計画に入っているため、従業員に公表される討議経過や討議結果に、経営層を含めた上

位管理者が全面的な支持を示していくことが重要だという判断に基づく。 

詳細な検討はワーキンググループで実施したが、ここにも課長・部長クラスが参画し、

合宿討議も含めて１５回以上の会議を実施しながら導入を進めていった。また、再導入

の作業では失敗が許されず、理解不足を補うことや効率的な進め方を実現するために専

門のコンサルティング企業に支援を依頼した。 

 

３．４ 再導入の流れ 

再導入は図３．４．１に示す流れに沿って、約半年の期間をかけて実施した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図３．４．１ 導入の流れ    出典：キーウェアソリューションズ 
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 ＩＴスキル標準をそのまま導入するのではなく、キーウェアグループの事業戦略や企

業風土を十分に反映させるために、最初の要求分析作業には十分な時間をかけた。また、

機能分析の作業では、組織として必要な機能に着目し、現状だけではなく将来必要とな

る機能も含め定義した。社外コンサルタントの支援により、ＩＰＡ発行の「ＩＴスキル

標準 活用の手引き」と、ほぼ同様の手順で進めることができた。 

 

３．４．１ 要求分析 

最初のステップとなる「要求モデル」は、役員へのインタビューやハイパフォーマー

の行動特性、人材像としての職能資格等級制度の資料、中期経営計画などをインプット

にして作成した（図３．４．１．１）。必要なのは、事業戦略に基づくモデル作成だが、

事業戦略は数字の積み上げであり、これを人材像や機能に落とし込むことが困難だった

ためである。「ビジネス戦略に不可欠な機能や人材像、特に現在不足している点、育成活

動に対する思い」をインプットとしたこと、全事業の部門長が参画したことで、最終的

には自社に必要なあるべき姿を形作ることができた。ワーキンググループの各メンバー

は、作成した要求モデルに対し、「どの部分が、所属部門に与えられた期待なのか」に注

目しながら、共通認識を醸成していった。 

 

図３．４．１．１ 要求モデル（一部抜粋） 出典：キーウェアソリューションズ 
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３．４．２ 機能分析と人材モデル策定 

要求モデルをインプットとして「機能（業務）分析」（Ｔｏ Ｂｅファンクションモデ

ル）、と「人材モデル」を策定した。 

業務内容の詳細は、過去や当時の人事制度資料「課業定義書（職掌定義）」、「職能管理

能力定義書」から抽出し、プロジェクト管理やシステム開発などの機能に関する資料は、

各事業部選出のワーキンググル―プメンバーが持ち寄った。これらを照らし合わせたり

する作業を繰り返し、キーウェアグループ共通の「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」を

策定した。（図３．４．２．１） 

 

図３．４．２．１ Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル （一部抜粋） 

出典：キーウェアソリューションズ 

 

人材モデルの策定では、メンバー間で非常に活発な議論が行われた。初期導入後の約

３年間の運用を通じて、メンバーがＩＴスキル標準で定義された職種・専門分野と、自

部門や自身の業務範囲との違いを実感していたことで、より自分たちが使いやすいもの

にしたいという気持ちが表れたためである。 

策定した人材モデルは、「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」で定めた機能に割り当て

た。（図３．４．２．２） 

この作業は、各人材モデルをリードするメンバーが中心となり、各部門の意見を吸い

上げながら個別討議を繰り返した。現場リーダーが参画することで、ワーキンググル―

プの推進力を高められると考えたためである。 
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図３．４．２．２ 人材モデルと機能の関連付け （一部抜粋） 

出典：キーウェアソリューションズ 

 

３．４．３ スキルセットの構築 

スキルセットは、「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」の各機能にスキルを紐付けて構

築した。これは１つひとつの機能に「この仕事を行うために必要なスキルは何か」を定

義していく作業で、現場で必要なスキルの正確な把握がポイントとなった。たとえば初

期導入では、スキル熟達度と達成度指標をそのまま利用していたために「業務との隔た

り」、「抽象的で理解し難い文言」が課題として指摘された。そこで再導入のスキルセッ

ト構築では、次の点に留意した。 

 

・スキル熟達度に基づいたスキル項目をたたき台として用意 

（スキル標準ユーザー協会のスキル定義コンテンツを活用） 

・ワーキングメンバーの各業務担当分野の代表者が必要なスキル項目を評価し、必要

に応じて用語を変更 

・分野ごとに関係者全員がチェック 

 

また、構築の過程では、要素技術（特定製品の知識、開発言語や開発ツールなどの技

術、手法）の適用方法が論点となった。実業務では、長期的な視点で育成したいスキル

と、目の前のビジネスに直結する要素技術の習得の両方が求められる。特に後者は具体

的であり、関心が高い。 

しかし、討議の結果、各従業員の主要な要素技術の保有状況は把握する必要はあるが、

人材育成や評価の対象とはしない方針を明確化した。これは「要素技術は従業員個別の

育成目標のマイルストーンとして利用するのは有効だが、頻繁な更新が必要であり、指
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標として適さない」という判断に基づく。 

 

３．４．４ 人材モデル詳細定義とフレームワーク策定 

最終的に、キーウェアグループのビジネスに求められる職種／専門分野は８職種１７

分野を定義し、レベルは、新卒従業員が該当するレベル１から、会社を代表する最高レ

ベル（レベル６）までの６段階で設定した。 

初期導入では、ＩＴスキル標準のキャリアフレームワークに定義された７段階のレベ

ルをそのまま利用したが、従業員の評価が特定レベル（下位レベル）に集中してしまう

傾向があった。その理由は、ＩＴスキル標準のレベル感に合わせたものを採用したため、

自社の実態よりかなり高い能力がレベル判定条件になってしまうからである。今回改訂

した自社フレームワークに実態を反映したことで、各レベルに対する理解も深まり、従

業員がフレームワーク上でバランスよくキャリアプランを描けるようになった。また、

全社の人材分布を的確に把握できるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．４．４．１ キャリアフレームワーク 

出典：キーウェアソリューションズ 

 

４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

再導入によって「キーウェアスキル標準」を策定したことで、次の２つの導入基本方

針を実現した。 

 

（１） 事業目標を達成するために必要な人材像を具現化 

（２） 当社の事業遂行に必要なスキルを、従業員に理解しやすい言葉で再定義 
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 改訂委員会は、「キーウェアスキル標準」を運用しながら、残る２つの基本方針であ

る「（３）育成活動の骨格作り」と「（４）ビジネスに貢献する人材を公正に評価する評

価システムを再構築」という基本方針の実現に向けた取り組みを開始した。これらはＩ

Ｔスキル標準導入後の「活用」に当たるもので、初期導入当時は、ＩＰＡ発行「ＩＴス

キル標準 活用の手引き」に記載されているような手順は確立されておらず、改訂委員

による手探りの活動となった。 

 

４．１ キーウェア・コンピテンシー標準の作成と活用 

「（４）ビジネスに貢献する人材を公正に評価する評価システムを再構築」という基本

方針に対しては、「コンピテンシーモデル」を導入し、「真にビジネス成果を挙げる人材」

を定義することを決定した。議論を繰り返す中で、「キーウェアスキル標準に定義したス

キルだけでビジネスに貢献できるとは限らない」、「専門スキルだけではなくヒューマン

スキルも評価すべきではないか」といった指摘があったためである。 

「コンピテンシーモデル」策定は、既存の人事制度のベースとなっている職能定義書、

キーウェアグループのトップのメッセージ、キーウェアグループの行動規範、さらにハ

イパフォーマーの行動特性結果を整理することから始めた。初期導入時のように抽象的

な項目としないことに留意し、コンサルティング会社から提供されたたたき台を絞り込

み、定義内容の見直しを繰り返して「キーウェア・コンピテンシー」を定義した。 

（図４．１．１） 

 

図４．１．１ キーウェア・コンピテンシー （一部抜粋） 

 出典：キーウェアソリューションズ  
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４．２ 育成活動と評価システムの再構築 

改訂委員会では「キーウェア・コンピテンシー」と、「キーウェアスキル標準」の２つ

を総合的に活用することで、「育成活動」と「評価システム」を両立させる取り組みを開

始した。その基本方針は次のとおりである。 

 

・キーウェアグループのビジネスに貢献する人材育成施策の実施と「キーウェア人材モ

デル（職種・専門分野）」の定義 

・従業員のキャリアプランに則したキーウェア人材モデルの定義 

・現業務に直結するスキル（コアスキル）の評価比重を高くした保有スキル評価による、

職種／専門分野を横断した評価の実現 

・「キーウェア人材モデル（職種・専門分野）」のレベル判定と切り離すことで、育成活

動との両立を確保 

・「キーウェアスキル標準」に加えて、「キーウェア・コンピテンシー」を使った評価尺

度を設定 

・目標達成に向けた（成果を出す）行動をコントロール（指導育成）するための基準と

して「キーウェア・コンピテンシー」を活用 

 

これらの方針に基づき「評価システム」を構築し、「育成活動計画」（年間育成プロセ

スを定めてＰＤＣＡを展開）を策定した。 

 図４．２．１にスキル構成と、評価・処遇体系の関連を示す。給与は、専門スキル

給、個人業績給、等級給、コンピテンシー給の４種類あり、等級給とコンピテンシー給

を合わせて資格等級給としている。 

専門スキルの評価だけではなく、コンピテンシー評価と業績評価を組み合わせること

で、成果を上げビジネス貢献のできる人材を正当に評価できるというのが、キーウェア

ソリューションズの考えである。 
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図４．２．１ キーウェアグループ スキル構成と評価構造 

出典：キーウェアソリューションズ 

 

各給与と評価方法の概要は次のとおりである。 

 

（１）個人業績給 

目標管理による業績考課（部門別での相対評価）により算出する。 

（２）専門スキル給（キーウェアスキル標準によるスキル考課） 

「コアスキル」保有状況により、総合スキルレベルを決定し報酬へ反映する。 

キーウェアスキル標準として定義したすべてのスキル項目の中で、核となる基本ス

キル「コアスキル」を主たる評価対象とする。 

（３）資格等級給 

次の２つの要件にで、評価・算出する。 

・昇格・降格審査による資格等級（１～５段階） 

・コンピテンシーによる行動考課（キーウェアグループ従業員として当該等級で期

待される行動が取れているかを評価） 
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４．３ 今後取り組むべき課題 

各組織で人材モデルを目標とした育成活動を推進する骨組み、本来の目的「人材育成」

のために活用されるベースラインの整備は完了した。だが、キーウェアソリューション

ズでは、人材育成を促進するための、次の検討課題を認識している。 

（１）スキルアップのための具体的活動を支援するガイド作成 

個人への依存を回避し、育成目標として設定した「スキル」向上のために何を

させればよいか、どんな仕事やアドバイスかといったノウハウを網羅して、本人

や管理者が共有するガイドを指す。 

（２）責任者の明確化 

一般的には業務に密着している点で、プロジェクトマネージャがメンバーの育

成に責任を持つのが望ましいが、従業員の中には、年間１００近い短期間のプロ

ジェクトに横断的に携わる者もいる。プロジェクトマネジメントとラインマネジ

メントが混在している状況の中で、誰が育成に責任を持ち、評価するのが適切か

を明確にし、体制的に担保できる仕組みが必要になっているのである。キーウェ

アソリューションズでは、「プロジェクトマネジメント」よりむしろ「ヒューマン

リソース・マネジメント」、「ラインマネジメント」のできる、組織の核となる人

材育成を計画的に推し進めていく予定である。従業員の資質を見極めて目標をア

ドバイスする、候補者を厳選し、ビジネス目標を達成するために集中的に育成す

る活動を目指しているということである。 

 

また、全く別な観点では、技術の伝承を効果的に、推し進める仕組み・風土の醸成も

課題として認識しており、検討に着手している。「メンター制度」や「グループ制」など

の制度も重要だが、絶対的な「師弟関係」の構築により稀薄な人間関係を打破し、師が

ＩＴ職人としての思いを込めて弟子を育成していく風土を作る構想である。 

 

５．導入される方へのメッセージ 

ＩＴスキル標準の導入、運用をリードしてきた山村氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする方、過去の取り組みを見直したいと考えている方へのメッセージをい

ただいた。 

「終始、“育成の視点”で、“どう育てていくか”をイメージして組み上げていかなけ

れば、よいものはできないと思います。目的はいろいろあって構いませんが、ビジネス

戦略、事業戦略から入る手順をきちんと踏み、スキルセットを作り上げるだけでは魂が

こもらないし、歪みが生じます。人をイメージして、従業員をイメージして、魂を込め

て進めてください」 
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ＩＴスキル標準導入事例：キムラユニティー株式会社 

導入推進者：ＩＳ事業部 総括室 人財育成担当マネージャー 岡本昌彦氏 

 

 

１．会社概要 

■社名    キムラユニティー株式会社（ＫＩＭＵＲＡ ＵＮＩＴＹ ＣＯ，．ＬＴＤ） 

■設立    １９７３年１０月１日  

■代表者  代表取締役社長 木村 幸夫  

■社員数  １，６６５名（２０１０年３月現在）  

■資本金  ３５億８，０３５万円  

■売上高  連結 ３７，９６９百万円（２００９年３月期）  

■所在地  本店 愛知県名古屋市中区錦三丁目８番３２号  

■子会社  ビジネスピープル株式会社  

ＫＩＭＵＲＡ , ＩＮＣ．（アメリカ合衆国  サウスカロライナ州）  

天津木村進和物流有限公司  （中華人民共和国  天津市）  

広州広汽木村進和倉庫有限公司（中華人民共和国  広州市）  

■関連会社 株式会社  ユーネットランス  

ＴＫ  Ｌｏｇｉｓｔｉｃａ  ｄｏ  Ｂｒａｓｉｌ  Ｌｔｄａ．  

（ブラジル連邦共和国）  

ＴＴＫ  Ｌｏｇｉｓｔｉｃｓ  （Ｔｈａｉｌａｎｄ）  Ｃｏ．，  Ｌｔｄ．  

（タイ王国）  

ＴＫ  Ｌｏｇｉｓｔｉｃａ  ｄｅ  Ｍｅｘｉｃｏ  Ｓ．  ｄｅ  Ｒ．Ｌ．   

ｄｅ  Ｃ．Ｖ．（メキシコ合衆国）  

■事業内容   

・物流サービス事業  

・自動車サービス事業  

・情報サービス事業  

・人材サービス事業  

・海外事業  
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キムラユニティー株式会社は創業以来自動車産業と密接な関係を持ちながら、日本国

内ばかりでなく北米・中国をはじめとする海外においても、物流サービス事業、自動車

サービス事業、情報サービス事業、人材サービス事業の各分野で複合的なサービス・製

品・商品を提供するグローバル企業である。  

 

キムラユニティー株式会社には、ＩＴに関わる組織としてＩＳ事業部以外に、主に本

社機能と自動車リース・整備事業の社内システムを担当する管理本部情報システム部、

物流事業の社内システムと物流事業の顧客への外販を担当するロジスティクス・サービ

ス事業本部物流企画部がある。  

キムラユニティー株式会社 ＩＳ事業部（以下、キムラユニティー）は、外販に特化し

た組織である。（図１．１）  

 
図１．１ ２００９年度組織図  出典 キムラユニティー株式会社  
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２．企業戦略 

２．１ 事業方針 

 キムラユニティーでは「お困りごとにＩＴ技術でお役立ち」というスローガンで常に

顧客のニーズを的確に捉え、ベストなソリューションを提供できるよう日々進化する姿

勢で取り組んでいる。  

事業の範囲としては、システム構築の上流工程から開発、導入、保守までのトータルな

サービスを高品質で提供することを目指している。また、業務改善支援等のコンサルテ

ィングサービスを提供することで、顧客の潜在的なニーズに応え、顧客満足度を向上さ

せることも重要な目標である。  

 

２．２ 人材育成の方針 

 キムラユニティーでは、変化が激しい顧客のニーズを的確に捉えて真のソリューショ

ンを提供するには、人材無くしては実現できないと考え、狙いを「個人の能力と組織力

の向上」としている。重点ポイントとしては、次の３つが挙げられる。  

・ＣＳ向上のプロセスを実践できる「人財」の育成  

・「自ら成長する自立成長型人財」の養成  

・能力・成長の公平評価とＥＳの向上  

（※キムラユニティーでは人材を「人財」と表記するため、ここではその文字のまま掲載） 

 

終身雇用と年功序列の時代から成果主義の時代へと変化する中で、会社と社員との関

係や役割を明確にした上で人材育成施策・キャリア形成プランを実践することを重視し

ている。  

 

また、次の経営目標を達成することを意識した人材育成を行っている。  

・顧客が求める技術の変化への対応力強化  

・システム化企画から稼動後の保守サービスまでの全工程を請負う体制強化  

・プロジェクト管理と強いリーダーシップによるシステム利用部門の牽引役の育成  

 

２．３ 人材育成についての課題 

従来、事業計画とは連動せず人材育成施策を実施していた。そのため、人材育成の計

画性に欠け、その有効性が見えなかったため、２００４年度から人材育成計画を中期事

業計画に連動させ、重点育成課題を設け人材育成のフレームワームと年間計画を策定し

た。運用母体として新たに「人財育成委員会」を設置し、施策作り、推進、監視、是正

の役割を持たせる一方、施策の企画・支援を担当する「人財育成専任者」を配置して人

材育成体制を強化した。  
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しかし、「人財育成委員会」で、現場・各部署などを対象に人材育成に関する評価の聞

き取りを実施した結果、次のような課題が洗い出された。  

・年間育成計画と現場ニーズの不一致  

・部署間における育成施策のばらつき  

・描きにくいキャリアパス  

・不明瞭な社員の強み弱み  

 

現在の人材育成の仕組みでは改善の限界であると感じ、総合的で体系的な人材育成の

仕組みへの抜本的な見直しが必要であると考えた。  

 

 キムラユニティーが求める「自ら成長する自立成長型人財」を育成するには、会社が

求める人材モデルを明確に示し、社員・上司のコミットメントを得てキャリアアップを

していくための人材育成の新しい仕組みが必要であるとし、実現するための施策を次の

ように考えた。  

 

（１）スキルの見える化  

    社内の共通の「モノサシ」をつくり、組織として、個人としての「強み・弱み」を

明確にし、評価、育成の適正化を図る。また、キャリアパスを示すことで、各社員

が「ありたい姿」を描き、明確な目標を持って能力の向上に取り組めるようにする。  

（２）「人財育成委員会」の強化  

    社員一人ひとりの育成計画やキャリアシートを基に、中長期・短期でのスキルアッ

プ施策を策定するという役割を委員会に追加した。さらに、管理項目を、研修受講

率や予算執行率などの手段の管理から、重点育成項目、到達目標、育成成果という

効果の管理へと変更し、社員一人ひとりの成長度合いを評価する役割も担う。  

（３）研修プログラムの体系化  

     キムラユニティーにおいて体系立てた効果的な必須研修コースを設け、必要なス

キルを必要な時に社員へ提供できるようにする。  

（４）ＩＴスキルの向上  

     キムラユニティーにおいて必要と考える人材モデル・機能・スキル等を、ＩＴス

キル標準を参照モデルにして整備するとともに、ＩＴスキルの向上に向けたＰＤ

ＣＡサイクルの運用を確立させる。  

 

キムラユニティーでは、上記施策を実践する人材育成の新しい仕組みを「ＩＴＥＳ（ア

イテス）」として構築し、企業運営の中に組み込んだ。（図２．３．１）  

ＩＴＥＳとは、次の３点をインプットとする仕組みである  
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・会社から入る「必要人材の質・量目標」  

・個人から入る「成長目標」  

・会社と個人の双方から入る「育成インフラの提供」と「個人の成長意欲」  

 

このインプットを基に人材育成のＰＤＣＡサイクルを運用する。人材育成のＰＤＣＡ

は目標人材モデルを反映した「キャリアフレームワーク（※キャリアフレームワークに

ついては「３．７ 人材モデル構築」を参照）」が基盤となる。キャリアフレームワーク

を軸にスキル目標を設定し、目標と現状のギャップを把握、スキルアップを推進してい

く仕組みである。このＰＤＣＡを運用した結果として、「人材育成力」向上と、個人のス

キル向上というアウトプットが生み出されることを目指している。  

 

 
図２．３．１ ＩＴＥＳの位置づけ     出典 キムラユニティー株式会社  
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３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入に向けたアプローチ 

ＩＴスキル標準の導入推進者の岡本氏は、人材育成の抜本的な見直しとして、育成の

新しい仕組みにＩＴスキル標準を活用できないかと検討を始めた。  

 まずは、ＩＰＡのＷｅｂサイト・セミナー、スキル標準ユーザー協会（ＳＳＵＧ）の

カンファレンスなどからＩＴスキル標準の情報を入手し、調査・研究を行なった。  

 ＩＴスキル標準には、キャリアフレームワークがあり、職種・専門分野とレベルが定

義されているが、このままでは自社のビジネスモデルとは合わず、活用することは難し

いと判断した。また、ＩＴスキル標準は、「参照モデル」として活用するものであると知

り、 キムラユニティーでは、ＩＴスキル標準を参照しつつ、自社のビジネスモデルに

合った人材やスキルを独自に策定することにした。  

 

３．２ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

２００５年１０月、ＩＴスキル標準の導入プロジェクトが発足した。ＩＴスキル標準

を導入する範囲は「ＩＳ事業部」の１０８名とし、目的は人材育成に絞り込んだ。  

体制は、プロジェクト事務局、専任の推進者を１名（岡本氏）、プロジェクトメンバー

として中堅社員７名（現場のキーマン）および経営層１名（アドバイザー）という構成

である。  

 

 「現場や技術を知らない者が作った仕組み」と社員から評価されると、運用において

弊害となると考えた岡本氏は、各現場のキーマンにプロジェクトへ参加してもらうこと

と、プロジェクトの方向性にブレが生じないように、経営層からの参加を要請するとい

った工夫を行った。  

 

３．３ 導入手順の概要 

 まず、ＩＴスキル標準の職種を参考にし、自社に必要な職種を策定していくというア

プローチを行った。  

キムラユニティーで必要とされる職種を、ＩＴスキル標準に定義されている職種から

４職種（プロジェクトマネージャ、アプリケーションスペシャリスト、カスタマサービ

ス、セールス）を採用し、そこから自社のビジネスに必要なスキルを取捨選択した。ま

た、レベルは５段階とした。  

しかしながら、構築中から次の課題が露見してきた。  

・自社の事業戦略や業務プロセスの推進は、採用した４職種だけで行えるのか  

・必要なスキルが本当に網羅されているのか  
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このままでは「自社の必要人材を表現できている」と説明することができず、スキル

やキャリアパスも曖昧なものになってしまうと感じていた。  

 

この後、ＩＴスキル標準の導入プロセスを学ぶために、岡本氏は「ＩＴスキル標準導

入ワークショップ」に参加、実際に自社に導入する際のシミュレーションを兼ね、トレ

ーニングを受けた。  

ワークショップで学んだ導入プロセスと比較したとき、自社がこれまで進めてきた導

入プロセスには重要な工程が欠けていたと知った。それは、「事業戦略を人材モデルに反

映すること」である。ＩＴスキル標準で定義された職種・専門分野を見本にして人材モ

デルだけをカスタマイズしても、そこに自社の戦略は反映されない。事業戦略を人材モ

デルに反映するためには、まず自社の戦略を明らかにし、戦略を実践するために何をす

るべきかを明確にする工程（３．５ 機能分析に該当）が必要であった。  

戦略を実現するために必要な機能を一覧化し、その機能を実践するためのスキルと役

割分担（誰がその機能を担うか）を明確にすることで、自社に適した人材モデルが構築

できると確信した。  

その後、ワークショップで学んだ企業導入のステップを実践する形で、再度ＩＴスキ

ル標準の導入に取り組むことを決め、プロジェクトを再稼動させたのである。  

 

３．４ 要求分析 

 まずは「要求モデル」をまとめることから始めた。経営計画、中期事業戦略、経営ト

ップへのヒアリングなどから、ビジネスを達成するために「目指すこと」は何かを明ら

かにした。  

 具体的には、次のキーワードを中心に将来のあるべき姿を詳細に記述し、要求モデル

を完成させた。 (図３．４．１ ) 

 

（１）事業規模拡大  

 ・ＣＳ向上（どう向上するのか）  

 ・職場力確保（何が必要か）  

 ・事業領域確保（何をすべきか）  

 

（２）利益確保  

 ・経営プロセスの強化（どう強化するのか）  
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図３．４．１ 要求モデル（抜粋）  出典 キムラユニティー株式会社  

 

  

３．５ 機能分析 

 「要求モデル」でまとめたビジネス目標を達成するためにキムラユニティーでは３年

後にどの様な機能が必要であるかを洗い出し「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」（図３．

５．１）を作成した。  

作成にあたっては「ＩＴスキル標準導入ワークショップ」で使用したテンプレートを

用いて、現場が主体となり実施し、現場が納得するまでレビューを繰り返し、抜けや漏

れがないかチェックした。  
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図３．５．１ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（抜粋）  

 出典 キムラユニティー株式会社  

３．６ スキルセット構築 

 「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」を作成後、スキルセットの構築を実施した。  

 ここで、「この機能（仕事）にどのようなスキルが必要なのか」「なぜこのスキルが必

要なのか」が明確になり、現場にも説明でき、納得してもらうことができた。また同時

に、必要性が明確でないスキルを省くこともできた。  

図３．６．１は、縦軸にスキル項目、横軸に機能を配置したクロスリファレンスであ

る。ここでは、「プロジェクト管理」という機能にどの様なスキル項目が必要かを表して

いる。  

 スキルセットの構築にあたって、ＩＴスキル標準のスキル領域や、スキル熟達度、ス

キルディクショナリや、一部情報システムユーザースキル標準（ＵＩＳＳ）や厚生労働

省職業能力評価基準からスキルを抜粋した。また、自社固有のスキルも紐付けた。   
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図３．６．１ Ｔｏ  Ｂｅファンクションとスキルの紐付け（抜粋）  

 出典 キムラユニティー株式会社  

 

３．７ 人材モデル構築 

 ここまでの工程でまとめた要求モデル、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル、スキルセッ

トを基に、人材モデルとレベルで構成されるキャリアフレームワークを策定した。  

 キャリアフレームワークでは、どのような人材を求めているか、また、どのようにス

キルアップし、コアな人材へと到達してほしいかという目標立てを示すことができた。

人材モデルは７職種、レベルの階層は８レベルとした。  

 図３．７．１がキャリフレームワークである。職種欄に専門分野に相当する区分の表

記がある（「①」の部分）が、これは、同一職種の中でも担うべき機能の「特殊性」、「高

度性」、「後進育成」の要件が大きく異なるため、あえて区分を表記して専門性を意識さ

せている。  

キャリアパスは、アプリケーションスペシャリスト及びカスタマサービススペシャリ

ストからのエントリーになり、上位に進むか、図中の矢印が示すパスとしている。  

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 101 -

 
図３．７．１ キャリアフレームワーク（抜粋） 出典 キムラユニティー株式会社  

 

図３．７．１のキャリアフレームワークに記載している人材モデル概要（①）とレベ

ル評価（②）を次に示す。（表３．７．１、表３．７．２）  

 

表３．７．１ 人材モデル概要       出典 キムラユニティー株式会社  
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表３．７．２ レベル評価     出典 キムラユニティー株式会社  

 

４．導入後の活用と運用 

 人材育成のＰＤＣＡを運用する基盤システムとして、スキル標準ユーザー協会のスキ

ル管理ツール「ＳＳＩ－ＩＴＳＳ」を採用した。２００７年１２月から２００８年２月

の３ヶ月間で実施したスキルの棚卸しを皮切りに、人材育成の仕組み「ＩＴＥＳ Ｖ２」

の運用を開始した。  

 

４．１ 運用後の評価 

 運用当初、管理者・現場に対して聞き取り調査を実施した。管理者からは「組織・部

下の強み・弱みや、ビジネス目標達成するためにどこを強化すればいいかが分かるよう

になった」という意見や、現場からは、「自分の強み・弱みが見え、どのようにキャリア

アップすればいいかが分かるようになった」という肯定的な意見が多く上がった。  

スキルの棚卸し結果をふまえて上長面談を実施することにより、上司・部下のコミュ

ニケーションの活性化が見られるようになり、社員が一人ひとり「自己成長」の必要性

を認識して意識改革の兆しが見え始めた。  

 しかし、反面、管理者からは「スキルの粒度などにばらつきがある。ばらつきを是正

するのに苦労する」、現場からは「スキルの入力に時間がかかりすぎる」という意見が出

た。  

 保有スキルは自己申告による入力であるために社員ごとに基準が曖昧になりやすく、

上司が部下のスキルの見極めに時間が掛かることや、客先に常駐している社員がスキル

管理システムにアクセスできず、スキルの登録や更新できないなどの課題が明確になっ

た。  
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４．２ 運用プラン 

 ＩＴＥＳの人材育成のＰＤＣＡサイクルを運用するため、説明会を実施すると共に、

育成責任者（部門責任者）、育成マネージャ（管理者）、育成対象者（一般社員）ごとの

「運用ワークフロー」および「運用ガイドライン」を作成し、そのＰＤＣＡの明確化を

図っている。  

 図４．２．１にＰＤＣＡサイクルと運用ワークフロー（抜粋）を示す。運用ワークフ

ローでは、一年を通じてのタスクが示されており、いつ、誰が何をするべきかが明確に

なっている。それぞれのタスクの詳細は「運用ガイドライン」に記載されている。  

 

 
図４．２．１ ＰＤＣＡサイクルと運用ワークフロー（抜粋）  

出典 キムラユニティー株式会社  

 

４．３ 今後取り組むべき課題 

 今後、キムラユニティーでは、顧客のニーズを的確に捉えて真のソリューションを提

供する人材を育成するために、２０１０年度から次の活動を開始しようとしている。  

・より現場の実務に適したスキル表現への変更  

・ＪＯＢローテーションへの摘要  

・適正処遇の摘要  

・教育投資効果（育成ＲＯＩ）の明確化  

 

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 104 -

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

 ＩＴスキル標準の導入推進者の岡本氏から、今後ＩＴスキル標準を導入される方に対

してのメッセージをいただいた。  

 

「「何がしたいのか」「どうしたいのか」ということを明確にし、現場を巻き込んで一

体感を持って進めていくことが大切だと思います。また、現場にも活用するツール（導

入プロセスやスキルコンテンツなど）の意味合いやなぜ活用するのか、どう活用するの

かを理解してもらうことで、より精度の高い「しくみ」ができると思います。  

また、運用を軌道にのせ、安定させるためには少し時間がかかるため、拙速に給与制

度と人材育成の仕組みを連動させないことも肝要かと考えます。」  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社サンモアテック 

導入推進者：管理部 マネージャー 浅井裕孝氏  

      

 

 

 

１．会社概要 

■社名   株式会社 サンモアテック（Ｓｕｎｍｏｒｅｔｅｃ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏ

ｎ） 

■設立   １９９０年３月２９日 

■代表者  代表取締役社長 中村 正 

■社員数  １６３名（２０１０年０４月現在） 

■資本金  ２，０００万円 

■売上高  ４，７１３百万円（２００９年） 

■所在地  東京メインオフィス：東京都港区元赤坂１－２－３ 

      大阪メインオフィス：大阪市北区堂島２－１－５ 

■出資会社 サントリービジネスエキスパート（株）、ＴＩＳ（株） 

■事業内容 

・インフラ・ネットワーク設計・構築 

・システム開発（Ｗｅｂ系およびＭｏｂｉｌｅ開発） 

・パッケージ開発／販売 

 

 

株式会社サンモアテック（以下、サンモアテック）は、サントリーグループにおける

情報サービス会社として、ブロードバンド・ユビキタス・オープンスタンダードなどの

技術を活かし、様々なＩＴサービス（Ｂ２Ｃ・Ｂ２Ｂの次世代インターネット・アプリ

ケーション開発、運用・保守サービスなど）を提供している。 
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２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

 ユーザーの立場にたち、新しいインターネット活用ビジネスモデルのデザインをはじ

め、ビジネスプロセスや業務の流れを革新し、ユーザーの業績を向上させるためのＩＴ

活用を提案したいと考えている。技術のプロフェショナル集団として研鑽を積み重ね、

デジタルネットワーク社会の進歩に貢献することを使命としている。 

 

２．２ サンモアテックの特徴 

 サンモアテックは、サントリーのシステム部門が分社化してできた会社ではなく、サ

ントリー社員やＩＴベンチャー系企業等の有志が、当時、ブームだったカードビジネス

や、オープン化推進を基に「何か面白いことをしよう」を合言葉に創立した会社である。

創業後、飲食店向けのＰＯＳ製品の開発・販売や、サントリーがてがけた米国の製品を

日本語化するなどの事業を行ってきた。また、インターネット環境の急速な普及に伴う

サントリーグループネットワーク構築やＰＣ展開等をＩＴ技術面から推進し、独自の技

術力を培ってきた。２０００年前後からサントリーで培った技術力やノウハウ等を基に

グループ外企業への業容拡大も進め、近年はサントリーグループ向けのサービス深化を

図りつつ、サントリーグループのサントリーグループ情報サービス機能の中核を担うべ

く活動を展開してきている。 

 

２．３ 人材戦略 

 サンモアテックはサントリーグループのシステム機能会社という面があることから、

ややもすると「サントリーから言われたことをきちんとやろう」というマインドに陥る

懸念があるが、本来はサントリーグループのカルチャーである「やってみなはれ」精神

を基に、技術力をコアな強みとした主体的な提案をより積極的に仕掛けていくことが必

要と認識している。 

 

 事業内容から、インフラ系やアプリケーション系分野の人材が多数を占めるが、それ

ぞれの分野に留まらず、俯瞰的な視点でより広い視野を踏まえた行動ができるアーキテ

クト系の人材をもっと育成していく必要を認識している。ただし、目の前の相手だけを

視野に入れるのではなく、経営視点、ビジネス視点でシステムを捉えることや、背後に

いる多くのユーザーを見ながら技術力を発揮できるアーキテクトを育てることが必要と

考えている。そして、後進の人材が優秀なアーキテクトに続いて育っていくという連鎖

を理想的な状態として描いている。 
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２．４ 人材育成に対する課題 

 ２０００年頃から急速に会社規模が拡大していったこともあり、規模に見合った人材

育成施策の整備が追いつかなかった。そうした中で、社員からは「キャリアパスが描け

ず、将来への不安がある」「どのようなスキルを身につければ評価されるのかが分からな

い」という不満の声が少しずつ出てくるようになっていた。 

 ２００７年に行った従業員意識調査や、その後展開した職場懇親会等を通じて現場か

らの声を集めたところ、次のような意見が多く出された。 

 

・会社として必要と考える人材像を描ききれていない 

・社員の自己啓発マインドを喚起できていない 

・社員を現場で育成するという風土が形成されていない 

・人事制度への信頼性が低く、社員の育成に繋げられていない 

・キャリアパスが描けない 

・スキルアップしたいが、何をすればいいのか分からない 

 

そうした状況も踏まえて、次の人材育成施策を順次実施することを決めた。 

 

（１）教育研修施策 

     階層別、カテゴリ別に習得すべき知識・スキルを整理して優先順位の高い領域か

ら研修等を企画・実施する 

（２）５％ルール 

    「年間営業日数の５％（約１０営業日）以上を、自己研鑽のための時間に充てなけ

ればならない」という外形的なアプローチで社員の自己研鑽を促す 

（３）ライフキャリア相談制度 

     社員の不安、悩み、疑問等を解消することもキャリア形成に必要と捉えた上で、

将来も含めたキャリア全般の相談窓口を導入する 

（４）人材会議 

     本人が作成したキャリア基本計画書、上司が作成した育成カルテを基に、経営層

も含めた人材会議で社員一人ひとりの育成計画を中長期・短期で検討・策定する 

（５）人事制度 

     現場の若手マネージャによるプロジェクトチームを編成し、課題や解決策を検討

した。単に処遇を決めるプロセスではなく、上司と本人との間で育成・成長につ

いて話し合いがより促進されるような制度となるよう改定する 

（６）ＩＴスキル向上 

     ＩＴスキル標準を参照し、サンモアテックにおいて必要と考える人材像・機能・
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スキル等をＩＴスキルの観点で整備するとともに、ＩＴスキル向上に向けたＰＤ

ＣＡサイクルの運用を検討する 

 

 このように社員が自己の能力を存分に発揮するために、多くの施策を実施した。この

中で「（６）ＩＴスキル向上」とエンジニアのキャリア形成の基盤として活用されたのが

ＩＴスキル標準である。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ ＩＴスキル標準に着目したきっかけ 

 人材育成の課題を明らかにし、必要な施策を打ち出したが、次に進むためには具体的

なノウハウが必要となった。サンモアテックが求める「技術力と提案力を兼ね備えた人

材」を育成するためには、目標達成に必要な人材像をデザインし、それを社員に示した

上で、必要な仕組みを構築しなければならない。 

とは言え、目標人材像を描きつつ、ゼロベースから要求するスキルなどを体系的に設

計するには、それまで蓄積したノウハウが十分でなく、ハードルが高いと感じていた。

そこで、普及が進んでいるＩＴスキル標準の活用の可能性について、２００８年から検

討を開始した。 

 

３．２ 活用事例の調査 

 導入推進者である浅井氏は、ＩＴスキル標準の導入を検討するにあたり、スキル標準

ユーザー協会（ＳＳＵＧ）のカンファレンスや、日本情報システム・ユーザー協会（Ｊ

ＵＡＳ）などで開催されている事例紹介セミナーに参加すると同時に、大手ＩＴ企業を

訪問し、導入の担当者から情報を収集した。そこで得た情報から、次のような考えに至

った。 

 

・大手企業の仕組みをそのまま真似るのは困難 

 大手企業はこれまで長年に渡って整備・蓄積してきた体系的な教育研修施策や、スキ

ル管理と連動した仕組みムを構築し、運用していることが多く、そうした施策体系の

中でＩＴスキル標準の活用を具体化されてきている。また、専門職の認定制度を運用

するなど、多くのものが準備されている。人事等の要員リソースも限られている中、

そうした仕組みをそのまま真似るのは難しく、企業規模に合った活動展開を考えなけ

ればならない。 

 

・ＩＴスキル標準は参照モデル 

先行企業の事例等を見ていると、そのまま自社に当てはめても、自社の実態に合わな
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い専門分野の括りや表現、レベルの設定を適用することになり、必ずしも上手く活用

しきれていないケースが散見された。そうしたことから、ＩＴスキル標準はそのまま

適用するものではなく、自社の実態に合った仕組みを構築していく上で参照すべき材

料であることを認識して活用すべきと考えた。 

 

 以上のことから、ＩＴスキル標準を活用するに当たり、サンモアテックが重視した点

は次のとおりである 

 

・自社独自の考え方での策定 

ＩＴスキル標準を参照しつつ、自社に適した人材像、スキルを策定する。 

・スキル熟達度の参照 

主に、ＩＴスキル標準の考え方やスキル熟達度を参照し、人事など評価に関する指標

に抵触する達成度指標は、当面参照しない。 

 

３．３ ＩＴスキル標準と人事制度との連携 

 ＩＴスキル標準を導入するうえで、社内で議論すべきことの１つとして、人事制度と

の連携があった。 

サンモアテックでは、十分議論したうえで人事制度とは切り離して人材育成の仕組み

を運用することを決めた（表３．３．１）。 人材育成の視点では、人事制度も重要な要

素となるが、評価や処遇と切り離すことで、社員・上司ともにスキル向上により専念で

きると判断した。 

ただし、将来的に人事制度との関係は改めて検討することとし、その旨を社員にも通

知している。 

 

 

表３．３．１ ＩＴスキル標準と人事評価との関連   出典：サンモアテック  
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３．４ ＩＴスキル標準導入のステップ 

 十分な情報収集を行い、自社への適用方法を検討した後に、ＩＴスキル標準の導入を

推進していくことになる。 

２００９年１月、ＩＴスキル標準の導入プロジェクトを発足、その体制は、プロジェ

クト事務局（浅井氏を含む２名）、プロジェクトメンバー（現場のキーマン４名）、外部

のコンサルタント（３名）という構成であった。 

 

 導入プロジェクトの体制を構築するうえで、現場の技術者の協力は重要である。せっ

かくの仕組みも、現場の社員から「現場を知らない推進者が独断で作った」と思われて

は運用の弊害となる。 

サンモアテックでは、現場のキーマン４名をトップダウンで指名し、会議日程を全て

事前に決め、欠席することなく参加するように依頼した。また、会議の中では積極的な

発言を促し、できるだけ現場の意見を反映する形をとった。 

 また、ＩＴスキル標準の導入経験が豊かなコンサルタントを活用することで、事前に

押さえておくべきポイントや、今後出てくる課題を把握でき、事務局はプロジェクトを

円滑に進めることが可能となり、社内調整にも注力することができた。多くのリソース

を割けない状況ではあったが、最適な体制のもと、導入のステップを進めていくことが

できた。 

そのステップは、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に沿ったものである。 

 

３．４．１ 要求モデル 

 導入の第１ステップとして、サンモアテックの「要求モデル」をまとめた。経営プラ

ン、事業プランに加え、経営トップ、マネジメント層へのヒアリングを通じて「サンモ

アテックが目指すこと」を明確にしていった。大企業のようにきれいに整えられた経営

戦略が用意されていたわけではなかったが、「何をしたいか。何が重要なのか。」を図３．

４．１．１のようにツリー化していくことで、認識の相違をなくし、ゴールを共有する

ことができた。 

「要求モデル」は企業ごとに異なるが、サンモアテックの場合は、次の観点でまとめ

られている。 

 

・ 利益を確保する・・・何を重視して確保していくか 

・ 事業を拡大する・・・どのように、何を拡大していくか 

・ 企業価値を高める・・・何がコアバリューなのか、どのように高めていくのか 

・ 社内の雰囲気や意識・・・よい文化、風土をどのように醸成していくか 
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図３．４．１．１ 要求モデル（抜粋）    出典：サンモアテック  

 

３．４．２ Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル 

 次のステップとして、要求モデルを参照しつつ「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」を

作成した。コンサルタントが作成した雛形や、情報システムユーザースキル標準（以下、

ＵＩＳＳ）の機能・役割定義を基に取捨選択し、少しずつサンモアテック独自の形に近

づけていった。要求モデルでまとめた企業目標を、どのような機能をもって達成するか

という視点が最も重要である。同時に、機能に抜けや漏れがないかをチェックしながら

作成していった。 

図３．４．２．１にサンモアテックのＴｏ Ｂｅファンクションモデル（抜粋）を示

す。実際には事業全体を網羅しているが、サンプルとしてテクニカル機能の一部を抜粋

して掲載する。 
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図３．４．２．１ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（抜粋）  

出典：サンモアテック  

 

 このＴｏ Ｂｅファンクションモデルは、仕事を進めるためのスキルを洗い出す（「３．

４．３．スキルセットの構築」で説明）という位置づけだけではなく、コミュニケーシ

ョンを活性化するツールにもなる。例えば、サンモアテックの部門長のひとりは、部下

とキャリアパスを話し合ううえで、人材像やスキルだけではなく、ファンクションモデ

ルを示して対話している。個々のスキルだけでなく、仕事（ファンクション）という視

点で担うべき、目指すべき役割・人材像等を共有し、そのために習得すべきこと等を話

し合うためである。「網羅的な仕事をしていくと、将来的にはこんなことができる」「こ

のファンクションを深く追求していくとこんなことができるようになる」といった対話

を部下と行うことで具体的なコミュニケーションをとれるようになったという。ファン

クションを意識することは、「仕事」を意識するということであり、仕事に紐付くスキル

の重要性も理解しやすくなる。 
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３．４．３ スキルセットの構築 

 次は、作成したＴｏ Ｂe ファンクションモデルに対して、スキルを紐付けるという作

業を行った。文字通り、１つ１つのファンクションに対して「この仕事を行うために必

要なスキルは何か」を定義していくステップである。このとき、スキルを１から考えて

定義するのではなく、ＩＴスキル標準のスキル領域や、スキル熟達度、スキルディクシ

ョナリを参照すると効果的である。 

そこで、サンモアテックは、スキル標準ユーザー協会(ＳＳＵＧ)が保有するスキルコ

ンテンツ（ＩＴスキル標準のスキル領域をブレイクダウンし詳細化したスキル項目）や、

ＵＩＳＳが提供している機能・役割定義を基礎情報として活用し、ファンクションにス

キルを紐付けていった。（図３．４．３） 

 

図３．４．３． ファンクションから、スキルの構築（抜粋）  

出典：サンモアテック  

 

３．４．４ Ｔｏ Ｂｅファンクションと人材モデルとの紐付け 

 企業戦略を基に策定した要求モデルと、その実現のために必要な機能をまとめたＴｏ 

Ｂｅファンクションモデルをインプットとし、自社に必要な人材を人材モデル（人材像）

としてまとめた。 

目標人材モデルを定めたあと、人材モデルが担うべき機能をより詳細に決めるために、

作成済みの「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」との紐付けを行った。 

このステップは、誰（人材モデル）に、何（ファンクション）を担ってもらうのかを

確認できる重要な工程である。もしＴｏ Ｂｅファンクションモデルが存在しなかった場

合は、「誰（人材モデル）に、どんなスキルを紐付けるか」という視点で考えることにな

る。 

このような「人材とスキルのみ」の場合は、「仕事（ファンクション）」という軸がな

いため、人材モデルの役割範囲が明らかにならず、ぼやけてしまうことになり、議論す

ることが非常に難しくなるばかりでなく、第３者に説明することも困難になる。 

 サンモアテックでは、ファンクションと人材モデルがどのように繋がるのかを時間を

かけてじっくりと検討した。表３．４．４．１のとおり、縦にファンクションを並べ、

横に人材モデルを並べたマトリックスを作成した。両者の交差点にある数字はそれぞれ

「１＝主担当ファンクション」「０＝副担当ファンクション」である。 
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表３．４．４．１ Ｔｏ  Ｂｅファンクションと目標人材モデルとの紐付け（抜粋）  

出典：サンモアテック  

 

３．４．５ キャリアフレームワーク 

 それぞれの人材モデルの具体的な役割を決めた後に、「人材モデルとレベル」で構成さ

れるキャリアフレームワークを策定した。このフレームワークを使って、現在位置はど

こか、また目標に向かってスキルアップし、どのようにキャリアを辿りながらコアな人

材へと成長していって欲しいかを、明確に示すことができる。ＩＴスキル標準のキャリ

アフレームワークは「共通化されたフレームワーク」だとすると、これはまさにサンモ

アテックの考えが入った「社員に示すための独自フレームワーク」だといえる。 
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表３．４．５．１ キャリアフレームワーク （抜粋）  出典：サンモアテック  

 

 このフレームワークによって、新人からスタートするキャリアの入り口が明確になり、

その後、どのような経験を積み重ねてキャリアを形成していけば良いかも明確になった。

また、会社として考えるレベルも新人、若手、中堅、リーダーといった階層も念頭に置

きながら定義し、社員からすれば、キャリアをデザインしていく際の道筋ができたこと

になる。  

 

４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

４．１ 運用管理ツールへの搭載と運用準備 

 ２００９年５月に導入フェーズを終えると同時に、作成した成果物（キャリアフレー

ムワーク、スキルセットなど）を、スキル標準ユーザー協会のスキル管理ツール「ＳＳ

Ｉ－ＩＴＳＳ」に搭載し、運用の基盤を整えた。パイロットのスキル評価などを行い、

本番稼動をスタートする２０１０年に向けて着々と準備を進めていった。 

 この段階でサンモアテックが最も注力したのが、「社員とのコミュニケーション」であ

る。導入の経緯や目的、運用のフローに関する説明会と各検討フェーズで説明会を実施

したが、その際にマネージャ向けと一般社員向けに分けて伝えるべきメッセージを変え
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るとともに、必ず全員が参加できるように、それぞれ数度にわたって実施した。その中

で最も時間をとって説明したのが、「組織として行うべきことと、社員のキャリアをどう

連動させて、充実させるか」という点である。 

 それぞれの社員には、「自分をよく見せようとするのではなく、どうすればスキルが身

につき、目指すキャリアを実現できるのかを主体的に考えること」というメッセージを

伝えた。一方、マネージャに対しては、「メンバーの自主性を最大限に引き出すとともに、

組織を強くするためにどうすればいいかという視点でメンバーの育成・成長の方向性を

示すことがマネージャの役割として必要」というメッセージを伝えた。 

また、説明会など多くの機会を設け、これらメッセージを基に導入推進者と社員が、

忌憚無く話し合った結果、取り組みに対する共通認識を図ることができた。 

 

４．２ 運用計画 

 前述のように管理者向け、および一般社員向けのガイドラインを作成し、それを使っ

て社員向け説明会を実施した。作り上げた仕組みを普及させる第一歩であるが、社員全

員が説明を受けるだけではなく、疑問を解消し協力体制を築くまたとない機会になる。

推進側は何度も同じ事を繰り返し大変ではあるが、仕組みを普及させ定着させるための

重要なポイントになる。 

運用計画としては、人材育成のＰＤＣＡを１年のサイクルで廻し、負担をかけすぎる

ことなく、効果的な育成が実現できるよう配慮した。また、人材育成サイクルの定着を

図るために、社員が参画できる議論の場を作ることにしている。知識・経験が豊富な社

員を各部から選抜し、スキル管理の仕組みをより機能させていくために必要なこと、課

題などについて議論・検討することで、社員の声が届く運用を目指している。 
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図４．２．１ 人材育成の PDCA         出典：サンモアテック  

 

５．ＩＴスキル標準に取組まれている方々へのメッセージ 

 ＩＴスキル標準の導入、運用をリードしてきた浅井氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする方、過去の取り組みを見直したいと考えている方へのメッセージをい

ただいた。 

 「導入にあたっては、目的をシャープに絞ることが必要だと思います。『育成もしたい

し、考課もしたいし、他社とのベンチマークもしたいし』と目的が定まらないと中途半

端になりますし、社員へのメッセージも弱くなります。あとは十分な情報収集をするこ

とです。事例集もありますし、ＩＰＡ、スキル標準ユーザー協会（ＳＳＵＧ）、日本情報

システム・ユーザー協会（ＪＵＡＳ）が実施しているセミナーやワークショップ、公開

している資料などで多くのノウハウが手に入ります。多くの情報を入手することで知識

を深め、『目的は何か、そのためにどうすればよいのか』を明らかにすることが大切です。 

 もう１つは、“導入したから、これをやれ”という感じで社員に押し付けないよう、メ

ッセージの打ち出し方には十分配慮することですね。特にマネージャはあれもこれもや

れ、と言われていますからその一環でやらされ感を抱かれるのではなくて、マネージャ

の役割の重要性を如何に落とし込むかが大事なポイントの１つになってくると思います。

また、理想は社員ひとりひとりがこの仕組みを自分のものにしていくことであって、上

から一方的に管理することではないはずです。社員とのコミュニケーションを最後に回

すのではなく、コミュニケーションをとりながら導入することです。綺麗事だけではで

きませんが、やはり導入推進側が『社員をサポートする』という気持ちを持つことが大

切だと思います。」  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社シアンス 

導入推進者：システム開発部 統括部長 難波和秋氏 

 

１．会社概要 

■社名  株式会社シアンス  

■所在地 本社：新潟市中央区万代２－３－１６ リバービューSD ビル１０階   

■設立  平成元年（１９８９年）７月５日  

■代表者 代表取締役社長 野口 一則  

■資本金 ３千６百万円  

■社員数 ６０名（２０１０年３月現在）  

 

 株式会社シアンス（以下、シアンス）は、新潟県内や首都圏の企業等に対してシステ

ムコンサルティング、システムインテグレーション、ｅラーニングの制作、Ｗｅｂサイ

トの制作、各種データ処理、研修の企画、教材制作等のサービスを提供している。 

 

２．企業戦略 

２．１ 経営方針 

 「シアンス」とは、「Ｓｉｎｃｅｒｉｔｙ（誠実）」と「Ｒｅｌｉａｎｃｅ（信頼）」を

融合させた言葉である。その名のとおり、顧客に誠意を持って接し、信頼していただけ

る仕事を行うことを原点とし、顧客の課題とシステム化の狙いを把握した上で、戦略的

な情報システムの立案から開発・導入にいたるまでのトータルソリューションを実現す

ることが使命である。  

 

２．２ 人材育成についての課題 

シアンスでは新入社員研修、階層別研修への参加、ＯＪＴによる教育等を実施してい

たが、明確な人材育成の仕組みは確立していなかった。過去にスキル管理の仕組みやキ

ャリアフレームワークを作成したが、明確な人材育成体系を確立し、運用するまでには

至っていない状況であった。  
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３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい 

シアンスには「高い目標という引っ張る力に、わずかな改善では不満だという押す力

が加わることによって、飛躍の大きな原動力になる」という考え方がある。人材育成の

仕組みづくりにも、その考え方を反映したいと願っていた。  

社員一人ひとりがＩＴのプロフェッショナルとして自分の仕事に自信をもち、大きな

目標を設定し、成長を続けるためには、国が定めた「高度ＩＴ人材育成施策の１つ」で

あるＩＴスキル標準を活用することが重要であると考えた。  

 

３．２ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

財団法人にいがた産業創造機構が実施した「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参

加し、２００９年７月から役職者、現場技術者の２名で次の目的を持ち、導入の検討を

本格的に開始した。  

・ 現在のＩＴスキルを把握し、ギャップを明確化する  

・ ＩＴスキル標準の指標値を共有化する  

・ 社員一人ひとりの目標管理を明確化する  

 

３．３ 導入手順の概要 

基本的な導入の流れについては、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記

載されている、「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」に従った。  

①  要求分析  

  事業計画や経営層へのインタビューに基づき、自社のビジネス目標の達成に必要な

組織や人材に関する要件をまとめた。  

②  活動領域分析  

自社のビジネス活動領域を検証しながら、その中で事業遂行するために必要な人材

モデルの大枠を設定した。  

③  機能分析  

  自社のビジネス目標を達成するために、どのような機能（Ｔｏ  Ｂｅ）が必要になる

かを具体化した。  

④  スキルセット構築  

提供されたテンプレートを活用し、機能分析で具体化した機能を実現するために必

要なスキルセットを構築した。  

⑤  人材モデル策定  

  「要求分析」、「活動領域分析」、「機能分析」および「スキルセット構築」を基にし

て、「キャリアフレームワーク」を策定し、それぞれの人材モデルを詳細に定義した。 
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⑥  現状把握  

  事業計画を基にして策定した人材モデルを利用して、エンジニアの現状スキルを把

握した。  

 

３．４ 要求分析 

 ビジネス目標を達成するために必要な要件を洗い出すために、経営層へのインタビュ

ーから取り組んだ。ワークショップで提供されたテンプレートと作成ツールを活用する

ことで、自社のあるべき姿（Ｔｏ  Ｂｅ）を経営層と共通認識することができた。  

 

経営層へのインタビュー結果を基に、組織のあるべき姿（Ｔｏ  Ｂｅ）や自社のビジネ

ス特性のキーワードを洗い出した。最重要項目に「顧客満足の向上」を設定し、その目

的を達成するための具体的な施策を「要求モデル」にまとめた。（図３．４．１）  

 

 
図３．４．１ 要求モデル（一部抜粋）      出典：シアンス  
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３．５ 活動領域分析 

次に、作成した要求モデルや活動領域分析シートを使って自社のビジネス活動領域を

検証しながら、その中で事業を遂行するために必要な人材モデルの大枠を抜粋し、それ

ぞれがどの領域を担当するのかを定義した。（図３．５．１）  

 

人材モデルについては、ビジネス特性（システム提案・開発や受託開発のシステムコ

ンサルティング／システムインテグレーション）を強く意識したものとなっている。シ

アンスでは、システム運用業務もシステム開発者が兼務しているため、運用系と開発系

の人材モデルを分けずに一つとしたのが特徴だといえる。  

 

 

図３．５．１ 活動領域分析シート       出典：シアンス  
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３．６ 機能分析 

次に、機能分析の最初のステップとして、組織機能の検証を実施した。組織機能の検

証では、ワークショップで提供された「機能のテンプレート」を活用し、それぞれの機

能がどの部門のコア機能、非コア機能になっているかを検証した。シアンスでは、経営

層、間接部門（管理部／情報セキュリティ推進室）、直接部門（ソリューション部／シス

テム開発部）の３部門に大きく分かれているが、直接部門が担っている機能が他と比べ

て多い結果となった。 

この検証から管理部や情報セキュリティ推進室が担当する機能についても直接部門で

担当していることが改めて分かり、本来あるべき姿で各機能を担当するよう、業務分担

を検討する必要があることに気付いた。（図３．６．１）  

 

 

※赤字は提供されたテンプレートを自社の言葉に修正した箇所  

図３．６．１ 組織機能検証（一部抜粋）      出典：シアンス  
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この組織機能検証の結果と、要求モデルを基に「あるべき機能」をツリー化し「Ｔｏ  Ｂ

ｅファンクションモデル」として整理した。  

どこまで精緻に機能を表現するのかが難しいと感じたが、ワークショップで「機能を

どう表現していいか迷ったら、この後の工程で提供するスキルのテンプレートを参照し、

スキルにヒントを得て機能を表現してもいい」と説明があり、細かい機能の精査はスキ

ルを確認しながら実施することとした。（図３．６．２）  

 

 

図３．６．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋）   出典：シアンス  

 

３．７ スキルセット構築 

スキルセットは、「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」で表現された機能を実現するた

めにどのようなスキルが必要かを検討しながら作成した。自社の業務に馴染まない用語

は、わかり易い用語に置き換えを行い、シアンスの業務にあったスキルセットを構築し

た。（図３．７．１）  

 

図３．７．１ スキルセット（一部抜粋）      出典：シアンス  
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３．８ キャリアフレームワークの策定 

 キャリアフレームワークは、自社のビジネス特性から７種類の人材モデルを設定し、

経験年数や職位と関連づけて６段階のレベルを定義した。  

レベル基準は、レベル１を経験年数３年以下、レベル２を経験年数４年以上と位置づ

け、レベル３以上は経験年数と職位（レベル３、４をリーダー以上、レベル５、６をマ

ネージャ以上）として設定した。（図３．８．１）  

 

 

図３．８．１ キャリアフレームワーク       出典：シアンス 

 

キャリアパスは、営業メンバーとシステム開発メンバーの２つに分けて作成し、営業

メンバーはソリューションセールスからＩＴコンサルタントへ、システム開発メンバー

はＩＴデベロッパーからＩＴスペシャリストを経験し、ＩＴスペシャリスト（上級）、プ

ロジェクトマネージャ、ＩＴアーキテクト、ＩＴコンサルタントへキャリアチェンジで

きるように設計した。  
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３．９ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

次に、人材モデルが担当する機能を明確にするために、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデ

ルを縦軸に、人材モデルを横軸に置き、マトリックス表を作成した。  

マトリックスのマスには、各人材モデルが主として責任を持つ担当領域（コア：１）

と、従たる担当領域（サブ：０）を設定した。（図３．９．１）  

このマトリックスを作成することによって、人材モデルと機能が紐付くことになる。

それぞれの機能にはスキルが紐付いているため、この時点で人材モデル毎に必要なスキ

ルが明確になったのである。  

 

 
図３．９．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋）  

出典：シアンス 
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３．１０ 現状把握 

完成したスキルセットに対して、スキルの棚卸しを実施した。スキル標準ユーザー協

会のスキル管理ツール「ＳＳＩ－ＩＴＳＳ」を活用したことで、人材モデルごとのスキ

ルレベルの分布が明らかになった。（図３．１０．１）  

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．１ キャリアフレームワーク上のレベル分布図（スキル保有状況）  

出典：シアンス  

 

次に、キャリアフレームワークとは別に組織力を把握するために機能単位のフレーム

ワークも作成した。マネージャはこの機能を使って組織力をファンクション（機能）毎

に確認し、現状とあるべき姿とのギャップを詳細に分析することができる。運用フェー

ズでの詳細な活用方法については検討中である。（図３．１０．２）  

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．２ 機能単位フレームワーク上のレベル分布図（一部抜粋）  

出典：シアンス  
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４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の、経営や現場からの評価 

 経営層としては、事業計画を意識した要求モデルを策定することで、事業計画と人材

育成計画が繋がったことが大きな成果であると感じている。会社としてのあるべき姿と、

現状とのギャップが明確になったことは、経営にとっても社員にとっても大変意義のあ

ることであった。  

今回の取り組みで個々の強み、弱みが把握できたので、強みをさらに伸ばし、弱みを

改善していくように自主的なスキルアップが推進できるよう取り組みたいと考えている。 

 

４．２ 運用プラン 

今後は、上司と社員の面談機会を増やし、上司と社員が目指すべきゴール（目標）の

意識合わせをしていくことが必要である。特に、若手社員が目指すべきもの（目標）を

明確にするために、キャリアフレームワークを有効活用する。  

 

最終的に人事制度や評価にも取り入れることを想定しているため、管理部門が主体と

なってキャリアフレームワークを改善していくことが必要だと考えている。構築した仕

組みを維持管理していくとともに、時間をかけて社内の意識統一を行う予定である。  

 

４．３ 今後取り組むべき課題 

今回は、システム開発メンバーをメインにＩＴスキル標準の活用を検討していたため、

システム開発部門以外（Ｗｅｂデザイナーなど）の人材モデルが不足している。全社員

のスキルを把握するためには、システム開発部門以外の人材モデルをキャリアフレーム

ワークに取り入れる必要がある。 

また、保有スキルへの回答に個人差があったため、上司による評価の導入や回答基準

の明確化を行っていきたいと考えている。  

 

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた難波氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。 

 

「当社のようにＩＴスキル標準の導入検討をすることによって、非常に気付くべき部

分はたくさんある。特に、自社のビジネスモデルの再確認、さらにそのビジネスを達成

するために必要な人材モデルやファンクション、スキルセットを確認できたことは有意

義であった。私はＩＴスキル標準の導入のポイントは次の通りだと考えている。」  
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（１） テンプレートや検証ツールを活用すること。  

当社では、テンプレートはコンサルタントから提供されたものを使用し、検証

ツールは、スキル標準ユーザー協会のスキル管理ツール「ＳＳＩ－ＩＴＳＳ」

を使用した。そのため、導入をスムーズに行うことができた。  

（２） ＩＴ業界に精通したコンサルタント（アドバイザー）から指導を受けること。  

（３） 繁忙期は避けて、スケジュールは十分に確保すること。  

（４） 推進部門（主）とＩＴ部門（従）が一体となって進めること。  

（５） 踏み出す勇気と、続ける使命感、推進者の熱意。  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社 CMC Solutions 

導入推進者：代表取締役社長 岩本信生氏 

       第３システム部 部長 原田淳一氏 

 

                   （左から）原田氏、岩本氏  

１．会社概要 

■社名  株式会社 CMC Solutions 

■所在地 本社：愛知県名古屋市中区錦二丁目３番４号 

名古屋錦フロントタワー７階  

■設立  平成１８年（２００６年）１０月２日  

■代表者 代表取締役社長 岩本 信生  

■資本金 ８，０００万円  

■社員数 １２５名（２０１０年４月現在）  

 

株式会社 CMC Solutions（以下、ＣＭＣＳ）は、コンサルテーションサービス、シス

テムインテグレーションサービス、スペシャリストサービスの３つのサービスを軸に付

加価値の高いＩＴソリューションを提供している。 

中心となる事業は業務系システムの効率化であり、これまでのノウハウを活かし、経

営コンサルティングを含めたソリューション企画提案など、より総合的で高品質なサー

ビスの提供を行っている。 

 

２．企業戦略 

２．１ 経営方針  

 ＣＭＣＳは、２００６年１０月２日に株式会社シイエム・シイ（以下、シイエム・シ

イ）からＩＴ部門が独立して設立された会社である。そのため、シイエム・シイグルー

プ共通の行動指針「ＣＭＣ Ｗａｙ」（図２．１．１）に基づき、お客様や社会、社員と

その家族、パートナーに貢献し、幸福な関係を構築することを経営理念としている。さ

らに「経営理念」、「ステークホルダー別経営方針」、「ＣＭＣグループ企業行動憲章」を

定め、すべてのステークホルダーに満足され、共存共栄できる企業として、ベストソリ
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ューションの提供と、それによる信頼の構築に努めている。 

 

図２．１．１ ＣＭＣ Ｗａｙ        出典：ＣＭＣＳ  

 

２．２ 人材育成の方針 

 ＣＭＣＳでは、「背中で教える」を実践している。つまり、上司は部下に可能な限り権

限を委譲し、部下の判断を尊重して仕事を任せている。また、上司は率先して現場に出

向き、仕事を通じて成功経験や知恵を授けるようにしている。 

そして、社員全員が自分の意見や考え方を周囲に伝え、それぞれが活き活きと明るく、

存在感のあるスペシャリストになって欲しいと考えている。 

 

２．３ 人材育成の課題 

 ＣＭＣＳでは、部門毎に業務特性が強く、担当者のスキルも業務に依存する傾向が強

い。そのため他の分野へシフトした際に現在の保有スキルでは対応できなくなるという

問題が発生する。実務で経験できない部分のレベルアップをいかに図るかが大きな課題

である。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい  

２００２年にＩＴスキル標準Ｖ１．０が発表された際に、人事制度とのリンクを念頭

に導入を検討したが、当時は情報が不足（経営戦略との整合性など）していたこともあ

り、導入に踏み切れないでいた。その後もＩＴスキル標準の活用方法を模索していたと

ころ、ＩＴスキル標準がＶ２へバージョンアップした。 
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ＩＴスキル標準Ｖ２の中で注目したのは、「経営とのリンク」というキーワードであっ

た。「ＩＴスキル標準と経営とのリンク」が実現できれば、事業プランと人材育成、人材

の評価まで連動した仕組みを構築できるのではないかと考えた。  

経営として最も大切なことは、自分たちの事業を成功に導くには、どのような人材を、

いつまでに育成しないといけないのかを明らかにし、全社で共有化することであった。

それを実現するための道具として、ＩＴスキル標準は使えるのではないかと考えていた。

ＩＴスキル標準Ｖ２に記載されたメッセージから、「ＩＴスキル標準は手段であって目

的ではなく、経営課題をクリアし戦略立案に活かすツールである」という認識を強くし、

本格導入に向けて準備を進めた。  

 

３．２ 導入に向けたアプローチ 

ＣＭＣＳでは、ＩＴスキル標準の導入に先駆けて、岩本氏自らが「ＩＴスキル標準導

入の方法論を学ぶ」という目的で、社団法人愛知県情報サービス産業協会の「ＩＴＳＳ

実践研究会」に参加した。 

ＩＴＳＳ実践研究会に参加することによって、おおよその作業量も把握でき、社内で

プロジェクトチームをつくり、手分けをして作業を行なっていけば良いと考えた。 

 

３．３ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

 このような準備を行なった後、２００７年６月に社内で導入プロジェクト発足させた。

プロジェクトメンバーは、プロジェクトリーダーに岩本氏、プロジェクトリーダー補佐

（１名）、プロジェクト事務局（２名）、積極的な社内展開牽引を担当するシニアメンバ

ー（３名）、実務を担当するメンバー（３名）、外部コンサルタント（３名）という構成

である。このように、経営者・管理者・現場が一体となってプロジェクトを推進した。 
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３．４ 導入手順の概要  

自社の経営戦略や事業戦略からあるべき姿を明らかにした上で進める方法を用いた。

具体的には「要求分析」、「活動領域分析」、「機能分析」、「スキルセット構築」、「人材モ

デル策定」という手順で進めた。 

この手順は、現在ＩＰＡから発行されている「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記

載されている「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」と同様である。 

 

３．５ 要求分析 

要求分析では、ＣＭＣＳの事業戦略（経営方針、中期経営計画書、組織図、業務分掌

規定、社長インタビュー）に基づき、ビジネス目標達成に必要な人材をロジックツリー

形式（目的-手段の階層化）でまとめ、「要求モデル」を作成した。 

 

「要求モデル」作成方法のポイントは次の通りである。 

・ 事業戦略からキーワードを抽出、ロジックツリーの手法を用いて作成 

・ 短い文章で表現 

・ 最も重要なキーワードをスローガンとして最上位に配置 

 

 討議を繰り返し、ＣＭＣＳでは、「心：一体感の醸成」、「体：組織力の強化」、「技：事

業の拡大」の３つを最上位に置き、その下に具体的な施策を展開した。（図３．５．１） 

 

図３．５．１ 要求モデル（一部抜粋）      出典：ＣＭＣＳ  
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３．６ 活動領域分析 

次に、作成した要求モデルや活動領域分析シートを使って自社のビジネス活動領域を

検証しながら、その中で事業を遂行するために必要な人材モデルの大枠を抜粋し、それ

ぞれがどの領域を担当するのかを定義した。（図３．６．１）  

 

ＣＭＣＳの特徴は、システム開発を担う人材だけでなく、市場開拓や事業戦略の立案・

推進等を行い、社内の先頭に立って会社の発展に関わるＣＩＯ的な立場の人材モデル（マ

ネジメントオフィサー）や提案営業を行なう人材モデル（ソリューション・セールス）

を策定したことである。  

 

図３．６．１ 活動領域分析シート       出典：ＣＭＣＳ  

 

３．７ 機能分析 

次に、中長期経営計画の目標達成で必要となる機能を検討・定義し、ＣＭＣＳにとっ

てあるべき姿を明確にしながら「Ｔｏ Ｂｅファンクションモデル」の策定に進んだ。 

 

 Ｔｏ Ｂｅファンクションモデルを作る前提として、組織機能検証を行なった。組織

機能検証を行なう目的は、組織で実施している機能を把握することであるが、それ以外

にＴｏ Ｂｅファンクションモデルを作成する時に機能の抜け漏れを無くす目的がある。

検証は、組織毎に現在のコア機能、非コア機能（アウトソース）、将来必要なコア機能、

非コア機能（アウトソース）に分けてチェックを行い、現状の把握と分析を行なった。 

機能についてはコンサルタントが用意したテンプレートを活用した。事業戦略や営業、

開発工程に関わる機能が網羅されていたので、大きな変更は無く、文言を自社で使って

いる用語に置き換える作業と、一部足りないものは追加する作業を行った。  

（図３．７．１）  
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図３．７．１ 組織機能検証（一部抜粋）      出典：ＣＭＣＳ  

 

今回の導入範囲において「事務部門」は対象外だが、全社的に機能を網羅するため、

事務部門も対象に含めて「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」を作成した。  

（図３．７．２）  

 

 

図３．７．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋）   出典：ＣＭＣＳ  

 

 

 

事務部門の機能  

・テンプレート（黒字） 

・不足を追加（赤字）  

・自社用に文言修正（青
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３．８ スキルセット構築 

次に、Ｔｏ Ｂｅファンクションモデルを基に機能を実現するために必要なスキルセッ

トを構築した。この際、ＩＴスキル標準の「スキルディクショナリ」で定義されている

内容をベースに機能とスキルの紐付けを行なった。（図３．８．１） 

スキルの作成にあたっては、現場担当者の意見（業務・業界スキル）も取り入れ、文

言や表現を現場で使われているものに合うように変更・追加した。 

 

 
図３．８．１ スキルセット（一部抜粋）     出典：ＣＭＣＳ  

 

３．９ 人材モデル 

次に、ＣＭＣＳで必要な人材モデルとスキルレベルを組み合わせてキャリアパスを描

く際の枠組を定義した。（図３．９．１） 

人材モデル設定のポイントは、次の通りである。 

 

 「要求モデル」、「業務分掌規定」からＣＭＣＳで必要な人材モデルを抽出 

 現場担当者も納得でき、将来の夢が描けること 

・テンプレート（青字）  

・不足を追加、さらに自社  

 用に文言を修正（橙字）  
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図３．９．１ キャリアフレームワーク      出典：ＣＭＣＳ 

 

 ＣＭＣＳでは、３つの人材モデル（ソリューションセールス・アプリケーションデベ

ロッパー・システムコンシェルジェ）からキャリアをスタートし、ゴールとなる４つの

人材モデル（マネジメントオフィサー・システムコンサルタント・プロデューサー・シ

ステムアーキテクト）を目指すキャリアパスを設定した。  

 

 基本的に新人のエンジニアは、システムの開発を行なう「アプリケーションデベロッ

パー」からスタートする。また、ＣＭＣＳでは新人から営業に配属されることもあるた

め、「ソリューションセールス」にもレベル１を用意した。  

運用サービスを行なう「システムコンシェルジェ」については、現在は専門で行なっ

ている社員はいないが（兼業で実施）、重要な業務であり、他の人材モデルに統合してし

まうと複雑になってしまうという運用面を考慮して、１つの人材モデルとして定義した。 

 また、ＣＭＣＳの特徴として、人材モデルの右横には、ラインマネジメント（管理者

スキル）とコンピテンシー（ヒューマンスキル）も作成し、それぞれのレベルも把握で

きるような仕組みを用意している。更に、将来的に人事考課制度に活用することを考慮

し、人事制度の骨格である職能資格等級もレベルと紐づけて定義している。 

 

さらに、人材モデルを明確化するために、実在する人材イメージ、期待する人材、対

仕事面のスキル、対人面のスキル、育成上の課題を人材モデルワークシートとしてまと

めた。（図３．９．２） 

スキルアップを目指しスタートする人材モデル  

目標とする人材モデル  

ヒ
ュ
ー
マ
ン
ス
キ
ル
と 

管
理
職
ス
キ
ル 

職能資格等級  
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図３．９．２ 人材モデルワークシート    出典：ＣＭＣＳ 

 

上記＜図３．９．２ 人材モデルワークシートの記載内容の説明（一部抜粋）＞  

①：プロジェクトマネジメントを実施するだけでなく、プロジェクト活動を通じてプロ

ジェクトメンバーを育成することができる。プロジェクト全体のリソース配分状況

を独力で把握することができ、関係ビジネスエリアへの、人材の配置や交渉、調達

を実行することができる。  

②：プロジェクトの責任者として総合的なプロジェクトマネジメントを行える。プロジ

ェクト関係者や最終的な顧客の満足度の向上を強く意識し、それを実現するステッ

プを単独で考え進めていくことができる。  

③：常に高い目標とリスクを想定し、うまくプロジェクトメンバーと歩調を合わせなが

らプロジェクトを実行することができる。交渉やコミュニケーションに関して後進

の指導、育成ができる。プロジェクトメンバーのモチベーション向上に努め、課題

があれば直接メンバーやその上司と向き合い、調整し、成果を導き出す事ができる。  

④：最も広いレベル分布を持つ職種である為、上位レベルに上がる為には具体的に必要

なスキルを明示し、研鑽する必要がある。また、多くの職種からのキャリアパスが

ある為、それぞれのキャリアパス上で習得したスキルを生かしながらプロジェク

ト・ディレクターとしての技術研鑽に努める必要がある。  
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３．１０ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

次に、人材モデルとＴｏ Ｂｅファンクションモデルを紐付け、その人材モデルが担う

役割、責任を整理した。また、スキルの視点からも再度、人材モデルの役割、責任を整

理した。（図３．１０．１） 

 

図３．１０．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋） 

出典：ＣＭＣＳ 

 

また、スキルに対する回答ランクは、Ｒ０～Ｒ４までの５段階で定義を行なった。回

答ランクは、次の通りである。  

・ Ｒ０：知識なし  

・ Ｒ１：実施した経験はないが、知識はある  

・ Ｒ２：他者の指導や指示に従い、経験したことがある  

または、当件の知識を有し、保有する異なる専門スキルを活かした影響力の

ある助言・支援をした経験がある  

・ Ｒ３：単独で実施した経験がある  

または、具体的な手順を理解した上で、その実作業の一部を実行可能な他者

に指示し、結果を確認した経験がある  

・ Ｒ４：他者を支援・指導して業務で期待する成果を上げた経験がある  

     または、実施プロセスの改善、新しい手法、ツールを採用して完了した経験

がある  

 

レベルを判定する条件は、ＣＭＣＳの実態に即した内容にする必要があるため、社内

へ展開する前にシミュレーションを実施した。人材モデル毎に社員を選抜し、スキルレ
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コーディングを実施した。その結果を踏まえ判定条件を検討したことにより、現実感の

ある条件設定を行なうことができた。  

 

４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の経営層や現場からの評価  

運用開始時には、今後の期待も込められた様々な声が上がってきた。 

 客観的に自分の正確なスキルが把握できてよい 

 何が不足しているか、目標とのギャップが明確になることが期待できる 

 基準が明確になり、誰が見ても保有スキルが明らかになることが期待できる 

 社内の教育体制と結びつきを期待している 

 社員の幸せを高めるためのものであると聞いているので期待している 

 

４．２ 運用プラン 

 社員に対しては説明会や個別指導を繰り返し実施し、ＩＴスキル標準の導入の経緯や

目的、活用方法について説明を行い、それと同時に管理者に対しては、部下のスキル把

握は勿論のこと、組織力の把握といった視点も持ち、計画的な人材育成に取り組むこと

も伝えた。  

現在は年に１回、上司と面談する場を設け、上司と社員が目指すべき目標・計画の意

識合わせを行い、その計画に沿って具体的なスキルアップの取り組み（ＯＪＴや研修な

ど）を行なっている。  

また、スキルアップの取り組みついては、今後も検討を重ね、継続的なスキルアップ

に結びつける仕組みをつくりたいと考えている。  
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４．３ 今後取り組むべき課題 

先述のとおり、ＣＭＣＳでは部門毎に業務の特性が強く、必要となるスキルも身につ

けているスキルも担当業務に依存しているという課題があった。スキルレコーディング

の結果はその課題を裏付けるものとなった。（図４．３．１） 

 

図４．３．１ スキルレコーディング分析      出典：ＣＭＣＳ 

 

しかし、課題が明確になったことで、弱点やギャップを認識でき、今後検討すべきこ

とを明らかにすることができ、運用に繋げた。 

 

例えば、担当業務以外のスキルを身につけさせるために、重要な実務にいきなりアサ

インすることは難しいが、初歩的な実務や実務に近い教育プログラムを用意することで
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レベルアップを行うなどの取り組みを行っている。 

 このように課題が見つかれば対策を行うという形で改善しながら人材育成の運用を続

けてきた。改善の取り組みを継続することで、人材像を意識したキャリアアップを個人

が意識するようになり、マネージャはそれを支援するという認識が浸透してきた。 

現在の課題は上位レベルの社員の教育である。エントリレベルの社員は、レベルアッ

プを図るための実務や教育が用意しやすいが、少しレベルが上がると標準の教育カリキ

ュラムや教育機関が少ない。上位の社員を如何にレベルアップさせるかが企業の強みに

なると考えて検討を進めている。 

 

更にＣＭＣＳでは、組込系の技術者を多く抱えているため、今後は、組込みスキル標

準（ＥＴＳＳ）の導入も視野にいれている。既に検討は開始し、導入方法については、

ＩＴスキル標準と同様のステップで導入することは可能であると確信しており、来期か

らの導入に向け準備を進めている。 

 

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた岩本氏、原田氏にこれからＩＴスキル

標準を導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。 

 

 「ＩＴスキル標準を導入、活用する上で重要なことは次の２点だと考えている。  

 

 経営層の方向性をはっきりと盛り込んだ形で進めること 

 外部コンサルトなど有識者にアドバイスをもらいながら進めること 

 

つまり、経営層の思いを如何に盛り込むかが重要になってくる。当社はトップダウン

で導入を進めたため、経営戦略や事業戦略、さらにはトップの思い（こだわり）も込め

た人材モデルを構築することができた。 

 

自社のビジネス目標や戦略とは連動せず、単にスキル診断をしてＩＴスキル標準をそ

のままの形で導入している企業担当者からは、“導入をしたのは良いが、次のアクション

をどうしたらよいのか分からない”という声を多く聞く。 

あくまでもＩＴスキル標準は自分たちの事業を成功に導くために、どのような人材を、

いつまでに育成しないといけないかを共有（視える化）するための道具である。そう考

えれば、そのままの形で導入する施策があまり意味をなさないことは明らかでる。  

自社に必要な人材モデルを策定することを目指して、経営の意思を反映した導入を推

進してほしいと願っている。」 
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社日本コンピュータコンサルタント 

 導入推進者：常務取締役  冨田松平氏 

総務部総務課 課長  鈴木等氏 

企画室生産管理課 課長  長岡永典氏 

 

（左から）鈴木氏、冨田氏、長岡氏 

１．会社概要 

■社名   株式会社日本コンピュータコンサルタント 

■代表者  取締役会長（代表取締役）冨田 松三 

■設立   昭和５５年８月２９日 

■資本金  ５，０００万円 

■社員数  ２８０人 （２０１０年４月現在） 

■所在地  横浜市神奈川区栄町５番地１ 横浜クリエーションスクエア（ＹＣＳ）６Ｆ 

■事業内容 トータルソリューションを提供できるシステムインテグレータとして、金

融機関・製造業・公共機関そして介護分野にシステムを提供している。加

えて、本格的な高齢化社会に向け、介護保険制度に対応したパッケージソ

フトの自社開発・販売を行っている。 

 

２．企業戦略 

２．１ 経営戦略 

日本コンピュータコンサルタント（以下、ＮＣＣ）は、日立ソフトグループのソフト

ウェア会社として設立以来順調に業績を伸ばしてきた。大手ＩＴベンダのパートナーと

して今まで蓄積した技術、品質管理、プロジェクト管理能力を活かした受注ソフトウェ

ア開発は、今後もビジネスの中核である。 

合わせて、「収益性」、「社会的責任（＝企業価値、社員の社会的地位）」を高め、「コン

サルティングの機会、高い技術力が求められる機会」を数多く獲得するために、中堅企

業向けの一次請け企業としてサービスを提供することを目指す。地元の横浜をはじめ各

地の中堅企業に対して、ビジネスコンサルティング、ＩＴコンサルティングからシステ
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ム開発・運用に至るまでの総合サービスを提供する。 

更に、時代のニーズを先取りする独自パッケージソフトウェアの開発・販売にも力を

入れる。 

一方、アジア諸国のＩＴ企業台頭によるオフショア開発、アウトソーシングが一段と

活発になっている。これらに対抗し勝ち抜くために、特化した業務ノウハウ、コンサル

ティング力、高品質の製品開発力を高めることに力を入れる。 

 

２．２ 人材戦略 

大手ＩＴベンダには、ミッションクリティカルなシステム開発の実績と開発工程の管

理力、および品質保証を維持する独自の手法やノウハウがある。パートナーとしてシス

テム構築業務を担うＮＣＣ社員も、その中で同様の高い技術力を蓄積している。 

また、自社開発の「介護事業者向けのパッケージソフト」では、「大手パッケージベン

ダ製品と遜色ない品質」という評価を顧客から得ている。 

しかしながら、大手ＩＴベンダがパートナーに期待する業務範囲には一定の制約があ

り、ＮＣＣ社員が上流・超上流と呼ばれる工程業務に携わる機会は稀となる。そのよう

な現実の中で、経営戦略である「一次請け企業への進出」をどのように実現するかは、

ＮＣＣにとって非常に重要な経営課題となっていた。 

 

経営戦略の実現のためにこれまでも様々な取り組みをしている。その中でも、人材育

成に関して次の取り組みを実施している。 

 

・ コンサルティング能力向上 

入社５年生は、それまでの業務経験を論文にまとめて発表する。論文を作成する過

程において、業務を通して習得した知識やノウハウを整理すると共に論理構成力の

強化を図る。 

 

・ プレゼンテーション能力、論理思考の向上 

あらかじめ設定された「テーマと場面」に則して、対象人物に対するプレゼンテー

ションを行うシミュレーションを実施している。その場の状況を即時に分析し、論

理的に提案を展開することで、相手を説得・納得させる力を身につけることをねら

いとしている。 

 

上記に加えて、更に強力に経営戦略を促進するために、次のような人材戦略を策定し

実行することとした。 
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・ 適切なローテーションの実施 

大手のＩＴベンダの業務に携わる社員のキャリアアップのためには、ジョブ・ロー

テーションが有効であるが、ＩＴベンダの業務予定に依存するため、その実現は容

易ではない。優秀な技術者ほど、ＩＴベンダから継続して仕事を担うよう要請され

ることが多く、その大半が同類業務のため、新しい業務を通じて能力を高める機会

が得難く、本人の能力アップにつながらないばかりか、モチベーション低下も危惧

される。 

そこで、社員の保有スキルを正確に捕捉し、キャリアアップのためのスムーズなロ

ーテーションを実現する。 

・ ヒューマンスキルの強化 

最近の傾向として、大学など教育機関における指導内容は、企業に入社して仕事を

するための準備としては、十分でないと考えている。特に、大学の情報工学カリキ

ュラムは、ＩＴ指向が強くヒューマンスキルを学ぶ機会が少ない。そういったこと

をカバーするためにも、社員のヒューマンスキルのレベルを把握して適切な育成に

つなげる。 

・ ライフサイクルベースの育成 

ＮＣＣは終身雇用制を採用している。社員のライフサイクルに沿った継続的なスキ

ルアップ、高いパフォーマンスを確保する。 

・ 業務プロセスの標準化を促進できる人材の育成 

スクラッチ開発が主流の顧客企業は、今後ＥＲＰを活用したシステム構築の指向に

シフトしていくことが見込まれる。こうした流れに乗ってビジネスを拡大するため

に、ＥＲＰ導入コンサルティングが担える人材を育成する。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ ＩＴスキル標準の導入の体制と導入手順 

ＮＣＣが導入を決めた２００６年２月時点では、ＩＴスキル標準の導入に関する解説

書はほとんどなかった。そこで、自社独自での導入は難しいと判断し、ＩＴスキル標準

に精通したコンサルティング会社から情報や助言を得て導入を進めることにした。体制

は下記の通りである。 

 

・導入責任者 冨田常務取締役 

・導入推進者 鈴木課長（総務部）、他２名（開発部門の上級技術者、若手技術者） 

 

経営層の冨田常務がイニシアティブを執り、人材育成の主幹部門の鈴木課長、並びに

導入対象となる現場部門から上級技術者と若手技術者が実行部隊として参画する体制と
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した。 

冨田常務は経営トップから当件の委任を受け、全面的な会社のバックアップを得て最

適な体制を組みながら推進することができた。 

 

導入の手順は以下の通りである。２００９年に発行された「ＩＴスキル標準 活用の

手引き」に記載されている導入プロセスと概ね同様である。 

 

（１）要求分析 

経営戦略の確認と共に、経営戦略を基に会社が目標とする人材モデル、人材育成

に関する方向性を整理して、導入メンバー間で共有した。 

（２）機能分析 

各部門の既存業務に「要求モデル」としてまとめた将来のビジネスや業務を加え

て、ＮＣＣに求められる全機能をまとめた。 

（３）人材モデルと目標キャリアパスの策定 

現業が分かりやすく表現され、且つ将来のビジネス戦略に則した人材が読み取れ

るように人材モデルを設定した。 

（４）スキルセット構築 

ＩＴスキル標準で定義されたスキルを活用し、社内で浸透している用語に置き換

えて設定した。 

コンピテンシー（後述）は、全面的にＮＣＣオリジナルとして作成した。また、

要素技術についても網羅的に捕捉できるように設定した。 

 

３．２ ＩＴスキル標準の導入のねらい 

導入体制と導入手順の決定と合わせて、ＩＴスキル標準の導入のねらいを次のように

定めた。 

 

・現在の各社員の技術レベル、獲得したスキルの可視化 

・上長・会社が社員に求める指標（人材モデル）の明確化 

・各社員が目指す技術者（人材モデル）の必要スキルの明確化 

・会社が求める人材モデルを成長の指標とし、継続的に活用 

・全社のスキルマップの作成 

 

３．３ ＩＴスキル標準の導入手順 

前述の導入作業の中で作成した成果物から、特徴的なものを次に記述する。 
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３．３．１ 要求モデル 

 経営戦略を基に要求モデルを作成した。（図３．３．１．１） 

「収益源である既存ビジネスを継続・拡大すること」、及び「企業変革による新規ビジネ

スの開拓と、既存ビジネスで培ったノウハウの横展開」の二本柱をベースにして、組織

機能や人材モデルの策定につなげることにした。 

 

図３．３．１．１ 要求モデル（抜粋）  出典：日本コンピュータコンサルタント 

 

３．３．２ 人材モデル定義 

 企業目標達成のために、どのような人材が必要かを見極めることは、企業、及び社員

にとって非常に重要なことである。要求分析により明らかになった指針を反映し、具体

的で現実感があり、かつ社員が将来に夢や希望を持てるようなものにするという考えで

策定している。 

人材モデル（職種）は、次の９種類となった。 

 

・プリンシパル 

市場開拓や事業戦略等の総合的な経営戦略をリードし、社内の先頭に立って会社の発

展に寄与する。 

・プロジェクトディレクタ 

プロジェクトに関する総合的なマネジメントを行い、戦略的な業務展開をリードする。 
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・プロデューサ 

自身が市場開拓のセールスとなり顧客管理も行うプロジェクトマネージャとなって

プロジェクトを遂行する為の一連の業務を執り行う。 

・システムアーキテクト 

顧客の提示要求を満たすシステムの構築、アーキテクチャデザインを行い、設計、開

発に関しての技術面で総合的にリードする。 

・システムコンサルタント 

顧客の経営戦略を推進する為、顧客業務を分析して経営上の課題を見つけ出し、解決

に向けて最適なシステム導入の具体的なプランを立てた上で、総合的なソリューショ

ンを提案する。 

・システムプロフェッショナル 

常に技術力を研鑽する意識を持ち、向上心を持ってプロジェクトに臨む。技術面にお

いては経験を積む事で、顧客と対等な立場で最適なプランを提案する。 

・ソリューションセールス 

パッケージソフト、ソリューションに関しての知識を十分に持ち、顧客の経営状況や

市場のニーズや動向を把握した上でシステム導入を提案する 

・システムコンシェルジェ 

ハードウェア、ソフトウェア、パッケージソフト、ソリューションの保守・稼動管理

に関して、顧客の立場に立ったサービス向上に努め、顧客に対して最大の満足を提供

する。 

・クルー 

上長、先輩の指示のもと、日々の業務から知識を吸収し、責任感を持って業務に従事

する。 

 

特徴的な人材モデルの１つが「クルー」で、「自分の仕事の対価として給料をもらった

時点から、入社年数に関わらず全員がプロフェッショナルであるべき」という考え方で

ある。 

指示されたことに対して完遂する責任感を持ち、社会人としての基本を養ってもらう

ことを期待して用意したもので、担当業務によらず共通人材モデルとして設定した。 

 

３．３．３ ＮＣＣフレームワーク 

ＮＣＣフレームワークは、設定した人材モデルを１０段階のレベルで定義したもので、

人材モデル毎にレベル定義範囲が異なる。（図３．３．３．１） 
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 図３．３．３．１ ＮＣＣフレームワーク  

  出典：日本コンピュータコンサルタント  

 

３．３．４ 代表的なキャリアパス 

定義した人材モデルを使って代表的なキャリアパスを設定したものが図３．３．４．

１である。 

ローテーションを通じて高いスキルを習得し、目標とする人材モデルを目指すために

会社が設定したものである。 

キャリアパスは、入社して２、３年目まで（レベル２程度）は、人材モデルを分ける

ことはせずに、一律にクルーとして基礎的なスキルを身につけるという形態になってい

る。 

レベル３からは、担当業務や本人の持つ能力や資質などで、それぞれ上位レベルにつ

ながるパスが設定されている。 

 

これらを基にして各社員はキャリアプランを選択し、上司の助言や支援を得ながら成

長目標を設定する。 
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図３．３．４．１ 主なキャリアパス（抜粋） 

出典：日本コンピュータコンサルタント 

 

３．３．５ コンピテンシーの設定 

ＮＣＣでは、ＩＴスキル標準を参照して定義したスキルに加えて、独自にコンピテン

シーを作成している。ＩＴスキル標準を導入する目的のひとつは、「会社が社員に求める

指標（人材モデル）を明確にする」ことであり、コンピテンシーは非常に重要な要素と

して位置付けられた。 

人材モデル「クルー」が持つべき「規律・自己管理能力」から、コンサルタントに求

める「変化予知力」など、基本とラインマネジメントの２つに大別された全２４ジャン

ルにわたるコンピテンシーが規定された。 
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図３．３．５．１ ＮＣＣコンピテンシー定義（抜粋） 

出典：日本コンピュータコンサルタント 

 

３．３．６ 要素技術の利用 

要素技術は、ＩＴ製品、方法論、手法などを網羅的に、別途定義している。 

例えば、「プログラム製作」を定義しているスキルの中では特定の言語や開発環境を定め

ていない。 

これらをスキルに含めると、言語別にスキルを定義する必要があり、その量が膨大に

なってしまうためである。 

ＮＣＣには、ＩＴベンダのパートナーとして社外で業務を遂行する社員が多く存在す

る。したがって、会社（上司）が、各社員の業務環境や技術要素の習得状況を、把握す

ることが難しくなっている。しかし、社員を新しい業務にアサインするに当たって、会

社（上司）が社員の保有技術を把握することは非常に重要なことであり、そのための仕

組みを用意することが必要であると考えた。そこで、ＮＣＣは、スキル定義とは区別し

た「主要なＩＴ技術要素一覧」を用意して、社員のスキル保有状況を把握することにし

た。 

各社員は、ＩＴ技術要素一覧から自らの知識保有状況や実装経験のあるなしを回答す

る必要があるが、仕事を進める上で自分が持つべきスキルは何かということを具体化す

るために、ＩＴ技術要素一覧は非常に有効な情報となった。 
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４．導入後の活用と運用 

４．１ ＩＴスキル標準運用開始時の注意事項 

ＩＴスキル標準の導入後、全社運用の開始に際して留意した点、および運用開始後に

発生した新たな課題とその対策を次に挙げる。 

 

・導入目的の徹底 

社員の活動拠点が、社内および社外に分散しているため、社員全員にＩＴスキル標準

導入の意図と活動内容を理解させることが非常に困難であった。 

＜対策＞ 

各部門のキーマンを推進者として任命し、徹底した説明を施して、各部門の社員が推

進者を通じてきめ細かなサポートを受けられるようにした。 

・スキル定義内容についての理解 

スキルチェック（各社員が定義されているスキル項目を読んで、自己のスキル保有状

況を記録）の際、スキル項目に記載された専門用語が分からない、もしくは意味が通

じないケースが多発した。多くは、普段の業務で利用している「専門用語」が標準的

な用語とは異なっていたためである。 

＜対策＞ 

社内標準的な用語は、それに置き換える。ＩＴ業界に普及している標準用語の場合は、

用語集を作成することで、スキル項目の内容が正しく理解されるように改善した。 

・スキルチェックの環境 

社員の活動拠点が分散しているために、それぞれにスキルチェックをする環境を用意

できない。 

＜対策＞ 

自宅からでもスキルチェックできるように、スタンドアロンで使える表計算ソフトの

仕組みを用意した。 

 

４．２ ＩＴスキル標準導入の成果と課題 

ＩＴスキル標準導入によって、あまり時間を要さずに現れた効果は次の通りである。 

 

・正確な現状把握の実現 

各社員、全社並びに各組織単位のスキルがスキルマップ（技術スキル、コンピテンシ

ーの保有状況の分布）として定量的に把握できた。 

・戦略的人員配置の実現 

育成指標のカテゴリ分類毎の統計情報により、戦略的な人材育成施策（人員配置）が

可能となった。 
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・キャリアパスの提供 

一貫性のあるキャリアパスの提供により、ゴールとそれまでの道筋が明確になり社員

のスキル研鑽意欲が向上した。 

・人材育成のためのコミュニケーション手段の確立 

上司と部下の間で、具体的な育成目標を共有することができるため、有効な研修受講

を助言することや、関連する業務にアサインするなど、部下の育成に対する具体的な

取り組みがやり易くなった。 

・企業目標の明確化 

会社が求める人材モデル、会社が求める行動（コンピテンシー）を全社員で共有する

ことができた。 

・必要スキルの具体化 

会社が求めるスキルや要素技術の一覧を見ることで、普段の業務で活用する技術以外

に、個々の社員の持つ技術の幅広さを知る機会を得た。 

・活動拠点の分散による理解不足を補う手段の確立 

上司が、普段は離れた拠点で仕事をする部下の保有スキルや行動を、詳しく知る機会

を得た。 

 

一方、新たに次のような検討課題が明らかになった。 

 

・仕組みの適正化は、継続した改善活動が必要 

各社員の現状と目標は可視化できるが、目標の実現には様々な施策と共に、数年の期

間を要する。また、目標スキルの強化につながる業務アサインが容易にはできない。 

・毎年のチューンアップが必要 

景気動向・業界動向や会社の戦略変更による補正、技術動向への対応のための補正な

ど、ＮＣＣフレームワークやスキルのメンテナンスを定期的に行うことが必要である。 

・保有スキル登録時のアンバランス 

各社員のスキルチェックに関して、控え目に自己評価する人、積極的に自己評価する

人など本人の特性によって、その結果が変動する場合がある。全体のバランスが取れ

た状態になるまでには、少なくとも運用プロセスを１サイクル回す必要がある。した

がって、処遇制度（人事考課）との直接的な連動を当初から計画するのは、時期尚早

だと考える。 

ＩＴスキル標準導入後の運用推進者である長岡氏は、「評価と連動させる場合、スキル

チェック結果を直接評価と結びつけることはせず、目標に対する到達度を評価するた

めの一要素程度とすることが望ましい。」と語る。 

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 153 -

４．３ 人材育成サイクルのコンセプト 

ＮＣＣでは、ＩＴスキル標準導入以前より、入社１―２年の社員（クルーと称してい

る）に対して、「クルー制度」と呼ばれる効果的なメンタリングの仕組みを持っている。 

クルーの「指導員」として、入社５年目以上の先輩社員が当たることになっている。

「言われたことに対して完遂する責任感」と「プロフェッショナルとして働く意識の醸

成」の２点を重点に、マンツーマンで指導する制度である。 

クルーは、入社後半年間は週に一度、それ以降は月に一度の業務報告書を作成して、

指導員に提出する。この報告書を係長、課長、部長、取締役、社長の全員が目を通す。

指導員がクルーの日頃の業務活動をきめ細かく把握し、周辺の先輩社員を巻き込み、全

員でクルーを育成していく取り組みが根付いている。 

ＩＴスキル標準導入を機会に、「メンタリングの仕組み」を全社員に拡大していくこと

が、ＮＣＣの育成活動のコンセプトである。今後は図４．３．１で示した「育成のＰＤ

ＣＡ」の展開を予定している。 

 

 

＜初期投入＞ 

・ ＩＴスキル初期投入＆SURVEY 提出 

・ 初期投入スキルのセルフチェック（主にレベル１未到達の再見

直し） 

・ 中採及び経験者の初期投入の場合、リーダ(主任)による初期ス

キルチェックを実施（主にオーバースキルの見直し） 

・ 新人は 3 年目、中採や経験者は初期投入時にキャリアパスの設

定 

 

＜Ｐｌａｎ：計画＞ 

・ 次年度目標設定、リーダ承認 

・ 目標に応じた教育予算作成 

 

＜Ｄｏ：実施＞ 

・ スキル目標に応じた教育の受講 

・ 情報処理／ベンダー試験の受験 

・ キャリアパスに応じた配置転換 

 

 ＜Ａｃｔ：改善＞ 

・ 自己申告面談 

・ キャリアパスの見直し 

・ 目標－実績差異の検証 

（達成度は考課の参考にする） 

【管理部門】 

 スキル到達条件等のチューニング

＜Ｃｈｅｃｋ：評価＞ 

・ 本年度スキル実績の投入 

・ 目標⇔実績の差分集計 

・ 不足スキルの洗い出し、分析 

【管理部門】 

キャリアパス・フレームワーク等

の見直し 

図４．３．１ 育成のＰＤＣＡサイクル 

出典：日本コンピュータコンサルタント 

 

 

 

Ｐ Ｄ

Ａ Ｃ
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５．導入される方へのメッセージ 

ＩＴスキル標準の導入、運用をリードしてきた冨田常務取締役に、これからＩＴスキ

ル標準を導入しようとする方、過去の取り組みを見直したいと考えている方へのメッセ

ージをいただいた。 

 

「ＩＴスキル標準を導入する目的・理由をはっきりさせること。なぜやるかという哲

学を明確にすることは当然として、その上で、社内に賛同者を作ることが重要です。各

部署に推進者を定めて、その方々を良い意味で洗脳し、その部署に仲間を増やしてもら

うことがどうしても必要だと思います。短期間で結果は出せないので、景気動向、ビジ

ネス動向の影響を受ける面もありますが、諦めずに少しずつでも回していくことが大切

です。」 
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社日立システムアンドサービス 

導入推進者：人事総務本部 人財教育部 部長  和田修一氏 

人事総務本部 人財開発部 部長代理  田邉和司氏 

 

 

 

１．会社概要 

■社名   株式会社日立システムアンドサービス 

■設立   １９７８年９月２１日 

■代表者  取締役社長 林雅博      

■社員数  ４，６６３名（２０１０年３月３１日現在、単独） 

■資本金  ４１億９千万円（２０１０年３月３１日現在） 

■所在地  東京都港区港南２－１８－１ 

■事業内容 

・システムインテグレーション（ＳＩ） 

・システムサービス 

 

２．企業戦略 

２．１ 経営ビジョンと人材開発方針 

 株式会社日立システムアンドサービス（以下、日立システムアンドサービス）は、

システムインテグレーションとシステムサービスを中核事業に、さまざまなソフトウェ

アパッケージや情報処理機器を有機的に結合し、金融機関や製造業、流通業、鉄道・電

力などの社会インフラ産業といった幅広いお客様に提供している。経営ビジョンは、「自

由な発想と確実な技術を併せ持ち、人、モノ、情報をつないで、お客様の価値を創造す

る」ことである。このビジョンに基づき、同社はコンサルティングからシステムの企画・

設計、開発、運用に至るトータルソリューションを提供し、お客様の価値向上に貢献し

ている。 

また、幅広いソリューションメニューに加え、お客様の価値向上に貢献しているのが、

４，０００名以上のシステムエンジニアである。日立システムアンドサービスは、その

人材開発の推進に向け、次の２つの方針を掲げている。 

 

（１）最大の経営資源を「人財」と位置づけた的確な投資による「質」と「価値」の

向上 
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（２）市場価値を意識した人財（※）開発システムの開発・導入による、自律的なＰ

ｌａｎ－Ｄｏ－Ｓｅｅサイクルの確立と社員のキャリアアップ 

（※日立システムアンドサービスでは人材を「人財」と表記するため、ここで

はそのとおり掲載） 

 

２．２ 人材戦略 

２．２．１ 新人材戦略の必要性 

 日立システムアンドサービスは、２０００年４月の日立西部ソフトウェア株式会社、

日立中部ソフトウェア株式会社との合併に伴い、新たな人材戦略と人材育成の仕組みの

構築に着手した。 

同社は合併に伴い、従来の東京・名古屋・大阪の拠点を中心としたエリアを全国に拡

大した事業展開、日立グループ外への事業拡大を、重要な経営課題に位置づけた。この

経営戦略に対応し、１，０００～２，０００名規模から、４，５００名へと大幅に増加

した人材に求める能力やスキルを明確にする必要があった。 

 日立システムアンドサービスでは、まず、人材開発方針を明確化するため、異業種も

含めた他社の事例研究を進める一方、現状把握を主目的に、次の２つの施策を遂行した。 

（１）自社のスキルと知識のレベル把握、他社との比較 

（２）外部コンサルタントによる人材の強み・弱み分析 

 

２．２．２ 合併当初の強みと弱み 

 遂行した２つの施策により、次のような強みと弱みが明らかになった。 

 

（１）強み 

・真面目に正面から物事を捉えて取り組む姿勢 

・素直に与えられた課題を解決する高い能力 

・組織内の信頼感を重視し、人間関係に配慮したコミュニケーションスキル 

・最新技術に関する豊富な知識 

（２）弱み 

・仮説立案・検証を重視しない傾向 

・経験に基づく強い技術指向による経営的な視点や知識の不足 

・「儲けること」、「儲けさせること」に関する感覚や感性の弱さ 

・「課題は与えられるもの」という意識と受動的な行動 

・顧客視点の考察や顧客指向の徹底が不十分 

・顧客の要望を引き出すコミュニケーションスキルの不足 
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２．２．３ 人材開発の方針 

 人材開発の方針は、強み・弱み分析の結果に基づき、「市場価値と自律性」に絞り込ん

だ。 

（１）市場価値 

市場価値とは、「市場で戦える人材の育成」の観点から、従業員に、常にＩＴサー

ビス業界全体の市場を意識させることを意味している。合併以前の日立システム

アンドサービスでは、日立グループ内企業を対象にした事業の比率が高く、従業

員も日立グループ内の価値基準に左右される傾向が強かった。日立グループ外へ

の事業拡大という経営戦略の転換に伴い、グループ内にとどまらない幅広い視野

を重視した。 

（２）自律性 

自律性とは、能動的な行動特性の強化を指す。日立グループ外への事業拡大を目

指すためには、弱み分析で明らかになった、「課題は与えられるもの」という意識

を改革し、従業員の自律性を高める必要があった。 

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入理由 

日立システムアンドサービスは、「市場価値と自律性」という人材開発の基本方針に合

致すると判断し、ＩＴスキル標準の導入を決定した。市場価値という観点では、ＩＴサ

ービス業界の客観的指標であり、国の標準仕様であること、自律性という観点では、従

業員に対して、自社に必要な人材像とキャリアパスを明確に提示し、能動的に取り組む

環境を構築できる点を高く評価したということである。また、コンサルティングからシ

ステムの企画・設計、開発、運用に至るトータルソリューションを提供する同社にとっ

ては、ＩＴスキル標準の網羅性も重要なポイントだった。 

 

３．２ ＩＴスキル標準の位置づけ 

日立システムアンドサービスでは、「ＨＣＭ（Ｈｕｍａｎ Ｃａｐｉｔａｌ Ｍａｎａｇ

ｅｍｅｎｔ）」と名づけたシステムの基本構想を策定し、この中でＩＴスキル標準の位置

づけを明確化した。ＨＣＭとはキャリアパス、スキル評価、教育プログラムが一体とな

ったＰＤＳ（Ｐｌａｎ－Ｄｏ－Ｓｅｅ）サイクルを実現する人材開発全体の枠組みで、

次の４つを目的としたものである。 

（１）従業員の市場価値の向上 

（２）従業員にとって目標となるキャリアパスの設定 

（３）自律型人材育成の実現 

（４）中長期を意識した計画的人材育成の実現 
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 ＩＴスキル標準は、（１）と（２）で活用する指標であり、（３）と（４）の基盤と位

置づけた。（図３．２．１） 

 

図３．２．１ ＨＣＭシステムの基本構想とＩＴスキル標準の位置づけ 

出典：日立システムアンドサービス 

 

ＩＴスキル標準と人事制度は直接的に関連づけず、人事考課は職務の内容に対する成

果を重視して行う方針とした。ただしこれは、人材育成と報酬を完全に切り離すという

考え方ではない。ＨＣＭシステムのＰＤＳサイクルを通じ、キャリアを積むことができ

れば、結果的に仕事の成果として報酬に反映されるためである。 

 

３．３ ＩＴスキル標準導入の流れ 

３．３．１ 人材像とレベルの定義 

人材像は、ＩＴスキル標準に定義された１１職種に、「エンベデットエンジニア（組込

み系の人材）」と「品質保証」を追加し、定義した。また、全ての人材像のレベルはＩＴ

スキル標準に沿って７段階とした。 

結果として、ＩＴスキル標準の定義を全面的に採用したことになるが、これは日立シ

ステムアンドサービスの広範囲に及ぶ事業領域とマッチしているという判断に基づくも

のである。図３．３．１．１に日立システムアンドサービス版の「ＳＡＳスキルスタン

ダード」のフレームワークを示す。（横向きの矢印はキャリアパスの例を表す） 

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 159 -

 

図３．３．１．１ ＳＡＳスキルスタンダード概要 

 出典：日立システムアンドサービス 

 

３．３．２ スキルセットと評価指標 

各人材像に必要とされるスキルはＩＴスキル標準の「スキル熟達度」、スキル活用によ

る実績の評価指標は、ＩＴスキル標準の「達成度指標」を適用した。これは、「ＩＴスキ

ル標準はそのまま使うべきだ」という考えではなく、そのままでも自社の実態に即して

いるという判断に基づくものである。 

 日立システムアンドサービスのビジネスでは、システム構造が複雑な案件も多いため、

人材のスキル評価では、関わった案件の規模と果たした役割を明確にする必要がある。

ＩＴスキル標準の「スキル熟達度」と「達成度指標」は、その評価にも適用できると判

断した。 

 

３．４ ＩＴスキル標準を活用したＨＣＭの全体像 

ＩＴスキル標準を導入した日立システムアンドサービスでは、基本構想に基づき、「Ｈ

ＣＭ」システムを構築した。（図３．４．１） 

ＩＴスキル標準を活用したＨＣＭは、キャリア開発を中心とした人材育成の基盤だが、

大きな特徴は、ライフキャリアサポート（ＬＣＳ）と名づけた有資格者によるカウンセ

リングや、ジョブマッチング支援なども組み入れた、従業員を総合的にサポートするシ

ステムにある。 
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図３．４．１ ＨＣＭ全体像（名称：Ｃａｒｅｅｒ＠Ｎｅｔ）  

出典：日立システムアンドサービス 

 

 

 ＨＣＭを管理・運用する和田氏と田邉氏は、総合的なシステムの必要性について、次

のように語る。 

 「目指す人材像を設定し、キャリアパスを描いて能力と経験値を上げていく、という

仕組みが人材育成の基盤だと考えています。ＩＴスキル標準の導入で、まずはその仕組

みを充実させることができたことを、大きな成果だと認識しています。ただし、効果的

にＰＤＳサイクルを回していくためには、単に“頑張れ、頑張れ”という働きかけだけ

ではなく、人材を大切にするという姿勢を示すことが重要です。色々な悩みを抱えたま

までは、いくら能力がある人でも仕事で成果を上げることはできません。そこで弊社で

は、東京・大阪・名古屋に有資格のカウンセラーを配置し、ライフキャリアサポートの

仕組みを導入しました。従業員にとって、人事部門や上司とは別の相談窓口があること

は非常に大切であり、これまでの運用を通じて、導入の意義が非常に大きかったと実感

しています」 

 

 ＨＣＭシステムは、「従業員自らが目標を定め、その目標達成に向かって安心して充実

した業務を遂行できるようにサポートする」ことを重視し、構築した。ただし、従業員

自身が、自らの目標をゼロから考えるのは容易ではない。そこで会社として目指して欲

しい人材像やスキルレベル、キャリアパスなどを「ＳＡＳスキルスタンダード」として

明確に示した。ＩＴスキル標準は、このＳＡＳスキルスタンダード構築に有効なフレー

ムワークとして導入したものである。 
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４．ＩＴスキル標準の活用と運用 

４．１ 運用のＰＤＳサイクル 

ＨＣＭシステムによる人材育成のＰＤＳサイクルは、半年を１サイクルとし、次の流

れで運用されている。 

・Ｐｌａｎ：キャリア開発のための計画策定 

・Ｄｏ：計画に基づく業務、教育の実行 

・Ｓｅｅ：実績の登録と評価・検証 

 ただし計画策定のためには、業務経験や現時点でのスキルなどの実績を登録する必要

があるため、運用は「Ｓｅｅ」から始まることになる。 

 

４．１．１ 実績の登録と評価・検証（Ｓｅｅ） 

前年の業務内容や受講した研修履歴などの実績は直接入力するが、達成度やスキル熟

達度などの実績は、ＳＡＳスキルスタンダードの定義に基づく設問に回答することで登

録される。日立システムアンドサービスでは、「業務経験達成度」と「スキル熟達度」、

さらに「総合達成度」という項目を設定し、「アセスメント」と名づけた、登録から評価・

検証に至る一連の作業を次の手順で進めている。 

 

（１）目指している職種と現在の想定スキルレベルの選択 

（２）経験した業務の規模、難易度、複雑さなどの設問に対する回答 

（業務経験達成度の登録） 

（３）５段階に設定されたスキル熟達度の設問に対する回答（スキル熟達度の登録） 

（４）上司のアセスメントによる結果の確定 

（５）「業務経験達成度」と「スキル熟達度」、「総合達成度」の「％」表示 

 

最終的に表示されるのは、たとえば「ＩＴスペシャリスト」「システム管理」「レベル

４」という目標と、「業務経験達成度：６２％」「スキル熟達度：７８％」「総合達成度：

７１％」という実績である。また、複数の職種を同時に担当している従業員に対しては、

最大３職種を選択できる「マルチゴール形式」を採用した。 

 こうして実績を数値化し、キャリア目標とのギャップを明確にすることで、次の「Ｐ

ｌａｎ」へと進むことが可能となる。 

 

４．１．２ キャリア開発のための計画策定（Ｐｌａｎ） 

キャリア開発のための計画は「キャリアチャレンジ計画」として策定する。構成要素

は、従業員が自らアセスメント結果をベースに設定した目標と、上司との面談を通じて

策定する業務や教育の実施計画である。 
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 実施計画の策定では、ＨＣＭシステムで構築した「ナビゲーション・システム」を活

用する。同システムは、スキルと教育カリキュラムを紐付けたもので、スキルや知識の

キーワードを選択すると、強化に必要な教育カリキュラムが表示される（図４．１．２．

１）。これを参考に、個人の強み・弱みを把握し、実施計画の内容を明確化していく。 

「キャリアチャレンジ計画」に基づく業務と教育は、半年を１サイクルに進捗を管理

しながら、実行している。（Ｄｏ） 

 

 

図４．１．２．１ キャリア計画入力画面   出典：日立システムアンドサービス 

 

４．２ 分析機能 

４．２．１ 人材ポートフォリオ分析 

ＨＣＭシステムでは、さまざまな分析機能を実現した。その１つが、職種やレベルご

とに人材の数を把握できる人材ポートフォリオ分析機能である。（図４．２．１．１） 

日立システムアンドサービスでは、この機能を活用して定期的に現状を把握し、組織的

な人材育成ニーズを検討している。 

 

図４．２．１．１ 人材ポートフォリオ分析  出典：日立システムアンドサービス 
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４．２．２ モラールサーベイと組織診断 

人材開発施策の有効性を検証するために、「モラールサーベイ」と「組織診断」という

分析機能を実現した。（図４．２．２．１） 

 

（１）モラールサーベイ 

キャリアチャレンジ計画の策定時に必ず行う簡易版の意識調査と集計機能を提供する。

具体的には、「仕事の評価」、「職場の評価」、「上長の評価」、「会社の評価」に関する全２

５の設問に５段階評価の回答をしてもらう。集計結果は個人単位や職場単位で表示でき、

それぞれの現状を分析できる。回答は人材開発部門のみが閲覧可能というルールを設定

し、守秘管理を徹底している。 

（２）組織診断 

組織単位で、顕在化している問題点を分析する機能を提供する。具体的には、約２

００の設問に回答してもらい、集計結果をチームリレーションマップなどの図表として

ビジュアル的に可視化し、表示する。日立システムアンドサービスでは、これらの検証

結果を全社委員会や所属長に定期的にフィードバックし、人材開発に関する問題点の早

期発見・早期解決に努めている。 

 

 

図４．２．２．１ モラールサーベイと組織診断  

出典：日立システムアンドサービス 

 

４．３ 新たな人材像の定義 

約５年の運用期間を経たＨＣＭシステムは、現在（２０１０年）社内に浸透し、従業

員全体のスキルの底上げは着実に進んできている。しかしながら、事業環境の変化に伴

い、人財開発部では田邉氏を中心に、各事業部門の事業戦略に基づいた、新たな人材像

の定義を開始した。 

事業部門が求める人材像とは、たとえば「ソフトウェアデベロップメント」と、顧客
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のビジネス分析からＩＴソリューションを導き出せる「ＩＴアーキテクト」を兼ねる人

材像、ミドルウェアを専門分野とした「ＩＴスペシャリスト」、さらには新たなマーケッ

トを開拓できる人材像、イノベーションを起こせる人材像などである。これらには既存

の IT スキル標準の枠に収まらない人材像もあるが、現状の定義を変更するのではなく、

新たな職種として追加定義している。現在は、「ＩＴスキル標準 活用の手引き」を参照

しながら、各事業部門へのヒアリングに基づいたＴｏ Ｂｅファンクションモデルを作成

し、スキルを紐付けるという作業を進めている。 

一方、人財教育部は、和田氏を中心に新たな人材像に対応した教育プログラムの準備

を進めている。 

ＨＣＭシステムの４つの目的は、現在も変わっていない。だが、システムには環境変

化に対応した改善が継続的に実施され、事業戦略に貢献する人材を総合的にサポートす

る仕組みとして、発展を続けている。 

 

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

 ＩＴスキル標準の導入、運用をリードしてきた和田氏と田邉氏に、これからＩＴスキ

ル標準を導入しようとする方、過去の取り組みを見直したいと考えている方へのメッセ

ージをいただいた。 

「ＩＴスキル標準の導入は、“人材の評価や育成”だけを目的に考えがちですが、“人や

組織を活性化させる”という意識も非常に重要です。弊社のＨＣＭのような人材育成シ

ステムとともに、ＬＣＳのように側面からサポートしていく施策・制度も合わせて考え

ていくと良いと思います」 
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社フジミック新潟 

導入推進者：取締役 企画推進室長 柳十四男氏 

       ソリューション第２部 部長 宮澤徹氏 

 

                        （左から）柳氏、宮澤氏  

 

１．会社概要 

■社名  株式会社フジミック新潟  

■所在地 本社：新潟県十日町市泉９２番地  

■設立  昭和６１年（１９８６年）１２月１日  

■代表者 代表取締役社長 原 和久  

■資本金 ２千万円  

■社員数 ８８名（２０１０年３月現在）  

■ 事業内容   

・システムの設計・開発・運用・保守  

・パッケージソリューション  

・ＩＴ関連機器・ソフトの販売、無線ブロードバンド事業 等  

 

 株式会社フジミック新潟（以下、フジミック新潟）は、フジサンケイグループに所属

するソフトウェア会社として、システムの設計・開発・運用・保守、パッケージソリュ

ーション、ＩＴ関連機器・ソフトの販売、無線ブロードバンド事業を行っている。  

 

２．企業戦略 

２．１ 経営方針  

 「万物に対する感謝の心と健全な身体 そして鍛えた知力をもって広く社会に奉仕・

貢献しよう。」をスローガンに人間性豊かな技術集団として社会に貢献することを使命と

している。  
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２．２ 人材育成の方針 

 会社が社員のモチベーションを向上させることで、それぞれの社員が前向きに能力の

向上に取り組める環境を作ることが、フジミック新潟の人材育成施策における方針であ

る。  

２．３ 人材育成についての課題 

 役職や所属プロジェクトに応じて社外研修の受講や社外講師を招いて社内講座を実施、

社内人材育成プロジェクト（全社・部門）の実施（ＯＪＴ含む）などを行っているが、

明確な人材モデルや人材育成カリキュラムが存在していなかった。そのため中長期を見

据えた人材育成のＰＤＣＡが運用されていなかった。  

 

３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい  

 フジミック新潟は「顧客に満足を、社員に幸せを」をキャッチフレーズに、地方型の

ＩＴ企業モデルの確立を目指している。現在は首都圏に仕事が偏在しているが、首都圏

の仕事を行うだけではなく、拠点である新潟でサービスを提供することにより、自社が

発展することを目指している。顧客満足度の高いＩＴサービスを提供するために、自社

の強みを伸ばし、弱点を補う取り組みが必要だと考えていた。  

技術力の向上を図るため「ＩＴスキル標準」を活用し、次に挙げる方針のもと、戦略

的な人材育成を行うことを目指した。  

・ 事業計画と人材育成計画との連携  

・ 行うべき業務機能の整理  

・ 目標人材モデルの策定とキャリアパスの明確化  

 

３．２ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

 ＩＴスキル標準については、数年前よりセミナーなどを通じて概要を理解していたが、

導入方法に関する情報が不足しており、魅力を感じつつも導入するまでには至らなかっ

た。  

国の標準を人材育成に活かせないかと導入方法を模索していたところ、財団法人にい

がた産業創造機構で「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」が開催されることを知った。

次期中長期経営計画の策定のタイミングと一致し、事業（ビジョン）の策定と人材の配

置、育成などの検討テーマを整理する良い機会であり、コンサルテーションを受けられ

る利点もあったため、２００９年７月から３名でワークショップに参加し、導入の推進

を開始した。  

ワークショップとはいえ、自社にとって重要な取り組みだと認識し、経営職、管理職、

技術職のそれぞれから人材を選抜した。  
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３．３ 導入手順の概要 

基本的な導入の流れについては、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記

載されている「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」に従った。具体的には、「要求分析」、

「活動領域分析」、「機能分析」、「スキルセット構築」、「人材モデル策定」、「現状把握」

の順に実施し、自社の企業戦略を明確にして企業戦略に合った人材モデルや必要なスキ

ルを定義していった。  

 

３．４ 要求分析 

 はじめに現状の分析を行い、分析結果を踏まえて経営陣とともに経営指針の検討を進

めた。検討したポイントは次の通りである。 

 

・ 地方のＩＴ系企業であるため、その特色を活かす 

⇒地場産業との交流をもちながら、特化した業務スキルを身につける。 

 

・ 日本最大のマスコミグループ会社の一員であることの利点を最大限に活かす 

  ⇒フジサンケイグループというマスコミ系のグループに所属しているため、グルー

プ内で従事してきた業務スキルをベースにした顧客開拓を行う。 

 

・ スキルレベルの底上げを図る 

  ⇒受託開発だけでなく、提案営業を積極的に実施できる人材を育成する。 

 

・ 複数拠点の強みを活かし、各拠点のミッションを明確にした上で営業展開を図る 

  十日町本社：開発の拠点として、系列会社の技術のみならず、様々な技術の取得と

自社の特化技術を強化するパッケージ企画・開発を積極的に進める。 

  新潟支社 ：新潟及び近県のマスコミ系列会社のシステムを一括受託する。県内の

ソフトベンダの大半が集まっている新潟市で地方オフショア開発の拠

点作りと県や市などの自治体とのパイプ作りを行う。 

  東京支社 ：マスコミ系列会社の開発業務・ノウハウ取り込み、自社パッケージの

全国展開拠点作り、系列外の企業とのパイプ作りを行う。  

 

現状を睨みつつ、今後の事業の指針を確認し、社員の思いも交えながら自社が未来に

向けて進めていくビジョンを要求モデルとしてまとめた。（図３．４．１）   



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 168 -

 
図３．４．１ 要求モデル（一部抜粋）     出典：フジミック新潟  

 

３．５ 活動領域分析 

次に、作成した要求モデルや活動領域分析シートを使って自社のビジネス活動領域を

検証しながら、その中で事業を遂行するために必要な人材モデルの大枠を抜粋し、それ

ぞれがどの領域を担当するのかを定義した。（図３．５．１）  

 

フジミック新潟では、一般的なＳｉｅｒで必要な上流から下流工程まで全てを網羅し

たＩＴエンジニアの人材モデルを策定した。  

 また、ＩＴエンジニア以外では、提案営業の人材モデルも策定し、要求モデルでピッ

クアップされた「提案営業を積極的に実施できる人材の育成に力を入れていく」が大き

く反映されたものとなっている。  
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図３．５．１ 活動領域分析シート      出典：フジミック新潟 

 

３．６ 機能分析 

次に、自社の組織と機能の関連付け、組織における役割機能の分析を行った。ここで

は機能の必要性と組織との関連について細かく分析し、各機能をどの組織で担当してい

るのかを検証した。  

 

図３．６．１ 組織機能検証シート（一部抜粋）   出典：フジミック新潟  

・テンプレート（黒字） 

・自社用に文言修正（赤
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 この組織機能検証結果を基に、自社の要求を実現するための機能をまとめ「Ｔｏ  Ｂｅ

ファンクションモデル」を作成した。ここで使われる言葉は自社の業務の実態に合わせ

る形で見直した。（例：「要求（構想）の確認」→「経営理念（方針）の確認」）  

 

図３．６．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋） 出典：フジミック新潟  

 

３．７ スキルセット構築 

スキルセットに関しては、ワークショップで提供されたスキルのテンプレートを使用

し、Ｔｏ  Ｂｅファンクションを遂行するために必要なスキルを紐付けた。  

スキルを紐付けることで、それぞれの機能に何を求めるのかが明確になる。誰が何を

すべきかをイメージしながら、時間をかけて納得のいくスキルセットになるよう検討し

た。（図３．７．１）  

ＩＴスキル標準では、ＯＳやデータベースの種類、製品名などの詳細な技術（以下、

要素技術）は示されていないが、フジミック新潟では、ジョブアサインや採用などで要

素技術のスキル定義を使いたいと考えた。そのため「～できる」というスキル項目より

も詳細な階層として、要素技術のスキル定義を取り入れたことが特徴である。  

 
図３．７．１ スキルセット（一部抜粋）   出典：フジミック新潟  

← 青字：修正した言葉 

・テンプレート（黒字）  

・自社用に文言修正（赤字） 
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３．８ 人材モデル策定 

ここまでの成果物である要求モデル、活動領域分析シート、Ｔｏ  Ｂｅファンクション

モデル、スキルセットなどを参照し、キャリアフレームワークを策定した。自社のビジ

ネスモデルにあった９種類の人材モデルと８段階のレベルを設定し、キャリアパスをイ

メージできるものとした。（図３．８．１）  

 
図３．８．１ キャリアフレームワーク    出典：フジミック新潟  

 

３つのエントリー人材（ソリューションセールス、アプリケーションデベロッパー、

ＩＴサービスマネージャ）からキャリアをスタートする設定にしている。キャリアのゴ

ールとして４つの人材モデル（マネジメントオフィサー、ソリューションセールス、Ｉ

Ｔコンサルタント、ＩＴアーキテクト）を設定した。  

 また、レベル基準は、ＩＴスキル標準の７段階を想定していたが、ステップアップを

意識できるよう一段階増やし、８段階とした。  

 

３．９ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

 次に、人材モデルが担当する機能を明確にするために、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデ

ルを縦軸に、人材モデルを横軸に置き、マトリックス表を作成した。  

マトリックスのマスには、各人材モデルが主として責任を持つ担当領域（コア：１）と、

従たる担当領域（サブ：０）を設定した。（図３．９．１）  

 このマトリックスを作成することによって、人材モデルと機能が紐付いくことになる。

それぞれの機能にはスキルが紐付いているため、この時点で人材モデル毎に必要なスキ
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ルが明確になった。  

 

このように導入のステップを終えたが、人材モデルと機能については運用を進めるな

かで改善を進めたいと考えている。現場の意見を聞きながら、この９つの人材モデルで

キャリアを十分に表現できるか、あるいは機能に過不足がなかったかなどの点を検証す

る予定である。  

 
図３．９．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋）  

出典：フジミック新潟  

・テンプレート（黒字）  

・自社用に文言修正（赤字）
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３．１０ 現状把握 

完成したスキルセットに対して、技術者が回答する形でスキル評価（スキルレコーデ

ィング）を行った。結果として、キャリアフレームワークにおける技術者の分布状況は、

プロジェクトマネージャ、アプリケーションデザイナー、アプリケーションデベロッパ

ーに分布が集中した。これはフジミック新潟が業務アプリケーションの受託開発が中心

であるためである。また、提案営業活動や、パッケージソリューションなどの業務を推

進している技術者が、ＩＴコンサルタントやＩＴサービスマネージャに分布され、スキ

ルレコーディングの結果と現状認識との相関が確認できた。（図３．１０．１）  

 

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．１ キャリアフレームワーク上のレベル分布図（スキル保有状況）  

出典：フジミック新潟  

 

 次に、キャリアフレームワークとは別に組織力を把握するために機能単位のフレーム

ワークを作成した（図３．１０．２）。このフレームワークを参照することで、マネージ

ャは組織の技術力を機能単位で確認することができる。特にコアとなる機能のスキルが

不足していた場合、優先度を高くして強化する必要がある。  

 マネージャには「機能単位のフレームワーク」を参照し、組織力全体の強化を図るだ

けでなく、「人材像とキャリア」を軸にしたキャリアフレームワークとを参照して、個々

のキャリアパスを意識した育成を行うことが求められる。  

 ２０１０年の本格運用開始にあたり、どのように２つのフレームワークを活用するの

かを具体的に示すことが重要だと考えている。  

マネージャが部下の指導を効果的に実施できるよう、現在は運用マニュアルの整備を進

めている。  

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved - 174 -

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．２ 機能単位フレームワーク上のレベル分布図（一部抜粋）  

出典：フジミック新潟  

 

４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の、経営や現場からの評価  

 今回使用したツールを通じて、キャリアパスが目に見えて表現された時、担当者には

感動が走ったという。具体的な成果物を目の当たりにし、自社のスキルが見えるように

なったことは、経営陣からも高い評価を受けた。  

 

４．２ 運用プラン 

 ２０１０年度より本格運用を予定しており、運用ルールや運用体制などの準備を進め

ている。また、今後予定している新しい人事考課制度を検討していく上でも応用してい

きたいと考えている。  

 

４．３ メリットを感じられたこと 

漠然としていた「自社が持っているスキル」を客観的な基準を用いて確認することで、

保有しているスキル、不足しているスキルを明確にすることができたことは非常に価値

があると感じている。また、社員自身が不足しているスキルを具体的に把握し、習得す

べきスキルが何かを明確に示せたことは大きいなメリットであった。各々のキャリアを
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具体的に描けることのメリットは、社員のモチベーション向上に大きく貢献することが

できると認識している。  

 

４．４ 今後取り組むべき課題 

２０１０年度からの本格導入を目指して、社内へ人材育成の仕組みを周知徹底させる

必要がある。また、自社スキル情報が事業計画のインプットになればと期待している。  

 

５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた柳氏、宮澤氏に、これからＩＴスキル

標準を導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。 

 

「「敵を知り己を知れば」という兵法もあるが、己を知るというのは企業戦略の第一歩

である。ＩＴスキル標準をうまく活用すれば、自分の会社の現状を明確に把握すること

ができる。まず自分を知るという意味では今後、ＩＴ企業各社がＩＴスキル標準の導入

を検討され、より多くのＩＴ企業で導入が進む事により、スキルに対する共通理解が生

まれることを強く期待する。」  
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ＩＴスキル標準導入事例：株式会社ユニテック 

導入推進者：取締役 第三事業部 部長 稲葉淳氏 

       第二事業部        木村淳氏 

 
                     （左から）稲葉氏、木村氏  

 

１．会社概要 

■社名  株式会社ユニテック  

■所在地 本社：新潟県柏崎市駅前２－１－１９  

■設立  昭和６０年（１９８５年）７月１日  

■代表者 代表取締役社長 久保田 博  

■資本金 ５千万円  

■社員数 ７０名（２０１０年３月現在）  

 

 株式会社ユニテック（以下、ユニテック）は、建設業の株式会社植木組のグループ会

社の一つで、親会社のシステム保守・運用を一手に担う。またその業務ノウハウを生か

した建設業向けパッケージ販売や、ソフトウェア開発、ハードウェア開発、アウトソー

シング運用サービス及び委託業務を行なっている。  

 

２．企業戦略 

２．１ 経営方針  

情報システムの課題、ニーズに即応すべく、社員個々の能力を最大限に活かし、社員

とビジョンを共有化する中で、顧客との信頼関係を第一に、価値あるネットワーク情報

システムを、利用者の立場を考え誠意を持ち「高い技術」と「製品」「サービス」を提供

することを使命としている。  
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２．２ 人材育成の方針 

 ユニテックは中期経営計画に「人財を育成し躍動感のある会社に成長していく人事制

度の構築」を掲げ、２００９年１１月からの制度開始を目指してキャリア形成支援評価

の仕組みの構築、コンピテンシー（ヒューマンスキル）の定義、会社が期待する技能の

定義に着手した。（図２．１．１）  

 
図２．２．１ キャリア形成支援評価の全体像     出典：ユニテック  

 

２．３ 実施してきた人材育成の内容・課題 

現在、ユニテックの人材育成では、「スキルアップ目標チャレンジ活動」が主なもので

ある。スキルアップ目標チャレンジ活動とは、年度初めに上司とスキルアップ面談を行

い、職場構想に基づいたスキルアップ（業務遂行・技術・人間力）・資格取得・ 学習（１

年～２年計画）の目標及び学習の方法を定め、スキル向上に取り組む活動である。半期・

期末に振り返りを行い改善示唆や期待を伝え、次へのチャレンジにつなげていくという

ＰＤＣＡサイクルである。また、スキルアップの手段として通信教育も利用し、資格取

得支援や業務遂行能力支援を行っている。  

しかし、会社が期待しているスキル水準を体系的に明確化できていないため、上司・

部下共に会社が期待している人材モデル・スキル水準策定の必要性を感じた。また、ス

キル水準の明確化作業が、容易でないことも認識していた。  
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３．ＩＴスキル標準の導入 

３．１ 導入の目的・ねらい  

 ＩＴスキル標準を社員のキャリアアップやキャリアチェンジの道しるべとして活用し、

モチベーションを持って段階的に成長することを目指している。具体的には、自社で必

要とする「人材別ＩＴスキル水準」を策定し、キャリア形成支援評価制度を策定したい

と考えていた。  

 

３．２ 導入の範囲と導入プロジェクト参加者 

財団法人にいがた産業創造機構の「ＩＴ人材育成強化ワークショップ」に参加し、２

００９年７月から経営層、現場技術者の２名で導入を開始した。  

 

３．３ 導入手順の概要  

基本的な導入の流れについては、ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準 活用の手引き」に記

載されている、「ＩＴ人材育成プロセスの基本形」に従った。  

まず、中期経営計画を基に要求分析を進めることから始めた。次に、自社の活動領域

を明確化し、組織機能検証を行ない問題点や課題を把握・整理した上で、ユニテックと

してのあるべき機能を求め、スキルセット構築や人材像策定を行なった。  

 

３．４ 要求分析 

中期経営計画を基に、キーワードを抽出しながら企業戦略目標の可視化を図った。こ

こでは企業戦略目標を達成するために必要な人材ニーズを念頭において「要求モデル」

としてまとめた。（図３．４．１）  

ユニテックのビジネス特性および人材ニーズは、次の通りである。  

・ 親会社はゼネコンの植木組であり、創業以来培った建設業アプリケーションノウハ

ウで自社パッケージを開発・カスタマイズし全国販売を展開している。ほとんどの

顧客がカスタマイズを望むため、コンサルテーション能力やギャップ分析能力・深

い業務知識・ユーザーサポート能力が必要になる。  

・ 製造・流通物流業等のエンタープライズ系アプリケーションの開発や支援を行って

いる。大規模開発のケースが多く、ウォーターフォール型の開発プロセスに関する

スキルが必要になる。  

・ 携帯電話の組込みアプリケーション開発支援を行っている。短納期での開発プロセ

ススキル、ハードウェアに関するスキルも要求される。  

・ 親会社のアウトソーシングを行っている。ハウジング及びヘルプデスクへの対応が

主であるため、取り決めたＩＴ全般統制・ＳＬＡの準拠、クライアント環境への支

援スキル・障害対応スキルが必要になる。  
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図３．４．１ 要求モデル（一部抜粋）     出典：ユニテック  

 

３．５ 活動領域分析 

次に、作成した要求モデルや活動領域分析シートを使って自社のビジネス活動領域を

検証しながら、その中で事業を遂行するために必要な人材モデルの大枠を抜粋し、それ

ぞれがどの領域を担当するのかを定義した。（図３．５．１）  

 

ユニテックの特徴は、実際の業務形態に合わせて人材モデル策定したところである。

具体的には、ＥＲＰパッケージ開発、エンタープライズ系のアプリケーション開発、組

み込み系のアプリケーション開発の３つに分けてそれぞれの活動領域を分析した。  
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図３．５．１ 活動領域分析シート       出典：ユニテック  

 

３．６ 機能分析 

 次に、自社の機能をどの組織がカバーしているのかを「組織機能検証シート（図３．

６．１）」を使って検証した。ワークショップで提供された「機能テンプレート」を縦軸

に置き、「組織」を横軸に置いて「それぞれの機能を、どの組織が担っているのか」を確

認した。自社にとって必要な機能か不要か、今必要か、将来でよいか、コアの機能か非

コアな機能か、機能表現は自社の表現になっているかなどの観点で検証を進めた。  

 

図３．６．１ 組織機能検証シート（一部抜粋）    出典：ユニテック  

・テンプレート（黒字）  

・自社用に文言修正（赤字）
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この組織機能検証では、「要求モデルを実現するために必要な機能」が網羅されている

かを意識して進めた。テンプレートに記載されている機能が自社に合致しない場合は修

正を行った。このように機能と組織との紐付きを明確にしたあと、機能をツリー状に詳

細化し「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（図３．６．２）」としてまとめた。  

 

図３．６．２ Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル（一部抜粋）  出典：ユニテック  

 

３．７ スキルセット構築 

作成した「Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデル」に対して、それぞれのファンクション（機

能）を遂行するために必要なスキルを紐付けた。この作業も、ワークショップで提供さ

れたスキルテンプレートを活用したため、スムーズに行うことができ、自社のビジネス

に必要なスキルを網羅することができた。（図３．７．１）  

 

スキルセット構築に関するポイントは、次の通りである。  

・ 要不要スキルを厳密に精査する  

・ 自社で理解しやすい表現に置換する  

・ ＩＴスキル標準以外のスキルも必要であれば追加する  

（ユニテックでは、組込みのスキルや独自パッケージ開発のスキルを追加）  
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図３．７．１ スキルセット（一部抜粋）      出典：ユニテック  

 

３．８ キャリアフレームワークの策定 

 ここまでの成果物である要求モデル、活動領域分析シート、Ｔｏ  Ｂｅファンクション

モデル、スキルセットなどを参照し、キャリアフレームワーク（図３．８．１）を策定

した。  

人材モデルについては、全員が納得でき将来の夢が描けることを念頭に社内での検討

を重ね次のように設定した。  

 

■建設業アプリケーション自社パッケージ向け  

・コンサルタント、プロジェクトマネージャ、ERP エンジニア、ERP プログラマー  

■エンタープライズ系アプリケーション向け  

・ソリューション営業、プロジェクトマネージャ、アプリケーションエンジニア  

・アプリケーションプログラマー  

■組込み開発向け  

・エンベデットエンジニア、エンベデットプログラマー  

■アウトソーシング向け  

・カスタマーサービス  
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キャリアパスは、プログラマーかカスタマーサービスよりスタートする。ゴールとし

て４つの人材モデル（ソリューション営業、コンサルタント、プロジェクトマネージャ、

エンジニア）へのキャリアパスを選択する仕組みである。  

 レベル設定はＩＴスキル標準を基準にし、「全国トップクラス」までの６段階とした。 

ゴールとなる人材モデル（ソリューション営業、コンサルタント、プロジェクトマネー

ジャ、エンジニア）にはレベル６を設定している。  
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プ ロフェッシ ョナル （全 国 トップクラス ）
トータル的 な業 務 、関 連 部 門 が複 数 に渡 る複 雑 な業 務 、
高 い確 実 性 を求 められる業 務を主 体 となって推 進 するレ
ベル。

エキスパート（会 社 トップクラス ）
実 績 に裏 打 ちされた独 自 の専 門 スキルを活 か し、担 当
業 務 をリードするレベル。発 見 された業 務 上 の課 題 解 決
を最 適 な解 決 策 をもってリー ドするレベル 。

シニア （リーダークラス ）
専 門 スキルを活 かし、担 当 業 務 を主 要 スタッフとして独
自 でするレベル。独 力 で業 務 上 の課 題 を発 見 し、自 らの
スキルを活 かして解 決 をするレベル 。

ミドル （４等 級 ・３等 級 クラス ）
限 定 的 、部 分 的 なタスクを独 力 で遂 行 するレベ ル。上 位
レベルの指 導 下 で、業 務 上 の課 題 発 見 と解 決 をするレベ
ル。

アシスタン ト（３等 級 ・２等 級 クラス ）

基 本 的 な業 務については一 部 を上 位 レベル者 のサポー ト
を受 けながら実 施 できるレベ ル。

エン トリー （１等 級 ・２等 級 クラス ）

上 位 レベル者 のサポートを受けながら限 定 された役 割 を
遂 行 するレベ ル。

Ⅳ

Ⅲ

Ⅵ

Ⅴ

Ⅰ

Ⅱ

 

図３．８．１ キャリアフレームワーク    出典：ユニテック  

 

３．９ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス 

 次に、人材モデルが担当する機能を明確にするために、Ｔｏ  Ｂｅファンクションモデ

ルを縦軸に、人材モデルを横軸に置き、マトリックス表を作成した。  

マトリックスのマスには、各人材モデルが主として責任を持つ担当領域（コア：１）と、

従たる担当領域（サブ：０）を設定した。（図３．９．１）  

 このマトリックスを作成することによって、人材モデルと機能が紐付いた。それぞれ

の機能にはスキルが紐付いているため、この時点で人材モデル毎に必要なスキルが明確

になった。  
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図３．９．１ 人材モデル・ファンクションのクロスリファレンス（一部抜粋）  

出典：ユニテック  

 

３．１０ 現状把握 

 完成したスキルセットを使い、一部の社員の協力を得てスキル評価を実施した（図３．

１０．１）。その結果を分析し、人材モデルやスキル、レベル判定条件の調整を行い、導

入ステップを完了させた。  

 

※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．１ キャリアフレームワーク上のレベル分布図（スキル保有状況）  

 出典：ユニテック  

 

次に、キャリアフレームワークとは別に組織力を把握するために機能単位のフレーム

ワークも作成した。マネージャは組織の技術力を機能単位で確認することができ、現状

・テンプレート（黒字）  

・自社用に文言修正（赤字）  
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とあるべき姿とのギャップを詳細に分析することができる。このフレームワークの活用

に関して、詳細な方法は現在検討している。（図３．１０．２）  

 

 
※赤色が濃い部分＝人数が多いことを表す  

図３．１０．２ 機能単位フレームワーク上のレベル分布図 （一部抜粋）  

出典：ユニテック  

 

４．導入後の活用と運用 

４．１ 運用開始時の、経営や現場からの評価  

中期経営計画に掲げた「人財を育成し躍動感のある会社に成長していく人事制度の構

築」に向け、ＩＴスキル標準の導入は確実な第一歩となった。  

導入前から、スキル管理の重要性は理解し、スキルアップの取り組みを進めてきたが、

今回の導入で「人材モデル」を明らかにできたことは大きな成果であると評価している。

機能と人材モデルが連動し、その人材モデルがスキルと連動したことで、「なぜこのスキ

ルを身につけなければならないか」を明確に示すことができた。  

今後は社員の視点に立った分かり易くシンプルな運用の仕組み、負荷が係り過ぎず長

く続く仕組み、スキルアップ支援していく仕組みが必要であると考えている。また、形

だけでなく実のある運用・レビュー・維持改善プロセスを構築していくことが重要な課

題であると認識している。  
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４．２ 運用プラン 

社内にＩＴ人材育成の仕組みを導入していく際のポイントは、次の通りと考えている。 

・ ＩＴ人材育成への全社的意識啓発  

・ 会社の期待水準が分かりやすく伝わる仕組み作り（スキル表現や数）  

・ モチベーションアップが維持できる仕組み作り  

 

ＩＴスキル標準導入の成果を冒頭に記載した「スキルアップ目標チャレンジ活動」に

繋げたいと考えており、定期的にスキルの自己評価・他者評価を実施し、未達成部分を

年度目標に掲げ継続的なスキルアップに結びつけていく予定である。  

 

４．３ 取り組むべき課題 

 今回構築した仕組みを「キャリア形成支援評価制度」と「スキルアップ目標チャレン

ジ活動」に繋げ、いかにＰＤＣＡサイクルで継続的なスキルアップに結び付けていくか

が課題である。（図４．３．１）  

 

期首

期中

定期的

期待
　こうあって欲しい（面談）
　　・スキルアップ目標

実施
　業務遂行→成果
　　・振り返り（面談）

評価
　評価の仕組みを通して、
　チェックすると共に
　モチベーションを高める

Plan

Do

See

 

図４．３．１ 継続的運用サイクルのイメージ     出典：ユニテック 
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５．ＩＴスキル標準に取り組まれている方々へのメッセージ 

最後にＩＴスキル標準の導入をリードしてきた稲葉氏に、これからＩＴスキル標準を

導入しようとする企業の担当者の方へのメッセージをいただいた。 

 

 「人材育成は短期間ですぐに成果がでるものでは無いため、長く続く仕組みを作るこ

とが大切である。  

また、中小企業は大企業ほど企業戦略が複雑ではない。そのため、人材に対する要求

や、スキルも固めやすいのではないかと思う。”社の目指すところをはっきりしなければ

導入できない”と考えるのではなく、シンプルに”会社としてこうあるべきだ。だから

こういう人材が必要だ”と考え、自社に合った人材モデルとスキルを構築して、仮説と

検証を行うことがポイントである。」  
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ＩＴスキル標準を正しく使えていないケースの紹介 

 

１．目的  

「経営戦略、事業計画、人材戦略を基に、効果的にＩＴ人材の育成を図る」  

 

これは、ＩＴスキル標準活用の基本的な考え方であり、経済産業省やＩＰＡが、公表

時から一貫して発信し続けてきた重要なメッセージである。  

しかしながら、２００２年１２月のＩＴスキル標準公表当時は、ＩＴスキル標準をど

う活用すればよいかというガイドラインがなく、各企業が個別に導入の試みを行ってい

た経緯がある。  

ＩＰＡが主催する委員会などで改善点が出され、パブリックコメントなども反映した

「ＩＴスキル標準Ｖ2」が２００６年に公表され、本文に「ＩＴスキル標準の活用の考

え方」が記載された（※「ＩＴスキル標準適用上の留意点」）。Ｖ２公表以降は、概要編

に記載するだけでなく、「ＩＴスキル標準 概説書」や「ＩＴスキル標準 活用の手引き」

など具体的な導入手順に踏み込んだ附属書を発行しており、ＩＴスキル標準をどのよう

に使えばよいのか、という方法論は明らかになっている。  

 

※「ＩＴスキル標準適用上の留意点」 

******************************************************* 

ＩＴスキル標準は、事業活動における個人の貢献を的確に評価しようとする観点から活

用するべきである。人材育成への投資という経営判断やビジネス戦略が伴わないままＩ

Ｔスキル標準を導入することは、自社のビジネスや技術を担い、競争力を支えていく人

材の育成にはつながらない。ビジネス戦略に乏しく、単に人事管理上の便宜性や処遇制

度の見直しのために利用するだけでは、逆に個人のモチベーション低下につながるおそ

れがある。  

 

また、ＩＴスキル標準は、基準や仕様ではなく、参照モデルである。言い換えると、Ｉ

Ｔスキル標準は、人材の育成に関わる様々な立場の人が、共通の認識を持つために参照

する指標である。「標準」といっても、自社のビジネス戦略の実現に必要な部分だけを参

照すればよく "全部を必ず使う "、 "そのまま使う "という必要はない。  

 

「ＩＴスキル標準Ｖ３ ２００８」１部：概要編より抜粋  

********************************************************* 
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本事例集では「ＩＴスキル標準適用上の留意点」に配慮し、ＩＴスキル標準を人材戦

略や人材育成に有効に活用している企業の実例を取り上げてきた。しかし一方で、「ＩＴ

スキル標準の活用の考え方」を十分に理解しないまま導入を進めているケースも存在す

る。  

 

ここでは、「ＩＴスキル標準を正しく使えていない事例」を取り上げ、趣旨にあった活

用事例と対比することにより、ＩＴスキル標準の活用についての理解を深めることを目

的としている。  

 

２．導入目的が不明確なケース 

２．１ 背景 

 ＩＴスキル標準が発表されてまもなく、複数の大手ＩＴベンダがＩＴスキル標準を「人

材調達」の目的で使い始めた。この時、「政府機関がＩＴスキル標準を調達条件にする可

能性がある」という誤解が生まれ、ＩＴスキル標準の活用目的について、理解不足のま

ま利用した企業が数多くあった。  

 

 「人材調達」目的で使うということは、「この仕事をするためには、ＩＴスキル標準の

“ＩＴスペシャリスト／ネットワークのレベル３”以上が必要だ。このレベルを保有す

る人材を○人欲しい。単価は約○○円に設定する」ということになる。  

こういった使い方は、調達する側にとって利便性が高い。なぜならば、購買部門が技

術者の能力評価について「業界の標準指標を使っている」という理由ができ、価格交渉

の道具として使えるためである。「ＩＴスキル標準は調達に使える」と考えた調達する側

から、「仕事に従事する条件として、ＩＴスキル標準のレベル判定が必要」というメッセ

ージが伝わり、調達される側の企業は「ＩＴスキル標準のレベル判定」を実施するよう

になったという現実がある。  

 

 このように人材調達を目的として「ＩＴスキル標準のレベル判定」を進めた企業が増

加しただけではなく、どのように活用していいか分からず、理解不足のまま「目的を持

たずにとにかくレベル判定をした」というケースも多い。雑誌、Ｗｅｂサイトなどで「技

術者は、まずＩＴスキル標準でレベル判定を」というメッセージが目立つようになり、

企業や個人が簡易的なレベル判定を実施する機会が増えていった。そのため、「ＩＴスキ

ル標準の導入＝ＩＴスキル標準のレベルを判定すること」という認識が自然と広まって

いったと考えられる。  
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２．２ レベル判定の注意点 

 本来、ＩＴスキル標準のレベル判定をするには、「スキル熟達度」や「達成度指標」を

参照し、スキルの保有度や経験などを基に、レベルを導き出すというプロセスが必要に

なる。しかし、多くの企業や個人は、それぞれ独自にそのプロセスを考えることは現実

的ではないと考え、また、活用手順が分からなかったということもあり、「レベル診断ツ

ール」を利用した。  

この「レベル診断ツール」を使えば、職種・専門分野を選び、質問に答えていくと短

時間でＩＴスキル標準のレベル判定ができるという利点がある。簡易に判定が可能にな

るため、取り組みやすさもあり普及したことで、ＩＴスキル標準の知名度向上に貢献し

た。  

また、こうした「レベル診断ツール」などを使いレベル判定をすることは、技術者個々

のＩＴ業界での立ち位置を確認できる、また人材調達や企業間比較で使用できるという

効果が見込める。  

 

ただし、次の点で注意が必要である。  

 

・ レベル判定結果は参考値  

現在、レベル判定結果を公式に認定する機関は存在しない。そのため、いかなるレ

ベル判定結果も「目安」と捉えるべきである。先述の「レベル診断ツール」におい

ても、それぞれの診断内容や判定基準はツールを提供する各社独自のものであり、

診断ツールによって判定結果も異なる、ということを認識して利用する必要がある。 

 

・ 現場で必要な実務スキルは、各社で定義  

実際の現場で、技術者を調達するには「業界知識・経験」、「業務知識・経験」、「製

品などに特化した要素技術」、「情報処理技術者試験やベンダ資格の有無」など具体

的で詳細な指標が必要になる。これらの指標を基に、必要な人材かどうかが判断さ

れる。  

しかし、ＩＴスキル標準では、これらの詳細なスキル・知識の指標については「導

入各社で定義すること」としており、ＩＴスキル標準のドキュメントには掲載され

ていない。つまり「ＩＴスキル標準のレベル判定結果」だけでは詳細なスキル・知

識を把握できない。即ち、業界統一判定プロセスが存在しない以上、調達条件とし

ては十分ではないのである。  

 

このように、レベル判定の結果だけを用いて人材調達を行うのは難しく、あくまで調

達の参考値の１つとして使うことが望ましいと考えられる。  
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また、このレベル判定結果を基に「人材育成を行う」ことについては次の点を注意す

る必要がある。  

 ＩＴスキル標準活用の目的は、企業力や組織力を向上し経営戦略を実現することであ

る。ただし、ＩＴスキル標準は参照モデルであり、企業の経営戦略・人材戦略を反映し

たものではない。各企業が活用できるように共通化して提供されている。したがって、

そのままの形で使うということは、自社の考えが反映されておらず、人材戦略や育成計

画に使ったとしても、その効果は限定される。よって、レベル判定結果だけを基にして、

育成計画立案や目標設定をすることは現実的ではない。  

 

企業内の人材育成で使うためには、本事例集で紹介してきたように、ＩＴスキル標準

を参照モデルとして、企業戦略を基に自社の考えを十分に入れ込むことが重要である。  

「人材調達で使う場合」と「人材育成で使う場合」の違いは、図２．２．１のように

定義することができる。  
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A社

教育プラン
OJTプラン

 
図２．２．１ ＩＴスキル標準活用の２つの視点  

出典：ＩＰＡ発行「ＩＴスキル標準概説書」、「ＩＴスキル標準 活用の手引き」  

 

 以上のことから、「ＩＴスキル標準を正しく使う」ためには、次の点を認識しておくこ

とが必要になる。  

  

・ 人材育成に活用する場合は、ＩＴスキル標準を参照し、自社に必要な人材モデルを

定義すること  
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・ 調達で使う場合は、ＩＴスキル標準を変えず共通指標として使うこと  

ただし、一般的なレベル判定結果を用いて調達を実施する際には、先に述べたこと

に注意することが必要である。  

 

２．３ レベル判定だけで終わってしまった事例 

【ケース１】 

地方ＳＩベンダ・Ｂ社は、人材育成のために「ＩＴスキル標準」を取入れるべく調査

開始するも、経済産業省・ＩＰＡのサイトからの情報しかなく十分内容を理解できなか

った。関係のあった大手ＩＴベンダに相談したところ、系列教育ベンダを紹介され、教

育ベンダから「診断ツールによるレベル判定」を勧められた。デモを見せられ、結果の

グラフなどの説明を受け、とにかくやってみようと決定し、３００名の技術者全員を対

象に診断ツールを用いたレベル判定を行った。  

結果は、個人ごとのレベル判定やグラフなど傾向が分かり易そうなものばかりで、そ

の時点ではいい材料のように思えて満足した。しかし、レベル判定の後、「会社として次

のステップは？」と考えたとき、今までと同じように「一般的に必要とされる技術研修」

を実施することしか思いつかず、これでは今までと何の変わりも無かった。何のために

ＩＴスキル標準を使うのかをもっと考えるべきだと気づいた。  

 

【ケース２】 

地方ＳＩベンダ・Ｃ社は社員１００名余りで、ほとんどが技術者である。２００４年

初めにＩＴスキル標準の導入を検討した結果、「これから大手がＩＴスキル標準を使っ

て調達をかけるようになっていくので、早めに取入れた方がいい」と考えた。そして技

術者全員のスキル診断を実施した。  

その後、レベルアップのための育成プランを検討したが、ＩＴスキル標準のフレーム

ワークに沿って育成するだけでは、自社が強みを持っている事業ドメインと関連するス

キルの向上ができないと感じた。このまま育成を進めていいものか疑問だったが、どの

ように改善していいのか分からなかった。  

 

【ケース３】 

地方ＳＩベンダ・Ｉ社は、大手ＳＩベンダからの２次請けがほとんどである。大手ベ

ンダからの要請を受け、診断ツールによるレベル判定を行った。人材開発の担当者は、

特に「ＩＴスキル標準のレベル判定結果」を重視していなかったが、要請を受けざるを

えず、採用したという経緯があった。  

その結果、現場の技術者から、目的や内容が不明確だとの不満の声があがり、「ＩＴス

キル標準」とは何かの調査や検討をしたが、Ｖ２公表前であり、活用に関する情報がほ
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とんど無く、理解できない状態であった。この後どう進めていいか分からなかったが、

ＩＴスキル標準のＶ２が公開されたとき「参照して使う」と書かれていたため、ＩＴス

キル標準のキャリアフレームワーク上でレベル判定するという取り組みを中止した。  

 

【ケース４】 

中堅ＳＩベンダ・Ｌ社は、人材育成担当者が現場技術者から診断ツール実施の提案を

受けた。現場技術者が診断ツールの無料体験を行い、「全社で展開してはどうか」と提案

してきたという経緯だった。人材育成担当者は現場から上がってきた意見だから良いこ

とであると、予算を確保して採用した。  

その後、複数のセクションでレベル判定を実施したが「会社での仕事と合っていない

のでは？」という質問があちこちから入りだした。ＩＴスキル標準を導入したと思って

いる人材育成担当者は、何故このような質問が出るのか理解できず、この後どう進めて

いいか分からなかった。  

 

３．ＩＴスキル標準を人事制度に直接取り入れたケース 

３．１ 背景 

 当初、国から出された「ＩＴスキル標準」であるがゆえに、そのまま変えずに適用す

ることが当然だと捉えてしまう企業も多いという現実があった。「標準＝ルール」ならば

「ルール＝変更不可」という考え方である。  

さらに「自社の技術者のスキル評価ができる⇒人事評価に繋げられる」という考えに

至るケースが多く、先に述べた「ＩＴスキル標準のキャリアフレームワーク上でのレベ

ル判定」の結果をそのまま人事評価に用いた企業が目立った。  

 

３．２ 人事制度に直接取り入れることの注意点 

 人事制度は企業の経営戦略上重要な制度であり、ビジネス貢献および市場価値と連動

した処遇制度にすることにより、企業と技術者の活力を高めていくものである。それを

「共通指標としてそのまま利用する」ことや、他の会社と同じ指標を使うことは、企業

の発展にとって必ずしも望ましい形とは言えない。事業ドメインやビジネスモデル、そ

れに沿って必要な人材などの企業環境を反映せず、「参照モデルであるＩＴスキル標準」

をそのまま処遇に利用することは、技術者を正当に評価できないばかりか、現場からの

大きな反発を受けることになる可能性がある。  

 

３．３ レベル判定結果を人事制度に直接取り入れた事例 

【ケース５】 

中堅ＳＩベンダ・Ａ社は、経営判断でＩＴスキル標準を社内導入することを決定し、
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人事担当者をアサインして取組みを開始した。人事担当者が独自に調査した後、職種・

専門分野、レベル設定もほぼそのままの形でＩＴスキル標準を導入した。そして、スキ

ル診断ツールによるレベル判定結果を人事考課に反映した。  

その結果、会社のビジネスに直接必要の無いスキルまで評価対象となり、ほとんどの

技術者の評価が以前より下がる結果となった。また、役職にまで連動させたので、降格・

減給になった技術者も出た。  

 技術者からは「長年かかって仕事をこなし会社に貢献してきた結果、役職も上がり給

与も上がってきた。それがある日突然、ＩＴスキル標準による評価を導入され、仕事の

範囲とは違う職種を割り当てられ、必要が無いと思われる項目まで評価され、レベル２

だと判定されて降格してしまった。ばかばかしくて続ける気がしない。辞めたい。」など

という意見がでた。  

また、人事担当者にＩＴスキル標準の位置づけや、評価との繋がりなどの説明を求め

たが、納得できるような答えは無かった。単に「国が決めた標準だから、それで判定し

たのだ」の一点張りであった。  

 

【ケース６】 

大手ＳＩベンダ・Ｄ社は、早くからＩＴスキル標準に着目し、社内導入を検討してい

た。導入プロジェクトにアサインされたのは人事企画担当者で、現場経験が殆ど無かっ

た。人事企画担当者は、ＩＴスキル標準について事前に調査をしていたので、一通りの

説明は行えたが、現場での経験が無いため、うわべだけの理解になってしまった。  

導入してはみたものの、企業戦略や事業計画を反映せず、職種・専門分野の名称だけ

を自社で使っているものに変えてみた。その結果、現場での実際の職務内容に合わず、

現場のマネージャが何をどう評価すればいいのか混乱してしまった。  

上手くいっていないのは分かっているが、人事制度を頻繁に変更することはできない。

理解不足を改善することもできず、そのまま制度を続けている。  

 

【ケース７】 

大手ＳＩベンダ・Ｅ社は、ＩＴスキル標準に着目し、人事制度に反映しようと社内導

入を検討していた。ＩＴスキル標準の職種の分類は、自社とは異なるため、職種・専門

分野を一部削除したり追加したりして導入した。外部にはＩＴスキル標準を導入したと

アナウンスし、それに関連するセミナーなども実施している。  

しかし、自社の企業戦略を反映したものではないため「なぜ自社の人事制度に導入し

たものが７段階なのか」「なぜＩＴスキル標準に定義されている職種と、自社独自の職種

が混在しているのか」などという社員からの質問に対して上手く答えられなかった。  
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４．まとめ 

４．１ 「正しい使い方ができていないケース」が発生した原因 

これまで紹介してきた「正しい使い方ができていないケース」は、「目的と手段が合っ

ていない」ために発生しているが、次の２つに分類することができる。  

（１） 目的が明確でなく、手段の選択が困難  

（２） 目的は明確だが、手段の選択が不適切  

 

４．２ 目的が明確でない場合 

 企業は、人材に関する課題を解決するために「ＩＴスキル標準を使えないか？」と検

討を始めることが多い。例えば、「人材育成が重要だから、スキルの評価、スキルの向上

が大切だ。もちろん、スキルを向上させた社員には報酬を増やしてあげるべきだろう。

また、専門的なスキルを持つ社員は専門職として認定してはどうだろう。もし、認定す

るならば、レベルの高い社員がいることを外部にもアピールしたい。他社よりも技術力

が高いことを外部にアピールできれば、サービスを高価格で提供できるはずだ。」といっ

た具合である。  

この場合、次のような複数の目的を持っていることになる。  

 

（１） 社員のスキル向上  

（２） 社員のスキル評価と人事制度への反映  

（３） 専門職認定制度の策定  

（４） 外部への技術力アピール  

（５） 他社との比較、ＩＴ業界でのベンチマーク  

 

 ＩＴスキル標準をうまく活用すれば、どの目的も実現に近づけることができる。複数

の目的が生まれるのは企業として自然な姿だが、それぞれの目的に対して手段は全て異

なるため、それらを１つの手段で実現することは難しい。優先順位を明確に定め、その

目的を実現する最適な手段を選択し、実践するべきである。  

もし、先に挙げた５つのうち「（５）他社との比較、ＩＴ業界でのベンチマーク」が最

も重要な目的だとしたら、正しい手段は「ＩＴスキル標準の枠組みの中で、自社の強み

弱みを分析し、他社の結果と比較すること」になる。目的を明確にすれば、ＩＴスキル

標準という道具をどう使えば良いかが見えてくる。  

 

４．３ 目的は明確だが手段の選択に問題がある場合 

 目的を「ビジネス目標を達成するために貢献する人材を育成する」と設定した場合は、

企業戦略や事業計画を基に人材モデル構築や育成計画の策定をするというアプローチが
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適している。ＩＴスキル標準のキャリアフレームワーク上でレベル判定を行うのは、人

材調達や比較に使うためのアプローチであり、人材育成には適していない。もし 「人

材育成」と「調達」の２つが目的であれば、それぞれの目的に分けて、ＩＴスキル標準

の活用方法を考える必要がある。  

 目的が明確になれば、最適な手段を検討し、その手段で目的を実現できるかを検証す

ることになる。ＩＰＡ発行の「ＩＴスキル標準 活用の手引き」には、目的を明確にし

たあと、どのようにＩＴスキル標準を活用すれば良いのかを手順に沿って解説している。

特に、人材育成を目的とした企業にとって参考になるはずである。  

 

４．４ 導入したあとの運用を考慮する 

企業がビジネスを進める上で、どのような人材が必要かを考え、人材育成の PDCA を

廻していくというプロセスを継続させることが重要である。  

しかし、ＩＴスキル標準導入後の継続可能な運用の仕組みを考えていないケースが多

く、一過性のものとなってしまうことや、すぐに陳腐化してしまう状況も見受けられる。

情報システムの導入と同じで、継続させるためには、企業としての明確な方針と、能力

を持った推進者、及びそれをサポートする仕組みや体制が必要である。他で紹介した事

例企業は「運用面の成功を強く意識した導入」を実践している。何のための導入かを明

確にし、長年にわたって運用できる仕組みを構築することが、ＩＴスキル標準を有効に

活用するための大きなポイントである。  
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おわりに 

 

 ＩＴ人材には、「ＩＴを活用したビジネスへの貢献」が強く求められ、それが「ＩＴ戦

略」として企業経営を支える重要な要素になっている。 

 また、ＩＴ戦略を実現するためには、情報システムの構築や運用に関わるＩＴ人材に、

「ＩＴを利用したビジネスソリューション」を提供するという役割が求められている。

つまり、いまやＩＴ人材は、ＩＴという武器の企画・構築・運用を通して、ビジネスバ

リューの創出を支援する立場として位置づけられているのである。 

 一方、ビジネス面においても、環境の変化、競争の激化が著しく、法規制の改正、企

業の買収や合併（Ｍ＆Ａ）なども日常的な出来事となった。これに伴い、ＩＴサービス

にかかわる人材にも「変化への対応力」が強く求められるようになってきている。 

 ここで言う対応力とは、特定の変化への対応だけを意味するものではなく、品質の向

上とコストの最適化のバランスを取りながら、ＰＤＣＡサイクルを常に廻していくとい

う観点も含まれている。 

 

 このような環境の中で、企業にとって、目標達成のためにどのような人材が必要かを

真剣に議論し、明らかにしていくことが重要である。 

 

ＩＴスキル標準は、魔法のツールではない。問題を解決しようとする人（企業）が、

意志をもって活用しようとするとき、有効なツールになるのである。 

 企業価値の向上と、そのための人材育成を真摯に考え、ＩＴスキル標準の使い方を正

しく理解すれば、ＩＴスキル標準は企業にとって有効な「ツールであり、部品」になり

える。 

しかし、企業の発展・人材育成には終わりがなく、ＩＴスキル標準の導入、活用は、

はじめの一歩に過ぎない。この一歩を踏み出すためには、経営層自らが積極的に取組む

姿勢を持ち、トップダウンで具体的な体制を整えるということが必要である。 

 

本事例集で取り上げた各企業の取り組みは、現在も改善を重ねながら継続している。 

ＩＴスキル標準をうまく活用できているかどうかで、成功や失敗を語ることはできな

いが、少なくとも本事例集に掲載した各企業は、強い使命感と熱意を持って人材育成に

取り組んでいる、活気のある企業である。 

 

 また、本事例集には様々な手法、対応法が掲載されているが、それだけに注目するの

ではなく、「なぜそうしたのか」という視点で各社の取り組みを見ていただきたい。 

 



ＩＴスキル標準導入活用事例集 2010 

Ⓒ2010 IPA All Rights Reserved 

「事例と同じ作業を行えばいい」と考えると、導入すること自体が目的となり、「企業

の目標を達成する」という大切なことが見落とされる危険がある。 

 

ＩＴスキル標準を使って、企業で人材育成を推進する仕組みを構築することが「導入」

であり、その仕組みを使ってＰＤＣＡを回すことが「活用」に当たる。 

そう考えれば、導入が終わった時点では、まだ活用のスタート地点に立ったにすぎな

い。人材モデルと育成のためのＰＤＣＡの仕組みが完成すれば、「あとは大丈夫」と思っ

てしまうかもしれないが、システムと同じで運用の開始が本来のスタート地点なのであ

る。 

したがって、作り上げたものを運用しつつ、同時に改善する仕組みも考えておくこと

が重要である。 

 

 本事例集により、ＩＴスキル標準の導入や活用における具体的な内容が明確になった

といえる。しかし、実際に導入する場合は、事例を真似るのではなく、自社の戦略や計

画などの考え方を十分に活かした上で、人材育成の仕組みに反映することを主体に、推

進していくことが成功の鍵である。 

 

また、今後も継続して様々な事例を事例集に追加していくことにより、ノウハウが蓄

積されたものとして充実させ、各企業にとってＩＴスキル標準の導入活用の有益な情報

として参照できるよう努めていく所存である。 

 

人材育成に関わる課題に取り組んでいる方々に、本事例集が少しでも気づきを与え、

役に立つことができるよう、心から願っている。 
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